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令和７年３月11日（火曜日） 

───────────────────── 

   午前10時０分開会 

──────────────── 

会議に付託された議案等 

○議案第１号 令和７年度宮崎県一般会計予算 

○議案第２号 令和７年度宮崎県開発事業特別 

       資金特別会計予算       

○議案第３号 令和７年度宮崎県公債管理特別 

       会計予算           

○議案第21号 使用料及び手数料徴収条例の一 

       部を改正する条例       

○議案第31号 職員の給与に関する条例等の一 

       部を改正する条例       

○議案第33号 知事等の給与及び旅費に関する 

       条例等の一部を改正する条例  

○議案第34号 公の施設に関する条例の一部を 

       改正する条例         

○議案第36号 宮崎県行政手続における特定の 

       個人を識別するための番号の利 

       用等に関する法律に基づく個人 

       番号の利用及び特定個人情報の 

       提供に関する条例の一部を改正 

       する条例           

○議案第37号 刑法等の一部を改正する法律の 

       施行に伴う関係条例の整理に関 

       する条例           

○議案第38号 職員の育児休業等に関する条例 

       の一部を改正する条例     

○議案第39号 職員の勤務時間、休日及び休暇 

       に関する条例の一部を改正する 

       条例             

○議案第40号 宮崎県における事務処理の特例 

       に関する条例の一部を改正する 

       条例             

○議案第49号 宮崎県監査委員条例の一部を改 

       正する条例          

○議案第50号 包括外部監査契約の締結につい 

       て              

○請願第13号 女性差別撤廃条約選択議定書の 

       すみやかな批准を求める意見書 

       の日本政府への提出についての 

       請願             

〇その他報告事項              

・令和７年度組織改正案について       

・令和７年度総合政策部組織改正案について  

・宮崎県デジタル化推進計画の改定について  

・令和７年度宮崎国スポ・障スポ局組織改正案 

 について                 

・県主要施設のスケジュールについて     

○閉会中の継続審査について         

──────────────── 

出席委員（８人） 

  委 員 長   川 添   博 

  副 委 員 長   山 口 俊 樹 

  委      員   丸 山 裕次郎 

  委      員   濵 砂   守 

  委      員   後 藤 哲 朗 

  委      員   坂 本 康 郎 

  委      員   岩 切 達 哉 

  委      員   黒 岩 保 雄 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

──────────────── 

説明のため出席した者 

 総務部 

  総 務 部 長   吉 村 達 也 

  危機管理統括監   児 玉 憲 明 

  総 務 部 次 長 
             渡 邉 世津子 
  （総務･市町村担当） 
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  総 務 部 次 長 
             串 間 俊 也 
  （ 財 務 担 当 ） 

  危 機 管 理 局 長 
             中 尾 慶一郎 
  兼 危 機 管 理 課 長 

  総 務 課 長   今 村 俊 久 

  人 事 課 長   那 須 隆 輝 

  行政改革推進室長   池 北   斉 

  財 政 課 長   池 田 幸 優 

  財産総合管理課長   徳 松 一 豊 

  税 務 課 長   蛯 原 真 治 

  市 町 村 課 長   小 薗 真 二 

  総務事務センター課長   後 藤 道 洋 

  消 防 保 安 課 長   羽 田 貴 一 

 

 総合政策部 

  総 合 政 策 部 長   重黒木   清 

  政 策 調 整 監   田 中 克 尚 

  総合政策部次長 
             大 野 正 幸 
  （政策推進担当） 

  総合政策部次長 
             河 野 龍 彦 
  （県民生活担当） 

  総 合 政 策 課 長   中 村 智 洋 

  広 域 連 携 課 長   川 越   勉 

  秘 書 広 報 課 長   伊 東   浩 

  広 報 戦 略 室 長   須 波 勇一郎 

  統 計 調 査 課 長   伊 福 隆 徳 

  総 合 交 通 課 長   河 村 直 哉 

  中山間･地域政策課長   濵 川 哲 一 

  産 業 政 策 課 長   守 部 丈 博 

  デジタル推進課長   福 崎   寿 

  生 活 ・ 協 働 ・ 
             森 山 紀 子 
  男 女 参 画 課 長 

  交通・地域安全対策監   西 丸 日出男 

  みやざき文化振興課長   堀   尚 子 

  人権同和対策課長   中 村 洋 介 

──────────────── 

事務局職員出席者 

  議 事 課 主 査   春 田 拓 志 

  議事課主任主事   上 園 祐 也 

───────────────────── 

○川添委員長  ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。 

 まず、委員会の日程についてであります。 

 日程案につきましては御覧のとおりでありま

すが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのように決定いた

します。 

 次に、議案第31号、議案第37号、議案第38

号、議案第39号に対する人事委員会の意見につ

いてであります。 

 タブレットの委員協議フォルダ内にある資料

を御覧ください。 

 これは、地方公務員法第５条第２項の規定に

基づき、議会から人事委員会に意見を求めた回

答であります。 

 次に、当初予算関連議案の審査方法について

であります。 

 お手元の、または、文書共有システムの委員

協議フォルダ内の資料、委員会審査の進め方を

御覧ください。 

 まず、１、審査方針についてであります。 

 当初予算の審査に当たりましては、重点事

業・新規事業を中心に説明を求めることとし、

あわせて、決算における指摘要望事項に係る対

応状況についても、説明を求めることとしてお

ります。 

 次に、２、当初予算関連議案等の審査につい

てであります。 

 今回の委員会は、新年度当初予算の審査が中

心となりますので、最初に当初予算全体の説明

を聞くため、総務部の審査を先に行い、その
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後、総合政策部ほかの審査を行いたいと存じま

す。 

 また、総務部及び総合政策部の審査につきま

しては、長時間にわたることが予想されますの

で、お手元の資料のとおり予算議案のみ班を分

けて説明・質疑を行い、その後、特別議案の審

査、その他報告事項の説明を受けまして、最後

に総括質疑を行いたいと存じます。 

 審査の進め方については以上でありますが、

このとおり進めることに御異議ございません

か。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのように決定いた

します。 

 執行部入室のため、暫時休憩いたします。 

   午前10時３分休憩 

───────────────────── 

   午前10時４分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 それでは、本委員会に付託されました議案等

について、部長の概要説明を求めます。 

○吉村総務部長  本日、御審議いただきます議

案等につきまして、お手元の総務政策常任委員

会資料により、御説明いたします。 

 ２ページの目次を御覧ください。 

 まず、１の予算議案でありますが、議案第

１号は「令和７年度宮崎県一般会計予算」、議

案第３号は「令和７年度宮崎県公債管理特別会

計予算」であります。 

 ２の特別議案は、議案第21号「使用料及び手

数料徴収条例の一部を改正する条例」など８件

になります。 

 ３、その他報告事項は、「令和７年度組織改

正案について」御報告いたします。 

 次のページを御覧ください。 

 引き続き、令和７年度一般会計当初予算案の

概要を私から御説明させていただきます。 

 まず、予算額は6,680億円で、前年度比1.2％

の増となっております。 

 なお、資料上、予算額を億円単位で表記して

おりますが、議案上は6,679億5,900万円になり

ます。 

 予算編成に当たりましては、３つの重点施策

の推進と、財政の健全性の確保の両立を図って

おります。この予算に計上している各種施策の

推進を通しまして、本県の真の価値やよさを県

民の方の実感につなげるとともに、本県の魅力

や長所を伸ばす「進化」、課題を深掘りし改善

する「深化」も併せて県民に届けていきたいと

の思いから、「みやざきの“真価”実感予算

案」としております。 

 次のページを御覧ください。 

 予算案のポイントといたしまして、重点施策

の柱ごとに、新規・改善事業等の予算額・事業

数を記載しております。 

 まず、「日本一挑戦プロジェクトの着実な推

進」に35事業の16億円余、「若者・女性を重視

した人口減少対策の強化」に13事業の８億円余

を措置しており、継続事業も含めた日本一挑戦

関係の総事業費は、98事業で76億円余となりま

す。 

 また、「持続可能な未来に向けた基盤づく

り」には、49事業に24億円余を措置しておりま

す。 

 次のページを御覧ください。 

 予算規模についてであります。 

 まず、１行目に記載していますが、予算額が

増となった主な要因は、社会保障関係費などの

増によるものであります。 

 予算規模の推移を示す棒グラフを御覧くださ
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い。 

 令和元年度以降、新型コロナへの対応もあり

ましたが、社会保障制度改革や国土強靱化対策

などの国と歩調を合わせた取組に加えまして、

人口減少対策や国スポ・障スポ大会への準備な

ど本県が直面する課題に対応するため、積極的

な予算編成を行っております。 

 次のページを御覧ください。 

 歳入予算の特徴であります。円グラフを御覧

ください。 

 自主財源は2,844億円で歳入総額の42.6％を、

依存財源は3,835億円で57.4％を占めます。ま

た、自主財源の比率は、２年連続で過去最高を

更新しております。 

 次のページを御覧ください。 

 自主財源の状況になります。 

 表の１段目に記載のとおり、県税や繰入金の

増によりまして、自主財源は前年度と比べ66億

円余、2.4％増を見込んでおります。 

 また、表の下から３段目になりますが、今回

の予算編成におきまして328億円余の収支不足が

生じておりますので、財政関係２基金から同額

の繰入れを行ったところであります。 

 なお、上から５段目の使用料及び手数料につ

きまして、物価高騰等を踏まえた全庁的な見直

しに係る関係条例の改正を特別議案として提案

させていただいております。このうち、使用料

につきましては、そのほとんどが指定管理者の

収入となるものであり、改正内容も上限を改定

するものになります。また、改定の額や時期に

ついても、今後、管理者と協議の上決定される

ことになりますので、予算には反映をしていな

いところであります。 

 次のページを御覧ください。 

 ２つ目の表、財政関係２基金残高の推移であ

りますが、前のページで説明しましたとおり、

今回の予算編成における328億円余の収支不足に

対し、財政関係２基金から同額の繰入れを行い

ましたので、令和７年度当初予算編成後の基金

残高は239億円となりますが、これまでと同水準

を維持する見込みであります。 

 次のページを御覧ください。 

 依存財源の状況であります。 

 表の１段目に記載のとおり、地方譲与税や国

庫支出金の増により、依存財源は前年度と比べ

15億円余、0.4％の増を見込んでおります。 

 次のページを御覧ください。 

 依存財源のうち、歳入総額の約３割を占めま

す地方交付税等についてであります。 

 地方交付税は1,937億円余、前年度と比べ

1.0％の増を見込んでいます。また、普通交付税

の代替財源である臨時財政対策債については、

交付税の原資となります国税収入の伸びによ

り、平成13年度の制度創設以来初めて、全国的

に新規発行額がなく、予算計上を行っておりま

せん。この結果、２つを合わせました実質的な

地方交付税は、前年度と比べ微増となっており

ます。 

 次に、県債の状況です。 

 まず、発行額は、国スポ関係の施設整備が

ピークを超えたことにより620億円余で、前年度

と比べ8.0％の減となっております。 

 また、年度末の県債残高総額は8,520億円余

で、前年度と比べ微減となりますが、臨時財政

対策債を除く実質的な県債残高は、国スポ関係

の施設整備や継続的な国土強靱化対策の取組に

より5,993億円余で、前年度と比べ220億円余、

3.8％の増となります。 

 次のページを御覧ください。 

 県債発行額及び県債残高の推移をグラフで示
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しております。 

 このうち折れ線グラフが県債残高の推移であ

り、上の折れ線グラフで示しています県債残高

総額はここ数年横ばいで推移していますが、下

の折れ線グラフで示している臨時財政対策債を

除いた実質的な県債残高は、国土強靱化対策や

国スポ関係の施設整備により、令和元年度以降

年々増加しております。 

 財政の健全化を示す指標に現状問題はありま

せんが、その推移には、今後、注視してまいり

ます。 

 次のページを御覧ください。 

 歳出予算の款別の状況であります。 

 円グラフは、予算額の大きい費目順に整理を

しております。 

 表のほうで、増減率の大きい費目を申し上げ

ますと、総務費が、国民スポーツ大会に係る事

業費の減等によりまして13.5％の減、衛生費

が、県立病院運営費貸付金50億円の減等により

まして5.6％の減、土木費が、公共事業費の増等

により5.3％の増、教育費が、高等特別支援学校

の整備等により3.8％の増となっております。 

 次のページを御覧ください。 

 歳出予算の性質別の状況であります。 

 円グラフを御覧ください。歳出総額のうち、

人件費、公債費及び扶助費を合わせた義務的経

費が35.9％を占め、公共事業費等の投資的経費

が21.9％を、市町村等への補助金などその他一

般行政経費が42.1％をそれぞれ占めます。 

 次のページを御覧ください。 

 社会保障関係費の状況であります。 

中ほどの表の右下、合計欄にありますとお

り、社会保障関係費は総額1,231億円余で、予算

差を総額の18.4％を占め、一般財源ベースでも

1,044億円余になります。 

 また、記載はございませんが、それぞれ前年

度と比べ6.4％及び4.5％の増となっておりま

す。 

 次のページを御覧ください。 

 特別会計についてであります。会計別に増減

はございますが、15ある特別会計の当初予算額

の合計は1,998億円余で、前年度と比べ44億円

余、2.3％の増となっております。 

 次のページを御覧ください。 

 公営企業会計についてであります。 

 電気事業をはじめとする４つの公営企業会計

の当初予算額は、いずれも減額となっておりま

す。 

 なお、説明欄に米印を付して記載しておりま

すが、県立病院事業会計に対する一般会計から

の繰出金は76億円余で、診療報酬では賄うこと

が困難な給与改定に伴う職員の人件費の増分

や、物価高騰に伴う診療材料費等の増分に係る

負担により、前年度と比べ13.6％の増となって

おります。 

次のページを御覧ください。 

次に、各常任委員会で個別に御審議いただき

ます当初予算に計上しております主な事業につ

きまして、簡単に御説明します。 

 まず、日本一挑戦プロジェクト関係でありま

すが、子ども・若者プロジェクトでは、一番上

の「第２子保育料負担軽減事業」におきまし

て、市町村と連携し、第２子に係る保護者の保

育料負担を現行の２分の１以内から４分の１以

内へと軽減します。 

 19ページを御覧ください。 

 グリーン成長プロジェクトでは、一番上の

「植栽未済地解消緊急対策事業」において、植

栽の妨げとなっている灌木等の除去費用を支援

いたします。 
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 次のページを御覧ください。 

 スポーツ観光プロジェクトでは、一番上の

「屋外型トレーニングセンター環境整備事業」

において、600席程度の観客席やアスリートの休

憩場所を設置いたします。 

 また、一番下の「ツール・ド・九州開催事

業」では、10月13日に本県と大分県で共同開催

予定の「ツール・ド・九州2025」大会に必要と

なる運営経費等を開催地である延岡市とともに

負担いたします。 

 22ページを御覧ください。 

 重点施策の２つ目の柱、若者・女性を重視し

た人口減少対策関係でありますが、一番上の

「女性にやさしい職場づくり応援事業」では、

女性活躍の取組を行う企業へ奨励金の支給等を

行います。 

 また、ＵＩＪターンのさらなる推進のため

に、従来の移住支援金の対象とならない若者へ

の給付金の支給や、新卒者などに対する引っ越

し費用の支援を行います。 

 24ページを御覧ください。 

 重点施策の３つ目の柱、持続可能な未来に向

けた基盤づくりでありますが、一番上の「外国

人材定着促進支援事業」では、外国人材に係る

企業向け・外国人向けの労働相談窓口を設置し

ます。 

 なお、外国人の生活面に対する相談は、既に

設置済みの「みやざき外国人サポートセン

ター」で対応しておりますので、今後、両窓口

で外国人の暮らしと仕事を総合的に支援してま

いります。 

 次のページを御覧ください。 

 上から３つ目の「重度障がい者（児）医療費

公費負担事業」では、新たに精神障がいの方の

医療費を助成対象に追加します。実際の助成開

始は、市町村の準備もあり、10月を予定してお

ります。 

 その下の事業ですが、築67年と全国で最も古

い都城警察署の建て替え整備に着手をいたしま

す。現地建て替えを予定しており、令和12年度

の供用開始を予定しております。 

 一番下に線で囲って記載しておりますが、県

土強靱化に係る県単独の公共事業予算につきま

して、増額して７年連続で対応いたします。 

 また、公共事業全体では1,052億円と３年連続

1,000億円を超える規模となっております。 

27ページを御覧ください。 

 その他としまして、国スポ・障スポに係る予

算につきましては、総額113億円余となってお

り、新体育館メインアリーナや県総合運動公園

テニス場の整備などに取り組みます。この両施

設をもって、国スポ関係の大規模な県有施設の

整備は終了となります。 

 一方、競技力の向上等には引き続きしっかり

取り組んでいきます。 

 次のページを御覧ください。 

 県庁職員の確保が厳しさを増す中で、県民

サービスの充実などに引き続き職員が注力して

いく環境を整備するため、今回、アウトソーシ

ングやＩＣＴ化による業務改革にも予算を措置

しております。 

 予算の概要については、以上になります。 

 なお、歳入予算や議案等の詳細につきまして

は、危機管理局長及び各課（室）長から説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願いい

たします。 

○蛯原税務課長  税務課から、県税収入予算に

つきまして御説明いたします。 

 委員会資料31ページを御覧ください。 

県税収入予算につきましては、経済動向や主
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要企業の業績見通し、令和６年度の税収状況及

び税制改正等の影響を勘案して見込んだもので

あります。 

 令和７年度当初予算は、表の一番上の県税計

の行の左から２つ目、令和７年度当初予算額①

と書かれた欄のとおり1,123億1,000万円を計上

したところであります。 

 これは、表の中ほどの前年度当初比の欄にあ

りますとおり、前年度と比べて50億7,000万円の

増額、率として104.7％となっております。 

 それでは、増減額の大きい税目について御説

明いたします。 

 前年度当初比増減額及び一番右の備考欄を御

覧ください。 

 まず、上から２段目の個人県民税は、定額減

税の終了等により31億5,085万円余の増、その

４つ下の法人事業税は、卸売・小売業等の所得

増により12億247万円余の増と見込んでおりま

す。 

 32ページにお進みください。 

 上から２段目、地方消費税の譲渡割は、物価

上昇により４億2,456万円余の増、次に、その

１つ下の地方消費税貨物割は、円安に伴う輸入

価格の上昇により１億5,741万円余の増、続い

て、その１つ下の不動産取得税は、税額200万円

以上の大規模建築の増加により２億690万円余の

増と見込んでおります。 

 33ページにお進みください。 

 下から３段目、軽油引取税は、貨物輸送量の

減少や物流の効率化による軽油需要量の減少に

より２億6,342万円余の減と見込んでおります。 

○川添委員長  概要説明及び歳入予算等の説明

が終了いたしました。 

 審査の進め方でありますが、予算議案の

み２班に分けて議案等の審査を行い、特別議案

等の審査を行った後に、総括質疑の時間を設け

ることといたします。 

 執行部の皆様の御協力をお願いいたします。 

 なお、歳出予算の説明については、重点・新

規事業を中心に簡潔に行い、併せて、決算にお

ける指摘要望事項に係る対応状況についても説

明をお願いいたします。 

 まず、第１班として、総務課、人事課、財政

課、財産総合管理課、税務課の予算議案に係る

審査を行いますので、順次、議案の説明をお願

いいたします。 

 なお、委員の質疑は全ての課の説明が終了し

た後にお願いいたします。 

○今村総務課長  資料34ページを御覧くださ

い。 

 こちらは、総務部の令和７年度当初予算案の

歳出予算課別集計表であります。 

 今回お願いしております、総務部の一般会計

と特別会計を合わせた予算額は、表の左か

ら２列目の一番上にありますように2,356億

1,951万5,000円であり、令和６年度の当初予算

額と比較しますと、一番右端にありますように

103.5％となっております。 

 続きまして、35ページを御覧ください。 

 こちらは、債務負担行為の追加であります。 

 今回、総務部からは事項の欄に掲げておりま

す３件につきまして、それぞれの期間及び限度

額の範囲内において、債務負担行為をお願いす

るものであります。 

 続きまして、36ページを御覧ください。 

 ここから、総務課の当初予算案について、御

説明します。 

 総務課の令和７年度当初予算額は、左か

ら２列目の一番上にありますように４億168万

3,000円であります。 
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 37ページを御覧ください。 

 主な内容について御説明します。 

 まず、上から４段目の（事項）文書管理費の

9,401万8,000円であります。 

 これは、文書の発送料や文書収発室運営嘱託

員の人件費など文書収発に係る基本経費のほ

か、電子決裁機能を有する新文書管理システム

の運用に要する経費であります。 

 次に、その下の（事項）印刷等管理費4,973万

1,000円であります。 

 こちらは、庁内で作成しております冊子類の

印刷・製本業務の経費であり、印刷機器のリー

ス料、それから印刷業務嘱託員の人件費などで

ございます。 

 次に、下から２段目の（事項）文書センター

運営費4,530万5,000円であります。 

 これは、県文書センターにおいて、歴史的価

値のある公文書を適正に保存・管理するための

経費であり、このセンターの維持管理経費、文

書センター運営嘱託員の人件費などでございま

す。 

 38ページを御覧ください。 

 最後に、（事項）県公報発行費1,527万7,000

円であります。 

 これは、条例、規則、告示など県民に周知す

べき事項の公表の手段であります、県公報の発

行に要する経費などでございます。 

○那須人事課長  人事課の当初予算につきまし

て御説明いたします。 

 資料39ページを御覧ください。 

 人事課の令和７年度当初予算額は、表の左か

ら２列目、一番上でありますが50億2,077万

5,000円であります。 

 主な事業について御説明いたします。 

 40ページを御覧ください。 

 まず、上から２段目の（事項）人事調整費10

億2,813万3,000円であります。 

 これは、右の欄にありますとおり、知事部局

職員の人事給与管理の調整に要する経費であり

ます。 

 主なものとしまして、１、会計年度任用職員

の雇用につきましては、職員が産休・育休等を

取得した際に代替職員として雇用する会計年度

任用職員の雇用に要する経費であります。５、

職員手当の調整経費につきましては、職員の時

間外勤務手当等の調整経費であり、例年、人事

課において一括計上しているものであります。 

 次に、上から４段目の（事項）人事給与費33

億1,622万円であります。 

 これは、右の欄にありますとおり、人事給与

管理事務及び退職手当に要する経費でありま

す。 

 主なものとしまして、２、退職手当につきま

しては、知事部局職員の退職見込者に係る所要

額です。３、人事給与システム管理事業につき

ましては、職員の人事や給与に関する情報を効

率的に管理するシステムの維持管理に要する経

費などを計上しております。 

 ５の新規事業「職員確保・定着強化事業」に

つきまして御説明いたします。 

 41ページを御覧ください。 

予算額は、右上にありますとおり959万3,000

円であります。 

 まず、事業の目的ですが、働き始める若年層

の減少や民間企業との競合などにより、技術職

を中心に県職員の確保が厳しく、また若手職員

の早期退職も一定数生じております。 

 そのために本事業により、県の仕事の魅力発

信や、職員のキャリア形成支援を行い、職員の

確保・定着を図るものであります。 
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 事業の概要の（１）事業内容を御覧くださ

い。 

 まず、①インターンシップの強化・拡充等に

よる県の仕事の魅力発信についてであります。 

 例年８月に５日間、県庁インターンシップを

実施しておりますが、参加者の多くが県の採用

試験を受験しており、インターンシップは県職

員確保に非常に有効な手段であることから、そ

の充実を図るものであります。 

 具体的には、多くの学生にインターンシップ

に参加してもらうために、従来のインターンシ

ップに加え、新たに、会計年度任用職員として

任用し業務に携わる「実務研修型」や、見学ツ

アーとして県庁の雰囲気を感じてもらう「１ｄ

ａｙ型」といった多様なインターンシップを実

施いたします。 

 また、学生に「県庁で働きたい」と思っても

らえる魅力あるインターンシップを提供するた

め、インターンシップを受け入れる所属に対

し、受入プログラムや手法を学ぶ研修を実施い

たします。 

 次に、②資格取得支援についてであります。 

 これは、業務の役に立ち、職員のキャリアア

ップにつながる資格取得につきまして、受験料

や旅費を支援することで、職員の自己成長意欲

を促し、エンゲージメントを高め、定着促進を

図るものであります。 

 特に採用が厳しい土木職や林業職などを対象

に、キャリアアップにつながる土木施工管理技

士などの国家資格を対象としております。 

 これまでも人事委員会などとともに、リク

ルート活動、採用試験の見直しなどに取り組ん

できておりますが、加えて、今回の事業にしっ

かり取り組むことで、職員の確保・定着につな

げてまいりたいと考えております。 

○池田財政課長  資料42ページを御覧くださ

い。 

 財政課の令和７年度当初予算額は、一般会計

と特別会計を合わせまして1,576億9,964万1,000

円でございます。 

 その内訳については、一般会計が781億1,882

万4,000円、対前年比で97.6％、公債管理特別会

計が795億8,081万7,000円、対前年比107.0％で

ございます。 

 一般会計の主な増減は、（款）総務費の

（目）財産管理費の退職手当基金積立金が17億

円余の増額、（款）衛生費の（目）病院費の貸

付金が50億円の減額、（款）公債費の公債管理

特別会計への繰出金が10億円余の増額でござい

ます。 

 以下、主な事項について御説明いたします。 

 44ページを御覧ください。 

 まず、一般会計についてでございます。 

 （目）一般管理費のうち、２つ目の（事項）

諸費は17億3,537万7,000円です。説明欄１の税

外収入の還付等に要する経費の15億500万円です

が、これは、国庫補助事業の確定に伴います国

への返還金等の経費でございまして、過去の実

績等を踏まえた計上でございます。 

 その下、２の庁内一般共通経費の２億3,037万

7,000円ですが、こちらは、突発的な事象等によ

り生じました各所属の人件費、旅費、需用費な

ど諸経費の不足を補うための予算を財政課で一

括計上しているものでございます。 

 次に、（目）財産管理費のうち、３つ目の

（事項）退職手当基金積立金は17億436万円で

す。 

 この基金は、段階的な定年引上げに伴い、退

職手当に年度間の大幅な増減が生じることか

ら、財政負担の平準化を図るために設置したも
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のでございます。今回、令和８年度の退職手当

の財源といたしまして、その一部を当該基金に

積み立てるものです。 

 また、この事項のほか、各事項の欄に記載し

ております経費につきましては、当課が所管し

ております各基金の積立金や運用利子を積み立

てるものでございます。 

 次に、（目）元金の697億3,844万9,000円、そ

の下、（目）利子の39億8,856万2,000円です。 

 これらは、県債の償還経費でありますが、こ

のうち、（事項）元金償還金の説明欄１の３億

3,800万円余については、国に対し一般会計から

直接償還するものでございます。 

 これ以外については、同じ欄の２、公債管理

特別会計繰出金として、一般会計から公債管理

特別会計に繰り出した上で、当該特別会計から

金融機関等に償還してまいります。 

 45ページを御覧ください。 

 （目）予備費については、例年どおり１億円

を計上させていただいております。 

 46ページを御覧ください。 

 ここから公債管理特別会計についてです。こ

の会計では、一般会計からの繰出金を財源とす

る県債の償還経費を計上しております。 

 まず、（事項）県債管理基金積立金54億6,630

万円です。これは、満期一括償還債の償還財源

を計画的に積み立てておくものでございます。 

 その下、（目）元金から一番下の（目）公債

諸費までは、県債の償還経費として、（事項）

元金償還金に701億2,233万2,000円、（事項）利

子償還金に39億8,856万2,000円、（事項）事務

費に362万3,000円を計上しております。 

 歳出予算の説明は以上でございます。 

 続きまして、47ページを御覧ください。 

 さきの決算特別委員会で御指摘を賜りまし

た、指摘要望事項に係る対応状況についてでご

ざいます。 

 まず、指摘要望事項の１つ目、予算の効率

的・効果的な執行と健全な財政運営についてで

す。 

 対応といたしまして、令和７年度当初予算

は、日本一挑戦プロジェクトの着実な推進をは

じめとする３つの重点施策の推進と財政の健全

性確保の両立を図る予算として編成いたしまし

た。 

 予算額は、３年連続で6,500億円を超える規模

となりましたが、県税収入の伸び、それから、

国庫補助金等の積極的な活用によりまして、当

初予算編成後の財政関係２基金残高は、これま

でと同水準の約239億円を確保しております。 

 また、臨時財政対策債を除いた実質的な県債

残高については、県土強靱化や国スポ・障スポ

大会への対応等により年々増加しております

が、国スポ関係の施設整備は、来年度におおむ

ね終了するとともに、実質公債費比率などの財

政健全化に関する指標も、国が定めております

早期健全化基準を下回っているなど、現状問題

ないことから、今後の財政運営に支障は生じな

いものと認識しております。 

 一方で、人件費の増加、物価高、金利の上昇

が今後も見込まれ、防災・減災対策や施設の老

朽化対策にも継続的に取り組んでいく必要があ

ることから、毎年更新しております長期的な財

政見通しへ的確に反映し、引き続き、将来の財

政状況をしっかりと確認していくとともに、地

方一般財源総額の確保、地方財政措置の拡充等

について、全国知事会等とも一体となりながら

強く要望していくなど歳入確保にも取り組んで

まいります。 

 48ページを御覧ください。 
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 次に、指摘要望事項２つ目、主要施策の成果

に関する報告書における記載の在り方について

ございます。 

 毎年度９月県議会定例会において、決算に関

する議案とともに提出しております主要施策の

成果に関する報告書につきましては、県議会に

おける決算審査の円滑化のため、宮崎県総合計

画2023の分野別施策の体系に従い、各課の重点

推進事業等を中心に成果を記載しているところ

でございます。 

 このような中、令和５年度決算に係る報告書

より、成果指標を個別に設けた事業につきまし

ては、その達成状況を新たに記載したところで

あります。また、事業の評価はもとより見直

し・改善等の検討を行う際にも活用していると

ころでございます。 

 また、予算編成時における成果指標の設定方

法につきましても、原則として、毎年度検証可

能な指標を数値等により、具体的・客観的に設

定するなどの考え方を改めて整理しまして、庁

内で統一を図るなど、適正化に向けて取り組ん

でいるところでございます。 

 今後とも、報告書に記載した評価の活用や記

載の在り方については、不断の見直しを行いま

して、必要な改善を図ってまいります。 

○徳松財産総合管理課長  資料49ページを御覧

ください。 

 財産総合管理課の令和７年度当初予算額は、

左から２列目の一番上のとおり41億9,454万

4,000円であります。 

 主な内容について御説明します。 

 50ページを御覧ください。 

 上から２段目の（事項）庁舎公舎等管理費

８億5,724万6,000円であります。 

 これは、庁舎の光熱費や、清掃・警備業務等

の委託、職員宿舎の修繕など、庁舎等の維持管

理に要する経費であります。 

 次に、その下の（事項）庁舎公舎等保全費26

億782万円であります。 

 これは、庁舎等の改修工事や維持補修などに

要する経費であります。 

 説明欄の５の新規事業「本庁舎修繕業務委

託」につきましては、後ほど御説明いたしま

す。 

 次に、その下の（事項）電気機械管理費２億

1,640万2,000円であります。 

 これは、庁舎の空調設備等の改修など、機

械・電気設備の維持管理に要する経費でありま

す。 

 次に、下から３段目、（事項）公有財産管理

費２億3,369万2,000円であります。 

 これは、県営住宅・職員宿舎などが所在する

市町村に固定資産税に相当する額を交付する県

有資産所在市町村交付金などに要する経費であ

ります。 

 最後に、一番下の段の（事項）県有施設災害

復旧費9,270万円は、台風などの災害により被害

を受けた県有施設の復旧に要する経費でありま

す。 

 次に、新規事業について御説明いたします。 

 資料52ページを御覧ください。 

 新規事業「本庁舎修繕業務委託」でありま

す。 

 予算額は2,338万4,000円で、財源は一般財源

です。 

 事業の目的です。 

 小規模な修繕業務を外部委託することで、ス

ピーディーな修繕の執行と担当者の業務軽減を

図るものでございます。 

 事業の概要欄の（１）事業内容ですが、財産
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総合管理課で行っている本庁舎の修繕につい

て、これまで金額を問わず、１件ごと発注から

支払いまで担当者が取り行っていた100万円未満

の小規模な修繕業務を一括して外部委託するも

のです。 

 （２）事業の仕組みですが、民間企業への委

託を行います。 

 （３）成果指標です。これまで修繕に要する

平均日数が１件当たり49日であったものが、お

よそ30日程度に縮減されると見込んでおりま

す。 

○蛯原税務課長  資料53ページを御覧くださ

い。 

 税務課の令和７年度当初予算額は、表の一番

上、税務課計の左から２つ目のとおり598億

5,412万1,000円であります。 

 55ページにお進みください。 

 主な内容について御説明いたします。 

 上から２段目の（事項）諸費であります。 

 これは、税の過年度収入分に係る還付等に要

する経費でありまして15億円を計上しておりま

す。 

 次に、上から３段目の（事項）賦課徴収費で

ありますが27億1,092万6,000円を計上しており

ます。 

 これは、県税の賦課徴収に必要な経費であり

まして、その主なものといたしましては、右の

説明及び事業名欄の１、徴税活動費の（１）徴

税活動経費としまして２億5,146万6,000円を計

上しております。 

 これは、県税の徴税活動に必要な納税通知書

等の印刷費、郵送料等の事務経費であります。 

 次に、その下の（２）個人県民税徴収取扱費

交付金としまして15億9,318万5,000円を計上し

ております。 

 これは、市町村が個人市町村民税と併せて賦

課徴収する個人県民税の事務に係る費用等を補

償する目的で市町村へ交付するものです。納税

義務者１人当たり3,000円を乗じた額等を市町村

へ交付しているところであります。 

 次に、２の自主納税の推進費の（２）のウ、

軽油引取税徴収取扱報償金としまして２億2,074

万1,000円を計上しております。これは、軽油引

取税の特別徴収義務者に対して、前年度に納期

内納入した税額に応じて交付するものでありま

す。 

 次に、その３つ下の３、管理機能の充実費の

（３）税務電算トータルシステム運営費としま

して１億5,416万6,000円を計上しております。

これは、税務電算トータルシステムの維持管理

費及び税制改正等に伴うシステム改修費等であ

ります。 

 次に、その１つ下、（４）県税クラウドシス

テム構築事業としまして３億321万8,000円を計

上しております。これは、令和９年１月から運

用開始を予定しております県税クラウドシステ

ムの委託経費であります。 

 再び事項名の欄にお戻りください。 

 下から３段目の（事項）地方消費税清算金で

すが、これは、本県に払い込まれた地方消費税

について各都道府県間で清算を行うために支出

するものでありまして226億9,335万2,000円を計

上しております。 

 その下の（事項）利子割交付金以下８つの各

種交付金は、いずれも市町村に対する法定交付

金でありまして、令和７年度の税収見込額を基

礎に算出したものであります。その算定方法

は、右の説明及び事業名欄のとおりであります

ので、説明は省略させていただきます。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし
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た。 

 予算議案について質疑はございませんか。 

○黒岩委員  総務部長の説明の中の、使用料及

び手数料関連でお伺いします。今回、指定管

理・利用料金制度の場合には使用料の上限を定

めるということですが、実際にそういう改正を

して指定管理団体が料金を改定する時期につい

ては、ばらばらということになるのでしょう

か。 

○池田財政課長  委員がおっしゃるとおり、あ

くまで今回の条例案は上限額を定めるものであ

りますので、実際にどれだけ上げていくかとい

うことも含めて、スケジュールについては、県

と指定管理者の間で今後の協議により決定され

ます。 

○黒岩委員  物価高や諸経費がかかるというこ

とで条例を改正されたと認識しているんです

が、県が支払う指定管理料が減るということは

想定されないということでよろしいのでしょう

か。 

○池田財政課長  基本的に経費が指定管理料以

上に上がっているという状況があるかと思いま

すので、指定管理料については、そこに飲み込

まれる形になることを想定しております。 

○丸山委員  資料41ページの「職員確保・定着

強化事業」についてですが、これまではイン

ターンシップでどれぐらい来ていたのでしょう

か。また、今後、この事業に取り組むことによ

ってどれぐらい増加すると考えていらっしゃる

のかお伺いしたいと思います。 

○池北行政改革推進室長  インターンシップを

８月頃にやっていますが、事務、技術にかかわ

らず、130名程度に参加していただいています。

これをやることによって大きく上げていきたい

と考えています。 

○丸山委員  特に厳しくなっているのが土木職

と林業職だという説明がありましたが、これに

関する大学へのアプローチは、今後どのような

形で行う予定にしているのでしょうか。 

○池北行政改革推進室長  特に今は土木職が厳

しい状況というところで、県土整備部のほう

で、例えば宮崎大学だったり、関係する九州の

土木関係の学部がある大学の生活協同組合や学

部を回っております。そこで、土木職の魅力の

アピールとか、現状の仕事のやりがいなどをど

んどんアピールしていくということで考えてい

るところです。 

○丸山委員  恐らく、これから退職者の数が増

えてくる可能性があると思っているんですが、

ここ２～３年でどれぐらい退職者が増えてい

て、職員が足りなくなると考えているか教えて

いただくとありがたいと思います。 

○池北行政改革推進室長  土木職は、特に50代

以上の職員がほかの職種に比べて多く、３分の

１ぐらいが50代の職員ということになります。

大量の職員が辞めていくことが想定されていま

すので、それなりの採用数を取っていかなくて

はいけません。 

そこは、こういった事業を使いながら採用を

増やすとともに、離職者も結構出てきておりま

すので、（１）事業内容の②にもありますけれ

ども、資格取得支援によって仕事のやりがいと

かエンゲージメントを高めながら離職防止を図

ってまいります。入るところはしっかり入れて

いって、出るところはしっかり止めていくとい

うところで、そういった双方からの取組を進め

ていきたいと考えております。 

○丸山委員  50代が３分の１程度ということで

すが、実際は何人ぐらいになりますか。 

○池北行政改革推進室長  土木職でいえば、370
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名程度の職員となります。 

○丸山委員  ということは、100名ぐらいが50代

ということでよろしいでしょうか。 

○池北行政改革推進室長  そのとおりでござい

ます。 

○丸山委員  あと、途中で辞める方も多いとい

うことですが、過去３年で、具体的には何名ぐ

らいが辞めていらっしゃるのかを教えてくださ

い。 

○池北行政改革推進室長  例えば、20～30代の

若手職員で、昨年度は大体45名の退職者が出て

おります。その前の令和４年度が48名というこ

とになっています。５年前は30名程度でしたの

で、やはり最近は増えているという傾向にござ

います。 

○丸山委員  辞めた後に市町村に行っているの

か、民間に行っているのか、その割合について

情報があるのでしょうか。 

○池北行政改革推進室長  辞めた理由について

こちらで把握はしておりませんけれども、例え

ば、県内の市町村役場、ＩＴ企業や総合建設業

などに就職していると聞いております。 

○丸山委員  40～50名近くが毎年辞めてしまっ

て非常に残念だなと思っています。これは、働

きがいをなくしているのか、人間関係なのか、

そのあたりはもう少し突っ込まないといけない

と思います。キャリアアップのために資格を取

る経費だけで離職者が少なくなるというのは、

少しイメージできないのですが、キャリアアッ

プというか、資格を取ることによって離職防止

になるという自信がありますか。 

○池北行政改革推進室長  委員がおっしゃると

おり、働きがいが一番大事なところだと思いま

すけれども、この資格取得支援だけではなく

て、庁内では、自らが手を挙げて行きたいとこ

ろに行ける庁内公募制だとか、民間や国などへ

の外部研修とかもやっております。 

あとは、所属がしっかり評価をしながら、キ

ャリア形成というか、配属先についての話も綿

密に面談しておりますので、そういったところ

で働きがいというところをつかんでいって、資

格取得の支援ということで併せてやっていけれ

ばと考えております。 

○丸山委員  働きがいには、人事異動も非常に

重要だと思っていますので、そのあたりをしっ

かり対応できるようにしていただければありが

たいと思っております。 

○那須人事課長  先ほどの若手職員の退職の状

況で補足させていただきます。 

 行政改革推進室長から説明がありました数字

というのは、事務職と技術職を合わせてのもの

になります。うち、技術職が大体６～７割とい

った人数を占めている状況であります。そのた

め、技術職については、採用ははじめとして、

資格取得の支援を手厚くするといった形でキャ

リアアップを図る、もしくは行政の効率化にも

つなげてまいりたいと考えているところであり

ます。 

○山口副委員長  人事課なのかは分かりかねま

すが、人件費全般のことでお伺いします。 

部長から説明があったとおり、昨年度に比べ

て、人件費が少し下がって総額が下がっていま

すけれども、教育分野での人件費の減がインパ

クトとして一番大きく、知事部局等は上がって

いるという認識をしています。教育分野では、

人件費が昨年度比で20億円ぐらい極端に落ちて

いるんですけれども、この要因は何か分かりま

すか。退職者が非常に多いのでしょうか。 

 確認しますが、知事部局の人件費は全般的に

上がっているという認識しているのですけれど
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も、昨年度より上がっているという理解でよろ

しいですか。各部署で人件費を計上されている

ので、人件費全体を見る機会が少ないものです

から、そこを確認したいと思っています。人事

課でなくても、答えられる課で大丈夫です。 

○池田財政課長  教職員だけを抜き出したもの

はないのですが、全体の傾向といたしまして

は、給料や報酬については前年度より増えてお

ります。 

一方で、退職手当については、２年に一度の

退職の年齢引上げに伴いまして、来年度、令和

７年度は定年退職が発生しない年になります。

そのため、退職手当の大幅な減ということで、

全体としての人件費は減となっているというの

が予算上の状況でございます。 

○山口副委員長  資料13ページに、義務的経費

などの内訳を円グラフにしていただいているも

のがあります。これを昨年度版と比較して見て

いるところなのですが、警察だと前回が214億円

で今回が218億円、知事部局でいくと357億円だ

ったのが359億円、教育でいくと994億円が979億

円と、円グラフの数字上ではなっています。 

恐らく、知事部局や警察については、先ほど

御説明いただいたとおりの関係で人件費が上が

っているのだろうと予測できるのですが、教育

だけ極端に減っていて、この傾向が分からなか

ったのでお伺いさせてください。部局が完全に

違うので、ここで答弁すべきものではないとい

うことで理解させていただければよろしいでし

ょうか。所管外ですという答えをいただけれ

ば、それで納得します。 

○池田財政課長  詳細については教育委員会の

ほうにお願いしたいと思いますが、その他手当

が大幅に減っておりますことから、基本的に退

職手当が係る人数は教員の数が多い分、退職手

当の響きが大きく係った関係で、教育のみが減

となっているものと認識しています。 

○黒岩委員  資料25ページの都城警察署の建て

替えの件ですが、都城警察署が全国一古いとい

うことで、全国２位が日南警察署だったと思い

ます。令和12年度に供用開始とあるのですが、

庁内の方針といいますか、議論として、日南警

察署の建て替えはいつ頃になるのか、建て替え

の順番があるのか、宮崎西警察署の話もありま

すけれども、そういったところの予定があれば

お聞かせいただきたいと思います。 

○池田財政課長  都城警察署が現在動いており

ますのと宮崎西警察署の件もありますので、ま

ずはこれらが落ち着いてからの議論になると思

っております。警察部局内においても、総務部

においても、日南警察署について詳細な議論が

行われている状況ではございません。 

○黒岩委員  資料32ページの県たばこ税につい

て、喫煙者がだんだん減っているのかなという

認識がありましたが、ほぼ現状維持で見込まれ

た原因は何なのでしょうか。 

○蛯原税務課長  県たばこ税については、たば

この本数に影響して税収が決まってくるわけで

すけれども、内訳を見てみますと、いわゆる従

来からの紙巻きたばこは非常に落ちてきており

ます。一方で、加熱式たばこが結構増加してお

りまして、結果として、合わせた本数総数自体

は横ばいから少し伸びるような傾向が出ており

ましたことから、税収もそのように見込んだと

いうところでございます。 

○黒岩委員  資料37ページの（事項）文書セン

ター運営費のところですが、これは防災庁舎の

前の文書センターのことですよね。 

○今村総務課長  防災庁舎の前というより、環

境森林部が入っている７号館と企業局との間に
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あります６号館という小さい建物が文書セン

ターでございます。 

○黒岩委員  資料52ページですが、本庁舎の修

繕業務を外部に一括委託するということですけ

れども、工事には、建築や水道、電気などのい

ろいろな種類があろうかと思います。こういっ

たものについても、一括してどこかに委託する

という考えなのでしょうか。 

○徳松財産総合管理課長  委員がおっしゃった

建築、電気、機械といった工種も含めて、総合

的に１か所の業者にお任せして、その業者のほ

うでそれぞれの工種ごとに、ほかの会社に発注

してもらうという形になります。 

○黒岩委員  そうなりますと、少し割高になる

といったことも想定されていらっしゃるのでし

ょうか。 

○徳松財産総合管理課長  今回委託する業務と

いうのは、随意契約可能な工事ということで、

100万円未満の工事を想定しております。そこま

で大幅な工事費の増は想定しておらず、そこの

チェックも支払いのときには可能だと考えてお

ります。 

○黒岩委員  最初に受けていただける会社は建

築業者なのでしょうか。どういったところを想

定されていますか。 

○徳松財産総合管理課長  現在考えているとこ

ろは、工務店やビルメンテナンス会社といっ

た、複数の工種に対して対応できるような業者

で考えております。 

○丸山委員  ちなみに、令和６年度は、100万円

未満のものは件数的にはどれぐらいあったと認

識すればよろしいでしょうか。 

○徳松財産総合管理課長  令和６年度の実績は

手元にないのですが、この事業を予算化するに

当たっては令和５年度の実績で考えており、令

和５年度は年間142件という小規模な修繕が行わ

れております。令和６年度でいいますと、９月

末の時点では69件になっております。 

○丸山委員  本庁はこれでいいと思いますが、

出先も結構細々したものがあると思っていま

す。本庁だけこのようにしたのはどういう意図

があるのか。今後、出先についても考えていく

ことになっていくのでしょうか。 

○徳松財産総合管理課長  今回の事業は本庁舎

ということですけれども、今後、総合庁舎や単

独庁舎といった出先機関の修繕について、今回

のこの事業の実績・実施状況を踏まえて、広げ

ていけるかどうかを検討してまいりたいと考え

ております。 

○丸山委員  技術職員が少ないということで、

うまく発注することで、業務に専念してもらう

ことになっていると思いますので、ぜひ本庁で

やってみて、うまくいけば広げていただく方向

も考えていただければありがたいと思っており

ます。 

○坂本委員  丸山委員がお聞きになられたとこ

ろもあるんですけれども、これまでは修繕業務

に職員の方が何人で対応なさっていたのか教え

てください。 

○徳松財産総合管理課長  修繕業務でいいます

と、財産総合管理課に庁舎保全担当という担当

がおります。その中に建築職、電気職、機械職

の３名が、それぞれの工種に対して対応してお

ります。 

○坂本委員  アウトソーシングということでは

どんどんやっていただきたいと思いますが、成

果指標のところで、１件当たり49日かかってい

るものを30日に削減するということで、大分ス

ピーディーにされるという指標となっています

が、これは物によって違いますよね。 
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○徳松財産総合管理課長  委員がおっしゃった

とおり、工事の規模、内容によって、長い期間

を要するものもありますし、想定以上に早く終

わるものもございます。ここで出しているのは

あくまで平均といいますか、30日程度に削減が

見込めるという算定になっております。 

○坂本委員  外部委託先の業種として、工務店

やビルメンテナンス業者を想定しているとおっ

しゃっていましたけれども、これは１社で出す

ということですか。それとも複数のところに出

されるということですか。 

○徳松財産総合管理課長  委託先も１社となり

ます。 

○後藤委員  関連ですが、防災・減災対策、施

設の老朽化という大きなテーマが上げられてい

るのですが、坂本委員が質問されたＰＦＩ事業

とかのアウトソーシングも含めて、大きな老朽

化対策というのは施設の大きなテーマではない

かなと思います。今後の考え方、方向性があれ

ば教えていただきたいと思います。 

○徳松財産総合管理課長  委員がおっしゃった

老朽化対策につきましても、これまではどうし

ても事後保全・修繕を続けてきており、事前の

保全がなかなか進んでいないという状況にあり

ました。令和７年度は、それぞれに一定程度は

進められるようにということで、事後保全と事

前保全を別の予算枠で実施することになってお

ります。 

○黒岩委員  資料24ページの新規事業「外国人

材定着促進支援事業」ですが、昨年、私が一般

質問で、外国人に公営住宅をどんどん利用して

もらったらどうかという話をいたしましたら、

建築住宅課は申請があれば受けますよという話

でした。どこが県庁の窓口になるのかという話

が宙ぶらりんになった感じもありました。 

今回の事業というのは、県庁の機能を強化す

る事業だと捉えているのですが、部局・課での

調整がうまくいくように、一元的に機能するよ

うに、総務部としてもしっかり注意して見てい

ただきたいなと思いますので、よろしくお願い

したいと思います。 

○山口副委員長  まず、税務課に県税収入にお

ける考え方についてお伺いします。 

来年度の法人事業税のところですが、この間

の補正予算では結構な上振れをしていたと思い

ます。来年度の数字については、今年度の補正

額よりも少し少なめで、固く見ていらっしゃる

というのは分かるところではあります。今年度

よりも下げたことについて、どのように見られ

たのか教えていただけますか。 

○蛯原税務課長  法人県民税と法人事業税は法

人関係の税金ですけれども、事前に主要法人に

アンケートを送りまして、今年度の見込み及び

来年度に向けての見込みを聞いております。基

本はそれをベースに、業種ごとにどういった業

種が伸びていくのか、落ちていくのかというこ

とを積み上げていっているという状況でありま

す。 

もちろん、国が出す地方財政計画といったも

のも見てはいきますが、法人関係になります

と、全国の動きと地方である宮崎県の動きが必

ずしも一致していないというところも例年ござ

いますので、参考にしつつも、地元の主要企業

へ行った調査での見通しをベースに組み立てて

いるという状況でございます。 

○山口副委員長  今年度よりも10億円ぐらい落

ちていますよね。実績として10億円は２月補正

で入ってきていて、さらに来年は伸びる前提で

考えていらっしゃいますけれども、今年度の実

績より当初予算を低めに見積もるというのは、
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アンケート調査の結果としてそうなってくると

いうことですか。 

○蛯原税務課長  基本的には、法人からの回答

ではそういう傾向が出ているということでござ

います。当然、直近の今年度の見込みと来年度

の見込みということになりますと、直近の見込

みはある程度精度が高くなりますが、来年度の

話になりますと少し状況も不安定にはなります

ので、精度的な部分もあろうかとは思っており

ます。今のところはそういうアンケートの内容

を踏まえているという状況でございます。 

○山口副委員長  財産総合管理にお伺いしたい

んですが、資料50ページの庁舎公舎等の維持補

修に要する経費の中で、庁舎公舎等営繕工事費

というのが14億円ぐらいありますけれども、こ

れは昨年度より少し多くなっています。これは

来年度どのような工事をやる予定になっている

のでしょうか。 

○徳松財産総合管理課長  工事としてはかなり

の数がありますが、県庁本館周辺や総合庁舎も

含めて行われる工事というのは、外壁の工事だ

とか、屋根防水、照明施設、電話交換機、空調

等、庁舎・建物によって工事の種類がいろいろ

分かれておりますので、件数でいいますと29件

の14億円と算定しております。 

○山口副委員長  昨年度が７億円ぐらいでした

が、今年度は倍になっているなと思ったところ

です。特に触れられなかったので、何か大きい

工事をするのかなと思っていましたが、計画さ

れている修繕を計画どおりやっていくと、たま

たま来年度は今年度よりも金額的には倍になっ

ていて、件数も多くなっているという理解をし

ておけばよろしいのでしょうか。 

○徳松財産総合管理課長  予算額が増えた件に

つきましては、先ほども触れましたけれども、

予防保全の工事を確実に進めていかなければな

らないという課題がございましたので、庁舎公

舎等営繕工事費ということで増額させた予算と

して上げさせていただいているところです。 

○山口副委員長  説明していただいている予防

保全の考え方という新しい考え方を取り入れて

いくことにしているので、今までよりもお金は

かかってきますということですが、それは令和

７年度以降も続いていく傾向になるのでしょう

か。７億円から14億円になりましたが、今後の

予算規模というのは大体14億円とかをベースに

考えていく予測なのでしょうか。 

○徳松財産総合管理課長  この14億円のうち、

予防保全の工事ということで一定の枠を予算化

させていただいております。これは令和７年度

に試験的に行って、うまく工事が進むようであ

れば、継続をお願いしていきたいと考えており

ます。 

○山口副委員長  聞き逃していたら申し訳ない

ですが、その枠は幾らでしょうか。 

○徳松財産総合管理課長  工事の中でいいます

と、事後保全の枠として10億1,600万円、予防保

全の枠ということで１億9,000万円、工事設計費

ということで２億3,000万円です。事後保全の枠

と予防保全の枠と設計委託の枠ということ

で３種類の枠に分けております。 

○山口副委員長  確認させていただきますが、

事後保全の枠というのが今までやられていたも

ので、計画どおりいくと、昨年度は７億円ぐら

いだったものが来年度は10億円ぐらいになって

いきます。新しく予防保全という考え方を進め

ていきたいので、新たな枠として２億円ぐらい

の枠をつくりました。さらに、それに伴う工事

の設計業務としてもう一枠あります。 

２億円ぐらいが、今までにない新しい取組の
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枠ということでしょうか。 

○徳松財産総合管理課長  維持補修の工事費の

中で、事後保全と予防保全の枠をきれいに分け

ようとなっておりまして、予防保全の２億円が

そのまま増えたというわけではなくて、事後保

全の予算額も増額になっております。 

○山口副委員長  最後に１件、歳入についてお

伺いさせていただきたいと思います。 

歳入予算説明資料という別の資料を見ていま

すが、補正のときにお伺いした高校の授業料の

予算が17ページにあります。高等学校授業料及

び科目履修料で22億円ぐらい計上されています

が、補正予算の中で7,000万円ぐらい落とされま

した。今年度においても同じぐらいの金額が上

がっている状況ではあります。 

説明を事後で受けたところによると、歳入の

計算方法については一生懸命努力されている傾

向にはあると思いますが、数字としてまた歳入

が落ちる可能性もはらんでいると思っていま

す。歳入自体の算出の仕方については、基本的

には固く見るというところが大体の原則であろ

うかと思うのですけれども、財政課としては、

全般的に各課に対して歳入の計算の仕方という

ものについてしっかり指導や確認は行っていっ

ているという理解でいいのでしょうか。各課が

上げてきている歳入の根拠についてもしっかり

財政課も見ていて指導もしていて、今後も続け

ていくという理解でよろしいでしょうか。 

○池田財政課長  歳入については、各課に対し

て、まずは固くしっかりと見積もるように指導

しておりますし、当初予算編成方針等において

も、歳入割れは基本的に避けたい形はあります

ので、直近の数字等も使いながらやってくれと

いうことはしっかり指導しております。その上

で、各課の責任において、ある程度数字は持っ

ている状況がございますので、それぞれについ

て、今まで十分にできていたかと言われます

と、まだまだ改善の余地はあるものだと思って

おります。 

 特に、高等学校授業料及び科目履修料につい

ては、改めて原課から報告も受けました結果、

昨今の退学の数とかを本当に見込んだ計算式に

なっているのかというところについては、もう

少し踏み込んだ対応が必要ではないかという認

識も新たにいたしましたので、今後の歳入予算

の編成においては、そういったところもしっか

りと原課と一緒になりながら、数字をしっかり

見ていきたいと思っております。 

○山口副委員長  意見として聞いていただきた

いのですが、特に高等教育については、今後、

無償化の影響などで厳しい競争環境に置かれる

可能性があります。歳入というところについ

て、教員の皆さん、教育委員会の皆さんにおい

ても、数字の面をしっかり分かった上で、経営

意識を持って学校運営に当たっていただく必要

があると思います。 

教育委員会に限らず、歳入の見方ということ

については、財政課から引き続きしっかり指導

していただければと思いますので、よろしくお

願いいたします。 

○丸山委員  資料32ページの不動産取得税に、

「大規模建築の増加による増」と書いてありま

すが、建築戸数は減るというイメージがあるも

のですから、なぜ増になるのかというのを教え

ていただくとありがたいと思います。 

○蛯原税務課長  実績といいますか、数字の見

込みとしては、建物の棟数のほうは増加傾向に

あります。特に大規模建築については増加傾向

にあると見込んでおります。大規模建築という

ことで、税額が200万円以上になりますので、一
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般の個人宅ということは考えにくくて、法人が

建てるような倉庫や工場が増えてきている状況

であります。 

令和６年度当初予算が少し低い見込みだった

ものですから、補正のときに増額で上げており

ましたが、補正予算よりさらに増えるという見

通しで、令和７年度の当初予算を上げている状

況でございます。 

○丸山委員  企業誘致とかがかなりうまく進ん

でいるというイメージもあると認識していいの

でしょうか。景気がいいというイメージはない

ものですから、実態と乖離しているような印象

を受けます。ローム関係の企業が来るからと

か、そのような認識でよろしいでしょうか。 

○蛯原税務課長  法人の細かい状態は把握でき

ませんけれども、情報収集をしている限りで

は、そういった法人の計画があったり、既に建

っていて、これから課税をする段階まできてい

るとか、いろいろな情報からそのように見てい

るところでございます。肌感覚と少し違う部分

があるかもしれませんけれども、そこら辺の細

かな事情までは私どものほうではなかなか分か

りかねるところでございます。 

○丸山委員  あと、国のほうで103万円の壁がい

ろいろ議論されていて160万円になりました。歳

入についてはどの前提で、固定資産税や個人県

民税を含めて計算されたのでしょうか。所得税

控除がありますが、160万円になることで、宮崎

県としてはどれくらいの影響があると見込んで

いるのでしょうか。 

○蛯原税務課長  まず、国のほうで昨今議論さ

れていた部分は所得税であり、国税の基準の議

論でございました。住民税に関しては影響が全

くないのかといいますと、給与所得控除が10万

円ほど上がるということで、その影響が出てく

るという状況になっております。ただし、議論

されている基準が適用になるのは、令和７年度

収入からということになりますので、令和８年

度から税収へ影響が出てくることになります。 

議論されている制度設計が通るということに

なりましても、影響は極めて限定的なものと考

えております。令和７年度の当初予算には全く

その部分は加味されていない状況です。 

○池田財政課長  補足させていただきます。 

最初の想定にありました、年収の壁の123万円

への引上げというところで、所得税が減ります

ので、国全体での地方交付税の財源となる分と

いたしまして2,000億円の減収となります。ま

た、160万円への引上げが国会で審議されており

ますけれども、それに伴うさらなる減収が2,100

億円程度となります。 

「出口ベース」という言い方をするんです

が、我々地方団体に対して交付される元になる

金額としては例年変わらずに、昨年度よりも大

きな額で来るということで処理されようと、衆

議院で動いておりますので、地方における地方

交付税に関する歳入という意味では、特段の影

響は生じないものでございます。先ほどの税務

課長答弁の県税の収入、それから交付税の歳

入、どちらにおいても特段の影響は生じないと

いう状況でございます。 

○山口副委員長  歳入についてですけれども、

ふるさと納税についてお伺いしたいと思いま

す。個人版と法人版ともにあり、特に個人版に

ついてなんですが、来年度予算においても今年

度と同程度のものを計上されているかと思いま

す。当然固く見られていくので、実績に基づい

て見ていくということについてはそうだろうと

思いますが、歳入確保という観点から、財政課

としては、ふるさと納税の確保というか、伸び
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についての見解はいかがでしょうか。 

各部署で頑張ってくれというスタンスでいい

のか、このまま実績に基づいて一定の確保がで

きればいいというところなのか、そのあたりの

お考えがあれば教えていただけますか。 

○池田財政課長  まず、総論といたしまして、

歳入についても、当然、総務部財政課があずか

るところでありますので、我々としても歳入を

しっかり確保していきます。歳出が伸びている

状況にあり、今後も続いていく状況であります

ので、歳入をしっかり確保していくということ

を各部局に対して引き続き力強く求めてまいり

たいと思いますし、そこへの一定の責任も、総

務部、財政課としても持っているものだと思っ

ております。 

 その上で、ふるさと納税につきまして、責任

所管がどこかと申しますと商工観光労働部にな

ります。商工観光労働部において、適切な見込

みに基づいて当初予算への歳入計上をしている

ものと認識しております。昨今、国際・経済交

流課で、個人版ふるさと納税を歳入の一つの鍵

としようということで、品目を増やしたり、ふ

るさと納税のポータルサイトを増加させたり、

足元で頑張っているところでありますが、今回

の歳入予算については昨年度と同額でございま

す。 

これは、歳入予算を見込む年末時点において

把握できたのが、10月分までのふるさと納税の

実績でございました。そこまでは前年度と同程

度でありまして、その後に昨年度よりもふるさ

と納税の寄附金額が大きく増えたということが

ありましたので、見込み切れなかったという説

明を受けております。全体といたしましては、

ふるさと納税については少しでも歳入確保に努

めていくことが重要だと思っております。 

○岩切委員  歳入確保の話題が出ていますの

で、議案第21号「使用料及び手数料徴収条例の

一部を改正する条例について」、その議論のと

ころで質問させていただこうと思っていました

が、この際、御質問させていただきたいと思い

ます。 

 毎年、使用料及び手数料の議案は出ますが、

国のほうの標準的な手数料や試験手数料などが

中心だったりしていました。今般、全体的に

様々な部局において手数料の改定が提案されて

いますが、これに対する財政課の考え──先ほ

ど、ふるさと納税についても求めてまいりたい

し、責任ある立場だという発言もありましたの

で、それなりの関与があったかと思うのですけ

れども、どのような姿勢で各担当部局に求めた

のか、解説いただければと思います。 

○池田財政課長  使用料及び手数料について

は、例年、予算編成方針の中でしっかり見直し

ていくように求めております。使用料及び手数

料というのは、指定管理料や様々な歳出におい

て、100万人の税金を使って特定のサービスを受

けるということになりかねない、そういった負

担の公平性の観点を考えねばいけないという性

質がありますことから、その特定サービスを受

ける者の受益の限度に応じて負担いただくとい

うのが原則でございます。 

その料金については、具体的に人件費や物価

の状況などを捉まえまして適時に改定を行って

いく必要がありますけれども、これまでは改定

額が少額であること、件数自体が少ないことを

理由にほぼ据え置かれている状況でありまし

た。 

 ただ、昨今、人件費の伸びや物価高の影響が

著しいものになっております。歳出もそれに伴

ってかなり増えておりますので、令和７年度当
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初予算編成方針を10月に定めましたが、全庁的

に見直しを行っていく旨を方針として打ち立て

たところでございます。それに基づいて各部・

各課において一定の算定、関係者とのやり取り

を通じて上がってきた額について、条例案とし

て今回お諮りしているところでございます。 

○岩切委員  一つは、サービスを受ける側の負

担だということで、県民全体の税金を使ってと

いう御説明でありましたけれども、受益者は、

県に求めて、一定の産業なり余暇の利益を得る

ということだとは思いますが、そのことが、県

の経済や様々な人々の営みに貢献するというこ

とだろうと思います。そういった意味では、例

えば本を読みたいという利益に対して、現在、

県が無料で提供しているというような発想か

ら、また、個別具体的な検査手数料で高額な検

査を受けるとか、建築基準などは相当に大きな

金額で認定を受けるとか、そういうような差は

いろいろあると思います。 

今般、特定サービスを受けるからということ

で相対的に値上げになっていますが、それら一

つ一つの利益の公共性というものが丁寧に議論

されたかというところについて、財政当局とし

てはどのようにチェックされたのか、お考えを

お聞かせいただけませんでしょうか。 

○池田財政課長  まず、使用料については、各

施設によって、物価高騰や人件費の上昇による

価格転嫁、料金を考えるための計算式がもとも

とある施設については、それに応じて直近の数

字を踏まえて対応しており、前回と同様の方法

等により対応いただいたということと認識して

おりますので、一定程度正しい数字だと思って

おります。そういった数字がなかなか見つから

ないものにつきましては、直近の改定年からの

宮崎市の物価上昇率といった客観的・合理的な

数字を用いて数値を算出したものがほとんどで

ありますので、財政当局といたしましても一定

程度の理屈があるものだと考えています。 

それから、足元の物価水準に応じた価格転嫁

ということで、一定程度、県民に対しても御理

解いただけるものではないかと認識しておりま

す。 

○岩切委員  合理的な発言だと思いますが、そ

れぞれの行政サービスについての公共性──こ

こは据え置こうとか無料に低減しようとかいう

ことがあってこそ、行政の仕事だと思うのです

けれども、そういった結果に落ち着いたところ

は、今回の見直しの中で存在するのでしょう

か。 

○池田財政課長  私が認識している中ではござ

いません。 

○岩切委員  結局、受益者は負担すべきだし、

昨今の物価高や人件費の高騰の部分は相応に負

担してほしいという県の姿勢があり、全課へ指

示したということで、そこには、県が提供する

受益者の受けるべきサービスに対して安くして

いこうとか、無料にしていこうとかいう発想や

議論が十分ではなかったという感想を持ってい

ます。これは受益者の負担という発想でござい

ますけれども、そのあたりについて、利益を受

ける側のお気持ちなり、県民の声をどう収集し

たかというのが大変気になります。 

 私のほうで各委員会の資料を全部見ましたけ

れども、いろいろパーセンテージが違うんで

す。それはどういう根拠だろうと推察すると、

相場的なものとか、他の県・自治体の価格設定

もあろうと思いますけれども、そのあたりが全

部、受益者側の気持ちも含めて理解・確認され

て今般の提案になっているのか大変気になって

います。 
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そのあたりについて、歳入をしっかり確保す

ることを求める立場から、どのような御指導・

御指示をされたのかお聞かせいただけませんで

しょうか。 

○池田財政課長  少し補足をさせていただきま

すと、使用料については、ほとんどが指定管理

者制度を取っておりますので、利用者と相対し

ていらっしゃるのは指定管理者であります。そ

の需給状況とか利用者の声を捉まえて、いつが

適切な値上げタイミングなのか、それからどの

幅まで上げるべきかについては、今後、県と指

定管理者の間で御指摘を踏まえながらしっかり

議論して検討していく、その上で値上げさせて

いただくということが前提と思っております。 

今回の使用料に係る条例案について、特に指

定管理者制度を取っているところについては、

上限額として理屈をもってのお願いをするもの

でありますので、それをいかに使っていくかと

いうことは、これから丁寧に議論をお願いした

いと思っております。 

 それから、手数料につきましては、一般的に

利用者が多いもの、全国的に同じような事務が

行われているもの──県民にとって必須な事務

については、国が政令で定めている単価に応じ

て積算しております。これについては、政令が

改正されない限り基本的には変えませんが、今

回、それを除いた20％程度のみ、平均改善率

104.6％という、それほど大きなものではないと

捉える中での限定的な一律改定を行うものであ

りますので、大きな混乱を生じさせ得るもので

はないと捉えております。 

使用料については、重ね重ねになりますが、

しっかりと指定管理者と県との間で今後議論を

行いながら、適時適切な値上げについての御理

解をいただくように努めていきたいと思ってお

ります。 

○岩切委員  重ねて確認ですが、今、手数料に

ついては104.6％という数字をお示しになりまし

たけれども、財政課からその数字をお示しして

手数料の見直しをするようになったということ

でしょうか。 

○池田財政課長  結果として104.6％という形が

適切かと思っております。 

手数料については、基本的に、どのくらいの

人員がどのような事務を何時間かけてやるとい

った結果、単価として幾らかかるということを

価格転嫁に機械的に反映しているというのが手

数料の積算方法であります。県職員の給与は上

がっておりますので、基になる人件費単価を反

映した結果、全てを合わせて104.6％となったも

のでございます。104.6％を目指すためにハッパ

をかけたといったことではございません。 

○岩切委員  一定の目標というか、数字的な根

拠があって引き上げられたものということで逆

に安心したところです。このぐらいでよかろう

ということで、上げろと言うから上げましたと

いう結果論としての104.6％では困ると思ってい

ました。根拠というもの、また、県民の理

解──県民に説明するときに、こういう事情な

のでというところが十分にあるのかというとこ

ろです。 

手数料についてはそういうことで分かりまし

たが、使用料に関しては、これから施設等の管

理者と議論があるということですけれども、今

般の改正の上限額に到達しなくても、特にペナ

ルティーはないという理解でよろしいでしょう

か。 

○池田財政課長  あくまで県が条例で定めてい

るのは使用料の上限になりますので、ペナルテ

ィー等はないものと思っております。ただ、手
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数料と同じように使用料についても物価上昇率

を使うなど、我々としては適切な数字だと思っ

て計上させていただいておりますので、その根

拠等を明らかにし、指定管理者ともしっかり協

議をしながら、利用される方々への説明を丁寧

に行いたいと思います。適切な価格になること

を念頭に置きながら、周知期間等の設計を含め

ながら対応していきたいと思っております。 

○岩切委員  使用料に関して、利用者側の気持

ちをぜひ組み込んでいきながら、最終的には御

理解いただくという手順を踏んでいただきたい

と思います。 

あと、例えば、青少年自然の家などの利用料

などが僅かですけれども上がります。子供の政

策面で様々な面で支えていこうという流れがあ

るのに対して、人件費や物価高を反映して上げ

ようという話になります。そのあたりの政策的

な矛盾を感じるものですから、これは別個の議

論をさせていただきたいと思いますけれども、

施設管理者側から「子供の施設だから値上げは

しづらい」といった話がきたときに、その団体

等の経営も十分に意識しながら、県としての適

切な対応をしていただきたいと強く思います。

そこで、県が「上限額を上げたからこれだけ取

ってください」という姿勢ですと、施設の存在

意義が損なわれる部分もあるのではないかと思

われます。当然、それは管理者との議論もあっ

て、各課は総務部に返事をしたのだろうと思い

ます。 

歳入を確保しなくてはならないというのは十

分分かりますけれども、その根拠となるところ

は、丁寧な議論があったのか。これからという

ことなら、そこから議論して結果を得るという

ことを保障してほしいというのがこの議案に対

する私の思いです。 

○吉村総務部長  使用料及び手数料の考え方に

ついては、ただいま財政課長から説明があった

とおりでありますが、私から若干補足をさせて

いただきます。 

県・市町村と地方公共団体というのは、住民

の福祉増進を目的に、利用に供するための施設

を設けなければならないと自治法で規定されて

おります。その設けた施設に対する受益者負担

の基本的な考え方ですけれども、その施設につ

いて公益性があるのか、私益的な部分が大きい

のか、県民の生活上必要な施設であるか、広く

県民が使用する施設か、社会的弱者の支援的な

施設かどうかというような視点で見たときに、

公益性が高い施設という考えをします。一方

で、個人の嗜好とか趣味による利用に係るもの

というのは、あくまでも私益、個人の益に類す

る施設ということになります。 

 もう一点、市場性という観点で見ます。例え

ば、同種のサービスを民間が提供しているかど

うか。民間の提供がないものというのは、一般

的に収益性が低い施設になります。類似サービ

スを民間が提供している場合、それは非常に収

益性が高い施設ということになります。受益者

負担を考える上で、公益性が高くて同種のサー

ビスが民間による提供がないようなもの──分

かりやすくいえば、道路や公園といったものに

ついては、一般財源で行政サービスを提供させ

ていただいております。それに対しまして、私

益的、個人の趣味、嗜好等で利用されるもの、

また、同種類の類似サービスが民間で提供され

ているようなもの──観光宿泊施設、スポーツ

施設であればプールやトレーニング施設などに

ついては極めて個人的な要素が高いので、受益

者に応分の負担を求めているというのが一般的

な使用料における考え方です。 
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 例えば、公益性は高いけれども市場でも提供

があるようなもの──市町村レベルでいうと保

育園・幼稚園、県でいえば公営住宅等が類しま

すが、これらにつきましては、ある程度、国か

ら受益者負担の在り方が指針として示されてお

りますので、その指針に基づいて算定している

ところです。 

一方で、個人の趣味・嗜好による部分が高い

けれども同種のサービスが民間からされないよ

うなもの──保健福祉施設や集会施設、スポー

ツ施設でいえば運動場みたいなものについて

は、観光・スポーツ施設ほどではございません

が、それなりの受益者負担を考えて、使用料は

一般的にもともと設置しているという経緯がご

ざいます。 

そういう経緯の下で、今回、物価高騰や賃金

の大幅アップがありましたので、先ほど財政課

長が説明したとおり、それに応じた引上げを今

回お願いしているというところであります。受

益者負担のベースの考え方についても併せて御

理解賜れればと考えております。 

○岩切委員  部長自ら御説明いただいて理解も

深まったところですけれども、県民の福祉増進

のために設置された施設を利用される人々の姿

を想像するに、例えば、ひなもり台の利用料は

昨今の情勢から若干の値上げがあってもよかろ

うと思ったりしますが、子供を守ろうとか子育

てを支えようというときに、青少年自然の家を

値上げするのかという思いがあるのだけれど

も、そのあたりが丁寧に議論された結果でしょ

うかというのが私の質問の趣旨です。 

 もちろんあったと思っていますが、例えば、

青少年自然の家でしたら、教育委員会にこうい

う値上げをしようと思っていますという情報提

供や議論があって結果を得たのかというところ

が、この予算編成の中にあったのかと思って質

問しました。これから指定管理者が決定すると

ころだということなので、そこの中で議論して

いただいて、上限額は上がるけれども、もろも

ろ受益者と議論した結果、上げずにおこうとい

うような判断があっても、ペナルティーはない

ということも確認させていただきました。 

ただ、当然、財政当局としては、それぞれの

団体が上限額まで引き上げることを想定してい

ると理解もしました。ですから、そういった意

味では、手順的には、受益者との議論が前段に

あって決定されるところが必要ではなかったの

かというのが質問の中心でございます。 

 部長に御説明いただいて、この引上げ内容等

については受け止めますけれども、議論の展開

として、歳入確保が前にあってということで

は、公共の施設としての利用料・使用料を決定

するに当たっての手順が違うのではないかとい

うのが私の意見でございました。いろいろと答

弁いただいてありがとうございました。 

○吉村総務部長  委員の御指摘はごもっともだ

と考えております。ただ、今後も使用料・手数

料に関しましては、引上げの検討をすることは

当然出てくるかと思っております。そういう中

で、先ほど御説明しましたように、公益性が高

い施設、私益性が高い施設、それぞれございま

す。当然、受益者には様々な方がいらっしゃい

ますので、使用料・手数料の改定に当たっては

きちんと裏づけを取った上で行い、決定するに

当たっては、指定管理者及び関係業者等に対し

て丁寧な説明をし、周知期間等を設けて、なる

べく県民の方々に御負担が行き過ぎないような

形で適正に適用・運用させていただきたいと考

えておりますし、各関係部局にも、その旨、周

知させていただきたいと思います。 
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○川添委員長  ほかに質疑ございますか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、第１班の予算議案の

審査を終了いたします。 

 午後１時から第２班の予算議案の説明をお願

いいたします。 

 暫時休憩いたします。 

   午後０時３分休憩 

───────────────────── 

   午後０時58分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 本日の委員会に７名の傍聴の申出がございま

したので、これを認めることといたしました。 

 傍聴される方にお願いいたします。傍聴人は

受付の際にお渡ししました傍聴人の守るべき事

項にありますとおり、声を出したり拍手をした

りすることはできません。当委員会の審査を円

滑に進めるため静かに傍聴してください。ま

た、傍聴に関する指示には速やかに従っていた

だくようお願いいたします。 

 それでは、第２班として、市町村課、総務事

務センター、危機管理課、消防保安課の予算議

案に係る審査を行います。 

 順次議案の説明をお願いいたします。 

 なお、委員の質疑は全ての課の説明が終了し

た後にお願いいたします。 

○小薗市町村課長  委員会資料57ページを御覧

ください。 

 市町村課の令和７年度当初予算額は、一番上

の段の21億7,832万4,000円をお願いしておりま

す。 

 右から２列目にございますとおり、対前年度

約７億円、増減率150％の増となっております

が、これは、そのほとんどが後ほど御説明いた

します参議院議員選挙の執行に係る予算の純増

によるものでございます。 

 それでは主なものについて御説明いたしま

す。 

 58ページを御覧ください。 

 上から２段目の（事項）地方分権促進費１億

1,950万6,000円であります。これは、説明欄に

ありますとおり「市町村権限移譲推進事業」と

いたしまして、県から権限移譲した事務の執行

に要する経費を市町村に交付するものでありま

す。 

 次に、その２つ下（事項）自治調整費8,987万

8,000円であります。主なものといたしまして、

説明欄の６、住民基本台帳ネットワークシステ

ム事業費の7,302万8,000円でありますが、これ

は全国的にシステムを運営している地方公共団

体情報システム機構への負担金や関連機器の使

用料等の経費でございます。 

 次に、２つ下の（事項）市町村公共施設整備

促進費５億17万6,000円であります。これは、市

町村が実施する地域づくりに資するハード整備

事業に無利子の貸付けを行い、市町村の財政負

担の軽減と多様化する行政ニーズへの対応を支

援するものであります。 

 次に、その下の（事項）市町村振興宝くじ事

業費５億834万5,000円であります。これは、市

町村振興宝くじとして発売されるサマージャン

ボ宝くじなどの収益金の本県配分額につきまし

て、全額を宮崎県市町村振興協会に交付するも

のでございます。 

 59ページを御覧ください。 

 一番上の（事項）選挙常時啓発費395万8,000

円であります。主なものといたしまして、説明

欄の２「未来へつなげる選挙啓発事業」321万

3,000円ですが、主に若者を対象とした選挙啓発

講座、意見発表会、動画コンテストなど各種事
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業を展開することによりまして、主権者教育や

投票率の向上を目指すものであります。 

 次に、その下の（事項）参議院議員選挙臨時

啓発費と、（事項）参議院議員選挙執行費──

冒頭に御説明させていただきましたが、今年

７月に任期満了を迎える参議院議員選挙の執行

に要する経費等でございます。 

 まず、１つ目の（事項）参議院議員選挙臨時

啓発費でありますが、これはテレビ等での広報

や街頭啓発の実施など、選挙の臨時啓発に要す

る経費であり975万7,000円をお願いしておりま

す。 

 次に、（事項）参議院議員選挙執行費であり

ますが、これは、投開票事務など市町村が行う

事務に対する市町村交付金や、候補者の選挙運

動に対する公営負担に要する経費等であり６億

9,758万1,000円をお願いしております。 

○後藤総務事務センター課長  総務事務セン

ターの当初予算について御説明いたします。 

 委員会資料60ページを御覧ください。 

 総務事務センターの令和７年度当初予算額

は、左から２列目にありますように７億6,362万

3,000円をお願いしております。 

 それでは、主な内容について御説明いたしま

す。 

 61ページを御覧ください。 

 まず、上から２段目、（事項）総務事務セン

ター運営費5,677万2,000円であります。これ

は、総務事務センターの運営に要する経費と、

職員の給与等計算処理に要する事務運営費であ

ります。 

 次に、上から４段目の（事項）健康管理費

１億2,542万5,000円であります。これは、職員

の健康管理事業等に要する経費であります。こ

のうち、説明欄の２「職員のからだの健康に関

する事業」は、職員の定期健康診断等を行うた

めの経費、その下の３「メンタルヘルス対策強

化事業」は、メンタルダウンの未然防止のため

の啓発・研修やストレスチェック、各種相談の

実施など、職員のメンタルヘルス対策に要する

経費であります。 

 最後に、下から２段目の（事項）恩給及び退

職年金費146万2,000円、また、一番下の（事

項）恩給及び退職年金費1,957万9,000円であり

ます。これは、元知事部局職員１名及び元警察

職員19名分の恩給に係る経費であります。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  危機管理

課の当初予算について御説明いたします。 

 資料62ページを御覧ください。 

 当課の令和７年度当初予算額は11億4,717万

9,000円です。 

 それでは、主な内容について御説明いたしま

す。 

 63ページを御覧ください。 

 上から３段目の（事項）防災対策費２億1,836

万8,000円であります。 

 右の説明欄３の「自分を守る・地域を守る！

地域防災力強靭化事業」は、災害から県民の命

を守る重要な取組であります。自助・共助・公

助の取組を強化するため、防災意識の向上を図

るための啓発や、学校での防災教育や防災訓練

の充実などの支援を行いますとともに、地域防

災リーダーとなる防災士育成に取り組み、育成

した防災士などを活用して、地域の防災活動を

支援するものであります。 

 ７の「大規模災害に備えた減災・受援体制強

化支援事業」は、市町村が行う避難場所の資機

材整備や避難経路の整備・改修、避難訓練に要

する経費等の支援を行うものであります。 

 ８の改善事業「宮崎県防災減災ＤＸプロジェ
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クト推進事業」、９の新規事業「南海トラフ巨

大地震等被害想定更新事業」につきましては、

後ほど御説明いたします。 

 次に、上から５段目の（事項）火山対策費

7,104万4,000円は、えびの高原及び硫黄山周辺

の火山ガスの濃度の測定の委託や測定機の更新

を行いますとともに、鹿児島県や周辺市町等と

連携した防災対策を行うものであります。 

 次に、下から３段目の（事項）国民保護推進

事業費642万4,000円は、国、市町村、関係機関

等と連携した国民保護訓練の実施や、県民への

啓発、先島諸島からの住民避難に関する救援計

画の策定等に要する経費であります。 

 一番下の（事項）災害救助事業費４億9,045万

3,000円であります。これは大規模な災害の発生

に備え、食料などの備蓄を行いますとともに、

大規模災害が発生した際に、市町村が災害救助

のために支出した経費に要する県の負担金支払

いなど、災害救助に要する費用をあらかじめ計

上しているものであります。また、本事業は、

災害救助基金を財源の一部としておりますが、

災害救助基金は法令で定める額を積み立てる必

要があるため、法定額と基金残高との差額見込

み額を積立金で計上しております。 

 次に、新規事業及び改善事業について御説明

いたします。 

 65ページを御覧ください。 

 改善事業「宮崎県防災減災ＤＸプロジェクト

推進事業」であります。予算額は3,980万2,000

円で、財源は一般財源であります。 

事業の目的でありますが、激甚化・頻発化す

る災害に対応するため、市町村や関係機関との

情報共有に資する防災情報共有システムの改修

を行い、災害対応の迅速化や高度化、省力化を

図るものです。 

 次に、事業の概要であります。 

 （１）事業内容でありますが、既存の防災情

報共有システムの利便性・操作性を高め、より

多くの情報を分かりやすく表示するための改修

を行い、災害対応の元となる被害情報の把握・

整理・共有までの時間短縮など、システムを活

用した災害対応力の向上を図るものでありま

す。具体的な改修内容としましては、被災現

場、避難所等でも入力可能な携帯端末の操作画

面の追加、直感的に操作・把握可能となるデザ

イン・画面構成の刷新、作業効率化に向けた災

害対応業務マニュアルの表示などを予定してお

ります。 

 （３）成果指標として、災害時の人命救助の

スピード・精度の向上を設定しております。 

 66ページを御覧ください。 

 新規事業「南海トラフ巨大地震等被害想定更

新事業」であります。予算額は6,972万5,000円

で、財源は一般財源であります。 

事業の目的でありますが、県が令和２年３月

に公表しております南海トラフ巨大地震等に係

る宮崎県地震・津波被害想定について更新し、

その結果をもとにこれまでの取組評価や今後の

対策の検討を行い、地震防災・減災対策の推進

を図るものであります。 

 次に、事業の概要であります。 

 ①地震・津波被害想定更新調査等として、南

海トラフ巨大地震等の本県に最大クラスの被害

をもたらすと考えられる地震について、地震動

の予測を行い、震度分布や液状化可能性、急傾

斜地崩壊危険度等の更新を行います。また、こ

の地震動予測と今年度実施しております津波予

測の結果をもとに、死傷者数や建物被害棟数等

の被害予測を更新します。さらに、これらの予

測も踏まえ、今後取り組む防災・減災対策をま
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とめた、新・宮崎県地震減災計画の改定等を行

うこととしております。 

 なお、これらの事業の調査内容等に関して

は、宮崎県防災会議の専門部会であります地震

専門部会において議論することとしており、そ

の開催経費も今回の予算に計上しております。 

○羽田消防保安課長  消防保安課の当初予算に

ついて御説明いたします。 

 資料67ページを御覧ください。 

 消防保安課の令和７年度当初予算額は43億

5,962万5,000円です。 

 それでは、主な内容について御説明いたしま

す。 

 68ページを御覧ください。 

 １段目の（事項）防災行政無線管理費９億

4,732万1,000円であります。右の説明欄５の

「地域衛星通信ネットワークシステム整備事

業」は、県内の全市町村、消防本部に衛星通信

機器を新たに整備し、衛星回線を利用したバッ

クアップ回線を構築する費用であります。 

 ６「ヘリコプターテレビ受信設備整備事業」

は、県内に設置されている中継局のヘリコプ

ターテレビ受信設備を４Ｋ映像に対応した受信

設備に更新するとともに、県庁にある制御装置

の更新を行うものであります。 

 続きまして、次の（事項）航空消防防災推進

事業費30億124万7,000円であります。右の説明

欄２の「防災救急ヘリコプター機体更新事業」

は、防災救急ヘリコプターあおぞらの新たな機

体購入に係る費用であります。 

 次の３「防災救急ヘリコプター受援体制整備

事業」ほか、新規事業につきましては、後ほど

御説明いたします。 

 上から４段目の（事項）消防指導費4,304万

7,000円は、県の消防操法大会や消防大会の開

催、消防団の資機材整備の支援や団員の定着に

向けた取組支援等に要する費用であります。 

 下から３段目の（事項）消防学校費３億3,249

万1,000円は、消防学校で実施しております消防

職員、消防団員等の教育訓練に要する経費であ

ります。 

 続きまして、新規事業について御説明いたし

ます。 

 70ページを御覧ください。 

 新規事業「防災救急ヘリコプター受援体制整

備事業」であります。予算額は4,787万5,000円

で、財源は大規模災害対策基金であります。 

事業の目的でありますが、本県において大規

模災害が発生した場合に、他県からのヘリによ

る応援部隊の航空運用調整や救助活動等が円滑

に行えるようヘリ運用調整の拠点となるヘリ

ベースと、被災地近傍のヘリ活動拠点となるフ

ォワードベースの機能強化を図るものでありま

す。 

 次に、事業の概要であります。 

 まず、①ヘリベース機能の強化であります。

ヘリベースは、他県からの応援ヘリとの情報共

有や運用調整を行うとともに、駐機や給油、整

備等ができるヘリの拠点で、本県では宮崎空港

にある県の防災救急航空センターを指定してお

ります。この事業は、ヘリベースで応援ヘリ関

係者と円滑に情報共有等が行えるよう、航空セ

ンターに左側の写真のような大型モニターを整

備するとともに、災害時の被災状況により、一

時的にヘリベースを航空センターから代替施設

に移す場合に備え、持ち運びできる航空通信機

器等を整備するものであります。 

 次に、②フォワードベース機能の強化であり

ます。フォワードベースは、災害時において、

一時的な駐機や給油、人員や物資等の積卸しな
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どを行うために設置する被災地近傍のヘリ活動

拠点であります。ヘリが被災地近傍で長時間、

効率的に救助活動等を行うためには、給油に要

する時間をなるべく短くする必要があることか

ら、この事業はヘリがヘリベースまで戻ること

なく、フォワードベースにおいて円滑に給油が

できるよう、現在、県内に４か所設置してある

右側の写真のような燃料備蓄庫を１か所移設、

１か所新設して５か所に増やすとともに、給油

を行うための資機材を整備し、フォワードベー

スにおける燃料給油体制を強化するものであり

ます。 

 71ページを御覧ください。 

 新規事業「消防学校訓練機能強化事業」であ

ります。予算額は２億2,594万円で、財源は県有

施設維持整備基金、県債、一般財源でありま

す。 

事業の目的でありますが、消防学校において

増加する女性消防職員等の受入環境を改善する

ための施設と、より実践的な教育訓練を行うた

めの施設を整備することにより、時代に即した

教育訓練機関としての機能の充実・強化を図る

ものであります。 

 次に、事業の概要であります。 

 ①「女子寮整備事業」は、消防学校内に女性

専用の学生寮を建設するもので、今年度、設計

を行っているところであり、令和７年度に建設

工事等を行い、令和８年度からの供用開始を見

込んでおります。なお、施設構造は木造２階建

てで、寮生活に必要な居室、談話室、給湯室な

どを整備したいと考えており、入寮定員は30人

を予定しております。 

 ②「実火災訓練施設整備事業」は、消防学校

内に実際の建物火災の現場を再現できる模擬消

火訓練装置、いわゆるＡＦＴを備えた実践的な

訓練施設の建設に向けて、基本設計と実施設

計、地質調査を行うものであります。 

 成果指標として、①「女子寮整備事業」につ

いては、消防職員・団員に占める女性の割合

を、国が掲げている目標と同様に、令和８年度

までに５％まで引き上げるという指標を設定し

ております。 

 ②「実火災訓練施設整備事業」では、現在、

佐賀県消防学校の協力を得て、年間20人程度の

消防職員がＡＦＴを活用した訓練を行っており

ますが、施設の供用開始を令和９年度中と見込

んでおりますことから、消防職員の実火災訓練

施設における訓練人数を令和10年度に300人程度

まで増やすという指標を設定しております。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。 

 予算議案について質疑はございませんか。 

○黒岩委員  資料60ページの（目）人事管理費

のところです。総務事務センターの業務につい

ては、本庁に一元化されると聞いていますが、

この経費の減は、それに伴う人員の減と理解し

ていいのでしょうか。そうであれば、全体とし

て何人減るということなのか、教えていただき

たいと思います。 

○後藤総務事務センター課長  総務事務セン

ターの人員に関しましては、人事管理費ではな

く一般管理費となりまして、費用としましては

増額となっております。 

○黒岩委員  出先機関の総務事務については一

元化されるということですが、それに伴う人員

の削減はないということで理解していいのでし

ょうか。 

○後藤総務事務センター課長  予算ベースでい

きますと、今年度の職員数72名に対して70名と

いうことで、人事異動に伴う増減程度というこ
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とで見込んでいるところでございます。 

○後藤委員  資料58ページの（事項）地方分権

促進費の「市町村権限移譲推進事業」につい

て、どういうプロセスで、どういった内容を次

年度されようとしているのでしょうか。 

○小薗市町村課長  こちらにつきましては、平

成12年の地方分権促進法が設定されたタイミン

グで設けられたものでございまして、県の事務

について、希望する市町村に移譲するものでご

ざいます。市町村に対しましては、対象となる

事業を個別、もしくは施策の関連づけを行った

パッケージとして示しまして、あくまで市町村

の希望を聞きながら、移譲を進めているところ

でございます。 

 現在、1,200を超える事務を移譲しております

が、九州各県におきまして、断トツの移譲件数

になっておりまして、近年なかなか増えるとい

うことがない状況でございます。しかしなが

ら、住民サービスを向上させる取組でございま

すので、各部局とも連携しながら、市町村に対

しては、さらなる促進について呼びかけたり協

議したりすることで、取り組んでまいりたいと

考えてございます。 

○山口副委員長  市町村課にお伺いしたいので

すが、参議院議員選挙のところで幾つか教えて

いただきましたけれども、こういう取組があり

ますよとか、今回新しく何かされることとかが

あれば、教えていただけませんか。 

○小薗市町村課長  議員の御質問の根底にある

お考え、若干私も思い当たるところがございま

して、誤解を恐れずに申し上げさせていただき

ますと、現在、社会に参画する意識といったよ

うなものが、選挙だけでなく、いろんな面で低

下していると考えてございます。 

 先日、市町村の選挙管理委員会の方と意見交

換する場がありましたが、投票率の低下と自治

会加入率の低下は関連があるのではないか、そ

ういった御意見もいただいたところでございま

す。まさに社会に参画する意識の低下という観

点では、通底するものがあるのではないかと考

えているところでございます。 

 そういう意味では、自治会の関係でも、民生

委員といった福祉の関係でも、社会に参画する

意義を地道に伝えていく必要があろうかと思い

ますが、選挙に関しましては、投票行動を示す

ことが、最終的にはそれぞれの方の属する地域

であったり、所属であったり、そういったとこ

ろに目を向ける結果になるということを伝えな

がら、取り組んでまいりたいと考えてございま

す。 

 新しい取組ということですが、なかなかこの

世の流れにさお差すことが簡単ではないと考え

てございます。しかしながら、市町村選挙管理

委員会とも協力しながら、特に現在、若年者の

投票率が低くございますので、先ほど若干申し

上げましたポスターや書道のコンクールもしな

がら、若い方たちの選挙意識の啓発にも努めて

いるところでございます。高校などにも出向き

まして、学生に模擬投票の体験をしていただく

といった活動もしてございます。 

さらには、最近ですと、選挙啓発動画のコン

テストを開催することにより、そこに比較的若

い学生や若い社会人からの応募もあったりする

ところでございます。そういった主体的な参画

を促しながら、投票率の向上に努めてまいりた

いと考えております。 

○山口副委員長  少し確認したいのですが、お

っしゃっていたポスターや書道コンクールとい

ったもの、は恐らく予算上でいくと（事項）選

挙常時啓発費とかに当たってくる可能性がある
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のかなと思います。例年上げられている予算で

す。新しく（事項）参議院議員選挙臨時啓発費

というものが上がっていますよね。こちらの使

い道について、先ほどＣＭ等というお話もあり

ましたけれども、ＣＭだけだと寂しいところも

あると思いますので、どういうところに使うの

か、もう少し何かありますか。 

○小薗市町村課長  こちらの経費につきまして

は、市で取り組む事業に対する交付金もありま

すが、県の取組といたしましては、企画会社の

コンペで中身を選ばせていただこうと考えてご

ざいます。今年度の衆議院議員選挙におきまし

ても、そういった形でさせていただきました。 

新しい取組といたしましては、例えば大学生

に選挙の重要性などを呼びかける校内放送用の

原稿を作っていただきまして、それを県内の高

校に配付するなどして、お昼休みに流していた

だいたり、ある飲食店のデジタルサイネージと

いうと少し大げさかもしれませんが、テレビに

選挙の日などを示すことによって、お店に来る

方への啓発をするといった少しきめ細かな取組

をさせていただいたところです。 

私どものアイデアももちろんですし、市町村

のアイデアももちろんですが、民間の方々のア

イデアも取り込みながら、そういった啓発事業

を組み立てていきたいと考えてございます。 

○山口副委員長  コンペでというお話だったと

思いますが、今回予算が仮に通った場合、参議

院議員選挙は恐らく７月中旬から下旬ぐらいが

想定されます。コンペの期間であったり、実際

に啓発活動ができる期間というのは、結構限ら

れてくると思いますが、どういったスケジュー

ルを想定されているか教えていただけますか。 

○小薗市町村課長  現在、選挙の期日も明確に

は決まっていないものですから、具体的にここ

からここというところまで決まっていません

が、できるだけ早期に実施いたしまして、啓発

の期間をできるだけ長く取りたいと考えており

ます。 

○山口副委員長  続いて、総務事務センターに

お伺いしたいのですが、「メンタルヘルス対策

強化事業」があると思います。今年度も含めて

毎年この事業が行われていると思いますが、こ

れまでメンタルダウンされた方の具体的な人数

の推移といいますか、どういう状況になってい

るか教えてもらえますか。 

○後藤総務事務センター課長  令和５年度で申

しますと、精神疾患による傷病休暇者、精神疾

患による休職者の実人員が81名となります。令

和６年度はまだ数字が出ていない状況でござい

ます。 

○山口副委員長  令和４年度は出ますか。３年

ぐらいの経過が分かると助かります。 

○後藤総務事務センター課長  令和４年度が87

名、令和３年度が76名でございます。 

○山口副委員長  長期的な方もいらっしゃるか

もしれないので、どこまで変動があるのか分か

りませんが、来年度予算を上げているものの、

増加傾向というか、一定数高止まりしているよ

うに感じられます。事業自体の改善だったり、

より踏み込んだ形ということについては、どの

ような検討がなされたのか教えていただけます

か。 

○後藤総務事務センター課長  今年度から「メ

ンタルヘルス対策強化事業」ということでやっ

ておりますが、一番特徴的なこととしまして、

心の健康相談専門員への相談があります。それ

までは待ちの体制で相談を受けていましたが、

今年度からは直接所属のほうに相談員が伺っ

て、状況を確認したり、管理監督者と顔をつな
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いだり、そういうことで相談しやすい体制をつ

くっていくところをやっています。 

 それによって、今年度は相談件数が増えてい

るという状況がありまして、事前防止につなが

っているのではないかと感じているところでご

ざいます。 

○山口副委員長  事業自体が今年度からだった

のですね。 

 令和６年度の実数は把握されていないという

ことでしたけれども、新しい事業を始めて、次

年度もまた継続していく場合は、やはりその事

業効果が数字としてどこまで影響があったのか

ということは、事業を構築するに当たって、暫

定数でも結構なので抑えていただきたいと思っ

ています。今年度の数字を抑えるのは、この時

点ではなかなか厳しいところはあるかと思いま

すけれども、常にそこの事業改善については意

識をしながら数字を追っていただくよう、今後

ともよろしくお願いしたいと思います。 

 別件で、危機管理課にお伺いします。 

 「南海トラフ巨大地震等被害想定更新事業」

についてですけれども、恐らく、３月末に国か

ら被害想定の見直し等が公表されるのではない

かと言われているかと思いますが、国の動きと

こちらの更新事業というのは連動していくとい

う理解でよろしいでしょうか。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  まさにお

っしゃったとおり、国のワーキンググループで

検討されておりますので、そこの考え方とか数

値等をこの更新事業の中で反映していくという

ことで考えております。 

○山口副委員長  具体的な更新作業の想定スケ

ジュールは、もちろん国の発表がいつになるか

によって多少前後していくとは思いますが、更

新作業を次年度内に終わらせ、更新したものを

ベースに事業を作っていくとなってくると、さ

らに翌年度からというような形になって、時間

がかかってしまう印象を持っています。 

更新作業と、その更新作業を終えた後の成果

物を生かして事業を構築していくところのスケ

ジュールの連動性は、どういう想定をされてい

らっしゃいますか。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  被害予測

等については、国のスケジュールと、恐らく今

月末とかに国から被害想定の見直しが出るかと

思うんですけれども、それを踏まえた形で地震

の予測を行って、さらに現在行っている津波の

浸水想定と併せた形で被害予測を行うというこ

とで予定しております。具体的なスケジュール

等については、今のところ未定でございますけ

れども、なるべく早く終えたいと思っておりま

す。 

 それを踏まえた形で地震減災計画というとこ

ろを進めてまいりますが、ある程度同時並行的

にやりながら、新年度事業に生かせるような形

で検討してまいりたいと考えております。 

○山口副委員長  こちらの事業は全て一般財源

という形になっていますけれども、こういう大

きい地震の被害想定の更新とかは、国の補助金

は全然ないものなのでしょうか。ハード面はよ

く聞きますけれども、ソフト的なものについて

はあまりないものでしょうか。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  おっしゃ

るとおり、ハード面については緊急防災・減災

事業債が使えたり、国の交付金等がありますけ

れども、なかなかソフト事業に対しては支援等

がないものですから、これについては一般財源

でということで考えております。 

○山口副委員長  消防保安課にお伺いしたいの

ですが、（事項）防災行政無線管理費の中でネ
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ットワークをしっかり構築していくという話が

あったかと思います。危機管理課のほうでもＤ

Ｘの事業などが上がってきていて、基本的には

インターネット回線等を前提としたシステム構

築がなされていくように感じるのですけれど

も、消防保安課のネットワークに関する事業に

よって、一定程度、防災庁舎におけるネット

ワーク環境が担保されていくと理解していいの

か、それとも別事業という形なのか教えていた

だけますか。 

○羽田消防保安課長  別事業と考えてもらった

ほうがいいです。現在、各市町村とは光ケーブ

ルと防災無線の２つで、電話やファクスといっ

た通信等ができているのですけれども、これは

あくまでもバックアップ回線でございます。衛

星を入れることによってできる機能が電話、フ

ァクス、映像ということですので、副委員長が

おっしゃるようなインターネットの接続までは

考えておりません。 

○山口副委員長  改めて、危機管理課にお伺い

します。 

「宮崎県防災減災ＤＸプロジェクト推進事

業」を新しくされるとのことですが、災害時に

おいては、インターネット回線の利用が前提な

のか、それともオフラインでも使えるというこ

となのか、現状の防災庁舎においてそういうネ

ットワーク回線は十分担保されているという前

提のもとで、この事業を組み立てているのか、

そのあたりについて教えていただけますか。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  この事業

については、現在導入しております情報共有シ

ステムの改修を行うというものでございます。

情報共有システム自体については、現状でも体

制は整備されておりますので、そこの部分につ

いては引き続き使っていくという形で考えてお

ります。 

○山口副委員長  有事の際のネットワーク環境

というところにおいては、特段現時点において

は大丈夫ということで、問題ないと理解してお

けばいいのでしょうか。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  有事の際

に使えるシステムということで、現在構築して

おりますので、そこについては担保してまいり

たいと考えております。 

○黒岩委員  資料63ページの（事項）国民保護

推進事業費のところなんですが、この３つ目の

ところに「国民保護訓練・啓発事業」というの

があります。事業費は520万円ほどです。どうい

った訓練をされるのでしょうか。併せて啓発の

内容も教えていただきたいと思います。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  訓練につ

きましては、国のほうが10分の10という形で負

担しておりますけれども、ミサイル攻撃やサリ

ン攻撃といった、いろいろな場面を想定した上

で県と協働してやる予定をされております。そ

の分の予算ということで計上しているところで

ございます。 

 啓発につきましては、同じように新聞等の広

告で国民保護についての啓発ということで考え

ております。そういったものの費用ということ

で計上しているところでございます。 

○黒岩委員  その訓練については、具体的に、

バスの搬送の訓練なのでしょうか。どういった

内容の訓練をされるのかはまだ分からないので

しょうか。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  内容と場

所については、年度が明けてから国が指定する

ことになっております。基本的には図上訓練と

いう形で、国と市町村と協働して行うといった

内容になっております。 
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○黒岩委員  資料68ページのところの「防災救

急ヘリコプター機体更新事業」が26億円ほどあ

りますが、市町村の負担というのはこのうちい

くらぐらいになっているのでしょうか。 

○羽田消防保安課長  機体自体に市町村の負担

はございません。 

○黒岩委員  資料67ページの財源内訳のところ

で、その他特定財源というのがいろいろ入って

いるんですが、ここに市町村の負担金はないと

いう理解でいいのでしょうか。 

○羽田消防保安課長  そのとおりでございま

す。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  先ほど、

黒岩委員の質問で、国民保護訓練について国が

指定をしてという説明をしたところですが、都

道府県のほうから手を挙げた形で国が調整をす

るということになっております。現在、県とし

ても図上訓練の要望を挙げているところであり

まして、今後国と調整してまいりたいと考えて

おります。 

○坂本委員  「女子寮整備事業」及び「実火災

訓練施設整備事業」について、今後のスケジ

ュールはどういう感じになるのでしょうか。 

○羽田消防保安課長  女子寮のほうは、令和

７年度に建設工事をいたしまして、令和８年度

から供用開始となります。実火災訓練のほう

は、今年度、地質調査基本実施設計等を受けま

して予算関係を審議いたしまして、おおむね令

和９年度を見込んでおります。 

○坂本委員  女子寮について詳しく教えてくだ

さい。 

 新年度から建設にかかるということは、既に

設計に入られていると理解してよろしいでしょ

うか。 

○羽田消防保安課長  そのとおりでございま

す。 

○坂本委員  資料の中に女子寮のイメージをつ

けていただいていますが、少しイメージがつき

にくいと感じました。男性寮に対して女子寮が

なかったので、女子寮を設けるということなの

かなと理解していますけれども、設計に当たっ

て、女性からのいろいろな御意見を聞かれて、

プランされたと理解してよろしいですか。 

○羽田消防保安課長  委員がおっしゃるとおり

でございまして、消防学校に入校した女性の消

防吏員から意見を聞きまして、設計の直前には

女性の方の意見を聞いて、それを反映するよう

な形にしております。 

 具体的には通常、こういった消防学校とか警

察学校といった学校は、団体生活を主に醸成す

るところでありますので、個室というような考

えがありません。しかしながら、今回の場合は

半個室──大部屋でありながら、例えばベッド

等に壁を設けるとか、机等の横に壁を設けると

か、そういった工夫をしているところでござい

ます。 

○坂本委員  また機会がありましたら、ぜひそ

のプランの内容もお示しいただけるとありがた

いと思います。 

イメージだけで申し上げますと、女性がお住

まいになられる場合、いろいろな事情で２階以

上に住む人のほうが多いとか、そういった女性

ならではの御意見というのは反映されているの

かなという思いがありました。 

直前に、東京ビルの学生寮のプランを見せて

もらって、かなり今の若い方向けの工夫がいろ

いろとなされている印象がありました。このイ

メージを見る限りは普通の賃貸アパートで、か

つ木造がいけないというわけではないですけれ

ども、少しありきたりという印象を受けたのが
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一つです。 

それから、これは敷地内に建設されると理解

してよろしいですか。 

○羽田消防保安課長  消防学校の敷地内に建設

予定であります。 

○坂本委員  ここは、恐らくハザードマップ上

で、津波や洪水の浸水区域が一部かかっている

ところだと思いますが、建物がそういった影響

を受けないのかとか、そういった安全性につい

ていかがでしょうか。 

○羽田消防保安課長  確かに、消防学校は浸水

区域でありますが、この建物については、浸水

も考えた上での設計をやっておりまして、影響

が少ない、影響がないような建物になる予定で

ございます。 

 また、先ほど委員がおっしゃった防犯対策で

すけれども、基本的に正面玄関からしか内部に

入れないように設計しておりまして、鍵もオー

トロックを採用する予定であります。１階部分

のベランダも通常より腰高の壁を設置すること

で、外柵工事等で外部から視界を遮る検討も行

っているところであります。 

○坂本委員  最後に１つだけ教えてください。 

 この２つの事業は、それぞれ幾らと幾らの事

業になるのでしょうか。 

○羽田消防保安課長  ２億2,500万円余の内訳で

すけれども、女子寮のほうは、建設工事にかか

る費用として１億9,700万円余、備品等が426万

4,000円、総額が２億100万円余でございます。

実火災訓練のほうは、設計にかかる費用として

1,300万円余、地質調査にかかる費用として

1,000万円余、総額が2,400万円余となっており

ます。 

○坂本委員  先ほど申し上げましたけれども、

プランの内容はぜひお示しいただければと思い

ます。 

○羽田消防保安課長  承知しました。 

○丸山委員  資料63ページの（事項）火山対策

費について、硫黄山の関係で新しい更新という

話でしたが、具体的にどういうことをするので

しょうか。 

県道１号線はずっと土日しか開いていなく

て、しっかりした体制で早く開通してほしいと

いう要望がありますので、それに向けた対策も

含めてやっていただいているのかお伺いしたい

と思います。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  ここに上

げております予算につきましては、硫黄山に合

計12か所の24基置いている硫化水素と二酸化硫

黄の測定器の更新になります。現在、県道１号

線が閉鎖されておりますけれども、火山防災協

議会等の中で、そこの枠組、指定箇所等につい

ては、えびの市や県の関係課等とも協議しなが

ら、対応を考えていきたいと考えております。 

○丸山委員  例えば、阿蘇のほうでは、硫化水

素などの表示を青・黄・赤──青は入ってもい

いという形でしっかり表示ができていて、県民

に分かりやすく表示ができていますが、硫黄山

の場合、そういうものがなかなかありません。

そういう情報がしっかりできないから、まだ判

断ができないのではないかと思ってしまってい

るものですから、せっかく観測しているのであ

れば、しっかり生かして県道１号線を開放でき

る方向性も含めてやっていただきたいと思いま

す。 

ただ観測しているだけの状態が続いているだ

けであって、具体的に協議会があるということ

しかなく、せっかく道路も災害復旧でやったの

に、何も変わらないというジレンマがありま

す。測定器が24基ありますだけではなく、情報
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を活用できるようなシステムも含めて考えてい

ただきたいと思っているのですが、そういうこ

とはできないのでしょうか。 

○中尾危機管理局長兼危機管理課長  県道１号

線の情報につきましては、週末の開放等につい

てはホームページで情報提供しておりますし、

ガスの濃度につきましても、ホームページ等で

公開しているところでございます。より県民に

分かりやすく情報が提供できるような形は検討

してまいりたいと考えております。 

○丸山委員  阿蘇とかでは、現地のほうに青・

黄・赤という感じで本当に分かりやすく表示し

ているものですから、ホームページではなく現

地でそういうことをやることが、開通させやす

くする一つの手段ではないのかなと思っていま

す。リアルタイムでしっかり確認できるような

形にシステム開発を含めた努力もしていただく

とありがたいということで、要望させていただ

きます。 

○川添委員長  ほか、ございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、総務部第２班の予算

議案の審査を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

   午後１時50分休憩 

───────────────────── 

   午後１時54分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 次に、特別議案の説明をお願いいたします。 

なお、委員の質疑は全ての課の説明が終了し

た後にお願いいたします。 

○徳松財産総合管理課長  常任委員会資料の72

ページを御覧ください。 

議案第21号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」についてです。 

 １、改正の理由です。東京ビルの再整備に伴

い、東京学生寮の使用料金について改正を行う

ものであります。 

 ２、改正内容です。寮費１人１月につき、利

用料金を１万9,450円から、新東京ビルの学生寮

では４万2,000円に引き上げるものであります。

この寮費設定に当たりましては、大学や他県の

寮と比較して極端に高額・低額とならないこと

に配慮した上で、学生寮の運営機関で建設時の

県費負担額を回収すること、学生寮の運営費の

うち50％以上を寮費収入で賄うこと、学生が奨

学金やアルバイト収入で生計を維持できること

の３つの考え方を基に算出した額であります。

九州各県の学生寮を見ますと、ほぼ４万円から

５万円台に収まっておりまして、最も高いとこ

ろで食事つきの６万800円となっており、４万

2,000円という設定はおおむね妥当な額であると

考えております。 

 ３、施行の期日は令和７年４月１日からであ

ります。 

○那須人事課長  議案第31号及び議案第33号の

内容につきまして御説明いたします。 

 資料73ページを御覧ください。 

まず、議案第31号「職員の給与に関する条例

等の一部を改正する条例」についてでありま

す。 

 まず、１の改正理由についてであります。令

和６年の人事委員会勧告等を踏まえ、社会と公

務の変化に応じた給与制度の整備を行うなど、

職員の給与に関する条例等について所要の改正

を行うものであります。 

 次に、２の主な改正の内容についてでありま

すが、人事委員会勧告等を踏まえ、給料表、諸

手当等を改正するものであります。 
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まず、（１）給料表につきましては、職務や

職責に応じた給与上昇の確保等のため、行政職

給料表の３級以上について初号の給料月額を引

き上げるなど、新給料表への切替えを行うもの

であります。 

 次に、（２）諸手当についてであります。 

①扶養手当につきましては、配偶者及び子に

係る手当額について段階的に見直すものであり

ます。ここでは行政職員の例を記載しておりま

すけれども、表のとおり、令和８年度までに全

ての職員において配偶者に係る手当を廃止し、

子に係る手当額を１万3,000円に引き上げるもの

であります。 

 74ページを御覧ください。 

②地域手当につきましては、支給地域の区分

とともに、支給割合について段階的に見直すも

のであります。具体的には、表のとおり、福岡

県福岡市の級地区分を５級から４級とし、支給

割合を現行の10％から最終的には８％とするも

のであります。 

 ③通勤手当につきましては、これまで１か月

当たりの支給限度額を、普通交通機関等の運賃

相当額は５万5,000円、特急料金等の額は３万

円、合計で８万5,000円としておりましたが、見

直し後はこの支給限度額を普通交通機関等の運

賃相当額と特急料金等の額を合計で15万円とす

るものであります。また、特急列車等の支給要

件のうち、特急列車等の利用により通勤時間が

30分以上短縮されることとの基準を廃止するも

のであります。 

 ④単身赴任手当につきましては、これまで異

動等に伴って単身赴任をすることとなった職員

に対して支給してきましたが、採用時から手当

を支給することとするものであります。 

 ⑤管理職員特別勤務手当につきましては、管

理監督職員の平日深夜勤務に対する手当の支給

対象時間帯を午前０時～午前５時から午後10時

～翌日午前５時とするものであります。 

 75ページを御覧ください。 

⑥定年前再任用短時間勤務職員等の諸手当に

つきましては、定年前再任用短時間勤務職員や

暫定再任用職員に対する異動の円滑化に資する

手当として、住居手当や特地勤務手当等を新た

に支給するものであります。 

 ⑦特定任期付職員の諸手当につきましては、

特定任期付職員に対する特定任期付職員業績手

当を廃止し、勤勉手当を新たに支給するもので

あります。 

 次に、（３）その他についてでありますが、

刑法の改正に伴い、条例中の禁錮を拘禁刑へ文

言の改正を行うものであります。 

 次に、３の改正を要する条例につきまして

は、職員の給与に関する条例など９つの条例に

ついて改正を行うものであります。 

 また、４の施行期日につきまして、令和７年

４月１日から施行いたします。ただし、２の

（３）につきましては、改正後の刑法が施行さ

れる令和７年６月１日から施行いたします。 

 続きまして、76ページを御覧ください。 

議案第33号「知事等の給与及び旅費に関する

条例等の一部を改正する条例」についてであり

ます。 

 １、改正の理由につきましては、国家公務員

等の旅費に関する法律等の改正を踏まえ、所要

の改正を行うものであります。 

 次に、２、改正の内容についてであります。

（１）のとおり、国の旅費法等を引用している

規定──具体的には外国旅行の旅費や宿泊料の

地域区分等について、当分の間従前の取扱いと

するため、所要の改正を行うものであります。
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国は令和７年度から旅費制度を見直すことと

し、令和６年４月に国家公務員等の旅費に関す

る法律が改正され、９月に法律施行例を新たに

設定、12月に財務省令を改正したところであり

ます。 

 本県におきましても、こういった状況等を踏

まえ、旅費条例の改正が必要なほか、規則を新

たに制定することや運用方針の全体的な見直し

が必要な状況でありますが、約70年ぶりの大き

な改正であり、国における取扱いが明確に示さ

れていない部分もある中、本県における取扱い

の整理、円滑な運用に向けたマニュアルの整備

やシステム改修の検討に時間を要しますことか

ら、当分の間は従前の取扱いを維持することと

したものであります。また、この法律を引用し

ていない規定についても、当分の間従前の取扱

いとし、一体的な見直しを行っていくこととし

ております。なお、従前の取扱いをすることに

より職員に負担となることがないよう、適切に

運用してまいりたいと考えております。 

 次に、（２）刑法の改正に伴うものにつきま

しては、条例中の禁錮を拘禁刑へ文言の改正を

行うものであります。 

 77ページを御覧ください。 

次に、３、改正を要する条例につきまして

は、知事等の給与及び旅費に関する条例など

５つの条例について改正を行うものでありま

す。 

 最後に、４、施行期日につきましては、令和

７年４月１日から施行いたします。２の（２）

刑法の改正に伴うものにつきましては、改正後

の刑法が施行される令和７年６月１日から施行

いたします。 

○徳松財産総合管理課長  資料78ページを御覧

ください。 

議案第34号「公の施設に関する条例の一部を

改正する条例」についてであります。 

 先ほど御説明いたしました使用料及び手数料

徴収条例は、県の施設等の使用料や手数料を定

めている条例ですが、指定管理者が施設の利用

料金を自らの収入として収受する場合の基準に

ついては公の施設に関する条例で定めておりま

すことから、今回併せて改正するものでありま

す。指定管理者は、この基準に従い、知事の承

認を受けて利用料金を定めることになります。 

 １、改正理由についてであります。先ほどの

議案第21号と同様、東京ビルの再整備に伴う料

金改正であります。 

 ２、改正内容であります。東京学生寮につい

て、指定管理者が定めて収受する利用料金の基

準を、寮室１人１月につき１万9,450円以下から

４万2,000円以下に引き上げるものです。 

 ３、施行期日につきましては、令和７年４月

１日であります。 

○今村総務課長  委員会資料79ページを御覧く

ださい。 

こちら、議案第37号「刑法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条

例」であります。 

 １、改正の理由ですが、刑法等の一部を改正

する法律及び同法の施行に伴う関係法律の整理

等に関する法律により、懲役及び禁錮が廃止さ

れ、これらに代えて、新たに拘禁刑が創設され

ることから、関係する県条例の規定を整理する

ものであります。 

 ２の改正の内容ですが、関係条例の中の懲役

及び禁錮の字句を、拘禁刑に改めるものであり

ます。 

 ３の改正を要する条例ですが、資料に例示し

ております行政不服審査法施行条例、宮崎県情
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報公開条例、職員の退職手当に関する条例な

ど、この条例の中に懲役や禁錮の字句が含まれ

る県の合計21の条例を一括して改正するもので

あります。なお、議案第37号の21条例のほかに

も、先ほど人事課長が御説明しましたように、

議案第31号、議案第33号のように懲役や禁錮の

字句が含まれる条例がほかに13条例ございます

が、こちらは別の改正動機があるため、個別の

議案として上程しております。この結果、拘禁

刑に関しては合計34の条例改正を予定しており

ます。 

 最後に、４、施行期日についてですが、刑法

等の一部を改正する法律及び同法の施行に伴う

関係法律の整理等に関する法律の施行日に合わ

せて、令和７年６月１日から施行することとし

ております。 

○那須人事課長  常任委員会資料80ページを御

覧ください。 

議案第38号「職員の育児休業等に関する条例

の一部を改正する条例」についてであります。 

 まず、１、改正の理由についてであります

が、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律の一部改正に伴

い、同法を引用する関係規定を改正するもので

あります。 

 次に、２、改正の内容についてであります。

同法を引用している条例第25条中の箇所につい

て、法改正による条ずれに伴い、記載のとおり

改正するものでございます。具体的には、現行

法第61条第29項における行政執行法人の職員に

関する介護部分休業の規定を同法第61条第32項

により一般職の地方公務員について準用すると

いうこととされているところですが、今回の改

正により同項が削除され、同法第61条の２第20

項に地方公務員に適用される規定が別途設けら

れたことにより、本県条例において引用してい

る条項に変更が生じたものであります。 

 最後に、３、施行期日についてですが、令和

７年４月１日から施行することとしておりま

す。 

 続きまして、81ページを御覧ください。 

議案第39号「職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例の一部を改正する条例」について

であります。 

 まず、１、改正の理由についてであります

が、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律の一部改正に伴

い、時間外勤務の免除の対象となる子の範囲を

拡大するなど所要の改正を行うものでありま

す。 

 ２、主な改正の内容についてであります。 

まず、１点目は、時間外勤務の免除の対象と

なる職員の範囲を、３歳に満たない子のある職

員から小学校就学の始期に達するまでの子のあ

る職員に拡大するものでございます。 

次に、２点目は、仕事と介護の両立支援制度

を利用しやすい勤務環境の整備に関する措置に

係る規定を新設するものでございます。具体的

には、家族の介護を申し出た場合の仕事と介護

の両立支援制度等の個別の周知や意向確認、職

員への仕事と介護の両立支援制度等に関する早

期の情報提供などを規定するものであります。 

 最後に、３、施行期日ですが、令和７年４月

１日から施行することとしております。 

○羽田消防保安課長  常任委員会資料82ページ

を御覧ください。議案第40号「宮崎県における

事務処理の特例に関する条例の一部を改正する

条例」についてであります。 

 まず、１、改正の理由でありますが、今回の

改正は火薬類取締法に基づく知事の権限に属す
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る事務の一部について、事務処理を希望する町

に移譲を行うものであります。 

 次に、２、改正の内容でありますが、宮崎県

における事務処理の特例に関する条例別表１の

４に規定する火薬類取締法関係の煙火の消費に

係る８つの事務の移譲市町村に、三股町を追加

するものであります。煙火の消費に係る８つの

事務については米印で記載しておりますが、煙

火とはいわゆる花火のことで、花火大会など一

定量以上の花火を打ち上げる際に必要となる許

可などの事務であり、三股町への移譲により全

ての市町村へ移譲されることとなります。 

 最後に、３、施行期日でありますが、令和

７年４月１日施行を予定しております。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。特別議案について、質疑はございません

か。 

○黒岩委員  資料74ページの③通勤手当です

が、これも人事委員会勧告等によるものなのか

ということと、通勤手当が15万円にアップされ

ることで例えばどこからどこまでの通勤に係る

手当支給が可能になるとか、そういったものが

あれば教えていただきたいと思います。 

○那須人事課長  通勤手当の改正についても、

基本的には人事院勧告──国準拠という形で改

正しております。今回15万円が上限となります

けれども、県内全て網羅されるような形で全額

支給となります。 

○黒岩委員  ということは、例えば出先機関に

異動された方が、宮崎市に自宅があればそこか

ら通勤する方が増える可能性はあるということ

でしょうか。 

○那須人事課長  実際、職員がどういった判断

をするかというところは想定しづらいところで

はありますけれども、従来満額で支給されてこ

なかったものが今回支給されることについて、

職員の勤務条件については改善されると考えて

おります。 

○黒岩委員  続きまして、資料76ページの改正

の内容についてです。国の法律の改正といいま

すが中身を知らないものですから、こういった

ものが改正になっていますというところがあっ

たら教えていただきたいと思います。 

○那須人事課長  旅費法の改正の内容ですけれ

ども、基本的に大きな考え方としては実費支給

になります。例えば、本県における代表的なも

のといいますと、宿泊料については定額で支給

しておりますけれども、国に準じる形であれ

ば、実費支給方式の検討がなされるということ

です。 

 また、移転料──新しい旅費法では転移費と

いいますけれども、赴任に伴う転居に要する費

用等につきましても、定額支給方式から実費支

給方式に変わるといったように、代表的な例で

いいますとそういったものになります。 

○黒岩委員  定額から実費ということになるわ

けですけれども、これについての予算といいま

すか、実際の県の負担は減る方向にいくんです

か。 

○那須人事課長  まだ具体的な国の運用の部分

も見えていない部分もあるということで、改正

を令和８年度に先延ばしで考えているところで

すけれども、基本的には、現時点においても定

額で支給している部分について、余計な公費が

支出されないようなものもございます。 

 例としては、実家など部屋代を宿泊としない

宿泊先、通勤手当を支給される職員がその通勤

手当の支給されている区間と重複して同じ方法

で旅行するといったようなケースについては、

当然調整を行っています。 



令和７年３月 11 日(火) 

 - 42 -

原則として宿泊料など定額で支給しておりま

すけれども、定額では足りないといった場合、

目的地において定額で宿泊することができない

など真にやむを得ない状況等がある場合は、所

属長の判断で実費に要した費用を領収書等で確

認した上で支給できるといった形にしておりま

す。 

そのため、県としての具体的な運用が大きく

変わるものではないと考えているところであり

ます。 

○黒岩委員  条例名に「知事等」とありますけ

れども、この「等」にはどういった方が含まれ

るのでしょうか。 

○那須人事課長  この「等」は、副知事です。 

○黒岩委員  最後に資料81ページです。 

時間外勤務の免除というところがあります

が、時間外勤務は上司から命令されるものです

けれども、従来、３歳に満たない子供がいる職

員には命令を出していないという運用なのでし

ょうか。 

○那須人事課長  時間外勤務の免除につきまし

ては、あくまで申請をされた場合にさせないと

いったものになりますので、件数的にはそんな

に多くはございません。どちらかというと、や

はり育児とか介護といった状況がある職員につ

いて、時間外勤務を本人が申請していない状況

であっても過度な時間外勤務を命令するといっ

たことについては、働き方改革等も進めてきて

いる中で、所属にもしっかり周知しているとこ

ろでございます。 

○黒岩委員  おっしゃるとおりで、今回そうい

ったところがさらに拡充されたわけですから、

この制度がしっかりと運用できるように、職場

への指導や環境づくりもしっかりとお願いした

いと思います。 

○山口副委員長  同じく、議案第31号「職員の

給与に関する条例等の一部を改正する条例」の

通勤手当のところですけれども、人事院勧告で

は、確かに月15万円に上げているようですが、

これは地域差とかは考えないのでしょうか。宮

崎県内であれば、そんなにいくところがあるの

か疑問に思うのですが。 

○那須人事課長  通勤手当15万円という額につ

いてですけれども、人事委員会のほうからは、

人事院における民間事業所の約６割において、

在来線とか新幹線といったものが全額支給にな

っているというところ、もしくは通勤手当の非

課税限度額15万円といったところを踏まえて、

上限の15万円にしてあげるよう、人事院勧告が

なされているということで、本県においても人

事院勧告のそういった点を踏まえてなされたも

のという認識であります。 

○山口副委員長  続いて、東京ビルの使用料に

ついてですけれども、金額については一定程度

御説明いただいたので理解するところでありま

すが、今回、使用料・手数料についていろいろ

な場所で見直しが掲げられております。当然、

今回改正した上で、また数年後物価高騰等の可

能性もあると思いますので、東京ビルに限ら

ず、定期的な見直しは考えなくてはいけないと

思っています。 

上がる可能性もあれば、もちろん下がる可能

性もあるかと思いますけれども、今後の見直し

について、何か予定など決めていることがあれ

ば、財産総合管理課でもいいですし、財政課長

でもいいので、お答えいただければと思いま

す。 

○池田財政課長  使用料及び手数料について

は、毎年度予算編成方針にも記載しております

けれども、原則として全ての使用料・手数料に
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ついては常々見直すということを掲げておりま

す。その頻度については、当然毎年度の予算編

成の中でしっかりやっていくというのが基本原

則ではありますけれども、毎年になってしまい

ますと利用者の方々への説明が必要であった

り、混乱を呼んでしまう可能性もありますの

で、一定程度の上がり幅があったとき、そうい

ったところをめどに今後やっていくものと思っ

ております。 

 国においては、標準政令の中でおおむね３年

に１度見直すことになっておりますので、３年

に１度というのが大きな目安になるのではない

かと財政課としては考えているところでありま

すが、足元の状況については引き続き、丁寧に

積算・把握をしておきたいと思っております。 

○山口副委員長  議案第33号「知事等の給与に

関する条例等の一部を改正する条例」ですが、

国の改正が非常に大きかったために、当面の間

は見送るという話でございましたけれども、先

ほど御説明があったとおり、旅費などが非常に

高騰している中で、やはり一定の負担がかかっ

てくるものがあると思っています。 

「当分の間」と言われると、いつやるのだろ

うというのが悩ましいところであります。来年

度という話もあったと思いますが、基本的には

来年度にはしっかり改正を目指してやっていく

という理解でよろしいでしょうか。 

○那須人事課長  考えている状況で申し上げま

すと、令和８年４月にはそういった運用を行っ

ていきたいと考えております。もちろん来年度

につきましては、改正条例案やシステム改修等

の検討も行う必要があろうかと考えているとこ

ろであります。 

○川添委員長  ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、その他報告事項に関

する説明を求めます。 

○池北行政改革推進室長  委員会資料83ページ

を御覧ください。 

令和７年度組織改正案について御説明いたし

ます。 

 ページ冒頭の１、基本的な考え方は記載のと

おりでございますが、組織の簡素効率化に配慮

しつつ、行政需要等の変化に対応して適宜組織

体制を改正することとしております。 

 続いて、２、主な組織改正の内容を御覧くだ

さい。（１）～（６）の６つございます。 

 まず、（１）ですが、総合政策部に女性活躍

推進室を設置いたします。日本一挑戦プロジェ

クトの一つである子ども・若者プロジェクトの

新たな視点による社会減対策の取組として、特

に女性が県内で活躍し、理想のライフスタイル

を実現できる社会環境づくりを強力に推進する

ため、生活・共同・男女参画課の男女共同参画

推進担当をベースに、課内室として設置するも

のでございます。室の設置により、市町村や関

係団体と連携して男女共同参画社会の重要性に

ついてこれまで以上に浸透を図りつつ、女性活

躍推進のための職場環境づくりに取り組む企業

を支援する事業等に取り組んでいくこととして

おります。 

 84ページを御覧ください。 

（２）ですが、県土整備部の営繕課及び同課

内の設備室を総務部に移管いたします。県有公

共施設の長寿命化対策を計画的に行い、施設の

最適化等を進める公共施設等総合管理計画を現

在定めておりますが、計画から保全・施工まで

を一体的に行い、確実に進めていけるよう、施

工部署である営繕課等につきまして、計画部署

の財産総合管理課、予算を所管する財政課と同
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じ総務部に移管するものでございます。また、

現行の庁舎住宅担当、文教施設担当、スポーツ

施設担当を移管とともに、設計担当や施工監理

第一担当、施工監理第二担当に再編いたしま

す。 

 続いて、85ページを御覧ください。 

（３）になりますが、今年５月から運用開始

する盛土規制法に対応するため、新たに盛土対

策課を設置いたします。山林、農地、宅地など

土地の用途にかかわらず、危険な盛土を全国一

律の基準で包括的に規制する盛土規制法の運用

開始に伴い、県内ほぼ全域が規制区域となり、

事業者が区域内で一定規模の盛土の造成を行う

場合は県の許可が新たに必要となってまいりま

す。そこで、これらの業務に的確に対応するた

め、それぞれの土地を所管する環境森林部、農

政水産部、県土整備部の三部共管組織として同

課を設置するものです。 

 次に、資料の86ページを御覧ください。 

（４）ですが、商工観光労働部に先端技術産

業推進室を設置いたします。近年の半導体関連

産業の投資活性化を受けまして、関連人材の育

成確保や販路開拓などの重要性が高まっている

ことから、医療機器産業や航空機産業などの成

長産業と併せて支援を強化するため、企業振興

課の課内室である食品・メディカル産業推進室

を再編するものでございます。 

 次に、資料87ページを御覧ください。 

（５）ですが、農政水産部に団体指導検査課

を設置いたします。図では中段辺りにございま

す。農業協同組合や漁業協同組合、森林組合な

ど農林水産省所管協同組合等に対する検査・指

導は、これまではそれぞれの担当課が実施して

おりましたが、農林水産省の統一基準に基づい

て行っていることから、専門性を高め、一体

的・効果的に検査業務等を進めるために関連業

務を集約するものでございます。また、中山間

地域の農業振興対策の効果的・効率的な運用の

観点から、農政企画課内の中山間農業振興室の

中山間活性化担当を農政企画課に、農村保全・

鳥獣対策担当を農業普及技術課に移管し、同室

を廃止いたします。 

 次に、資料の88ページを御覧ください。 

（６）は宮崎国スポ・障スポ局の体制強化に

なります。天皇杯獲得に向けた競技力向上の取

組を計画的かつ集中的に強化するとともに、各

競技会を円滑に運営するため、競技担当次長の

職を設置いたします。 

 また、本県で令和９年度に開催予定の第26回

全国障害者スポーツ大会に向け、開催準備業務

の執行体制をさらに強化するため、総務企画課

内にある障スポ大会担当を再編し、障スポ大会

課を設置します。これに伴い、同局は現行の

４つの課から５つの課の体制となります。 

 最後に、資料89ページです。 

知事部局の組織数の増減になります。令和

６年４月１日時点との比較となりますが、今回

の組織改正案により、課が３つ増えまして、室

が１増１減により変わらずとなります。 

○川添委員長  執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について、質疑はございません

か。 

○黒岩委員  資料84ページです。営繕課が総務

部に移管されるということですが、工事によっ

ては検査が必要だと思います。課長はもちろん

技術系の方だと思いますが、事務系の部長まで

検査を行う場面が出てくるのでしょうか。 

○池北行政改革推進室長  工事検査につきまし

ては、工事検査課が三部共管でございますの

で、そちらのほうで検査業務を行うことになっ
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ています。当然、建築職の方とかもいらっしゃ

いますので、その知識を生かしながら検査して

いくという形になります。 

○黒岩委員  それでは、工事金額にかかわら

ず、総務部長が検査することはないということ

でよろしいのでしょうか。 

○池北行政改革推進室長  部長が工事検査専門

員を検査員に指名しまして、工事検査専門員の

ほうでやっていく形になります。 

○丸山委員  先日の補正予算の中で、国スポ・

障スポ局において、課が分かれたから、最後に

人件費を分けてやりましたが、それは２月じゃ

ないとできないのでしょうか。既に課ができて

いますので、６月とか９月に予算措置してもい

いのではないかと思っていますが、２月に補正

するというテクニックしかないのでしょうか。

当初予算で人件費は前の課で見ているけれど

も、２月にがばっと変わってしまったので、そ

ういうシステム的なことだけなのか、教えてい

ただけるとありがたいと思っています。 

○池田財政課長  まず、補正の手段としては、

課ができた時、新設された時、分かれた時に対

応することは技術的には可能でございます。た

だ、基本的に当初予算においては、編成を行う

12月頃の時点で、それまでの足元の各課・部局

の人員配置に基づく人件費の積算をいたしてお

ります。年度途中に新しい体制に合わせてその

課だけ補正によって額をいじろうとしますと、

全ての部局についても足元の人事異動等の関係

で積算の変更が可能になってしまいます。対応

しないとつじつまが合わなくなりますので、そ

ういった混乱を避けるために、年度末に補正予

算という形でお願いをしています。審議も含め

た予算編成の簡素化のために、そういった対応

をお願いしているところでございます。 

○川添委員長  ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、総務部の説明及び質

疑が全て終了しましたので、これから総括質疑

を行います。総務部全般について質疑はござい

ませんか。 

○丸山委員  県立病院に対する一般会計の繰出

金のことで改めて確認させていただきます。 

今年度も76億円近くを当初予算から繰り出し

ていますが、この金額は令和７年度の物価高騰

や人事院勧告により人件費が上がった場合は考

慮されていないと思っています。今後も物価高

騰なり人事院勧告によって人件費が上がる可能

性はあると推測していますが、そのあたりまで

含めて病院局とは話合いをされているものなの

かをお伺いしたいと思います。 

○池田財政課長  おっしゃるとおり、令和６年

度の人勧アップ分に対応するための令和６年度

補正あるいは令和７年度当初の数字になります

ので、令和６年度補正、それから御審議いただ

いている令和７年度当初における繰出金の物

価・人件費増額分の相当額については、織り込

まれておりません。 

 ただ、病院局が厚生常任委員会に提出してお

ります新たな収支計画においては、令和７年度

の年度途中において、新たな人事院勧告に伴う

ベース給料のアップ、材料費の高止まりが起こ

ることを踏まえた費用を計上しております。そ

れに基づく繰出金は存在しないといいますか、

病院局で織り込み済みの話になりますので、少

なくとも今年度程度の人事院勧告アップ相当で

あれば繰出しを必要としないものとして収支計

画をつくっていると聞いております。 

○丸山委員  令和６年度は人件費だけで12億円

とか増えたので、大丈夫なのかなと思ってい
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て、今の説明だと少し不安と心配な面もありま

す。繰り出しはこれ以上増えないということを

改めて確認させてください。 

○池田財政課長  申し上げましたとおり、人事

院勧告によりますけれども、それが令和６年度

のベースとほぼ変わらないパーセンテージであ

れば、病院局が何とかなる数字として計画を立

てております。 

 ただ、仮にさらに大幅に上ぶれしたり、材料

費の高騰などいろいろな経済要因が重なること

で、さらに予想以上に著しく伸びてまいります

と、繰出金での追加的な対応が今後必要になる

可能性までは否定できません。 

○丸山委員  我々の一般会計からの繰出しの考

え方として、もうからない医療や救急をやるか

ら一般会計から繰り出すのは分かりますが、本

当に一般会計からの繰出金が適正規模なのかい

ろいろな議論をさせてもらっているところで、

細かくデータを精査しているわけではありませ

ん。 

一般会計からの繰出金の規模がこれで正しい

のか、できるだけ多くの情報を議会にもいただ

くようにお願いしたいと思っております。 

○岩切委員  総務部のほうで県庁全体の財政も

きちんと見極めつつ、それぞれの部局が意欲を

持って県民サービスを提供できるように御尽力

いただいているところであります。表現が適切

か分かりませんが、手綱の緩め方、引き締め方

によって県庁全体のモチベーションが上がった

り下がったりするのだろうと思います。それ

は、人事行政もあったり財政上の仕組みという

か取組もあったりするのだろうと思います。 

 午前中の最後の部分で少し議論させてもらい

ましたけれども、一定の方向性を財政課なり総

務部が持つことから、県庁全体で共有・意思統

一ができて進められるのか。それとも、引締め

役の総務部の思いが勝ってしまうのかというの

では全然受け止めが違うのだろうと思っており

ます。特に職員確保・定着強化という取組まで

しなくてはならない時代背景がありますので、

来年度予算の中で、また来年度以降も含めて、

総務部の努力や工夫をお願いしたいと思ってお

ります。 

 既に総務部長交代の提案が議会に提示されて

いますので、新しい体制ということになろうか

と思いますけれども、私としては総務部がしっ

かり支えることによって、県庁全体のモチベー

ションが上がるという方向性をぜひつくってい

ただきたいと思っています。審議に見合わない

要望になるかもしれませんけれども、発言させ

ていただきたいと思います。 

○吉村総務部長  予算編成については、今後も

県政の重要課題に的確に対応していくことが県

民から求められることであろうかと思いますの

で、それについてはしっかりやっていきたいと

考えております。 

 あわせて、将来への責任も持つ必要がありま

すので、将来に過度の負担が及ぶことがないよ

うに、財政の健全性も両立させていく必要があ

ると考えております。岩切委員が御心配されて

いる、財政課が財政健全化を振りかざして予算

づけを絞りすぎることで職員の意欲が低下する

のではないかという御懸念も多分にあろうかと

思いますが、今年度予算におきましても、特に

重点施策に関する財源につきましては、内部で

決めております予算要求枠を超えて財政課もし

くは２役が一般財源をつけて予算措置するよう

に指示をしております。今後も、その時の状況

に応じて的確な予算編成をしていくことになる

と考えております。 
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○黒岩委員  吉村部長にですけれども、予算編

成の事務方のトップとして予算を組まれたわけ

ですが、今年度予算に対する思いや感想などが

ありましたら、参考にお聞かせいただきたいと

思います。 

○吉村総務部長  今年度予算について、日本一

挑戦プロジェクト──３つのプロジェクトに目

標値を設定しておりますが、その達成は非常に

厳しいものがあります。知事からも指示があり

まして、その目標達成に向けて大幅なてこ入れ

もさせていただいたところです。予算では総じ

てですけれども、執行時に当初見込んだ効果が

しっかり現れるかということで評価されるもの

だと考えております。 

 財政課を通算７年、総務部長を２年やってお

りまして、予算を９年担当しておりました。平

成24年度から財政課に来て、今年で13年たちま

すが、そのうち９年間予算編成に携わっており

まして、９回当初予算を編成しております。そ

の中で、骨格肉づけも２回やっております。議

会ごとに補正予算も組んでおりますので、補正

予算だけでも36回ございます。あわせて45回予

算編成に携わっております。 

 その中で、昨年度は病院局の50億円の貸付

け、その前で言いますと宮崎カーフェリーへの

40億円の貸付け、また国体スポーツ施設につい

て全て分散して整備するという大幅な財政出動

もやっているところです。その効果は将来現れ

てくるかと思いますが、その時においては、あ

る程度効果がしっかり生じるという判断の下、

予算編成をやってきたところです。今後におい

ても、しっかり将来を見据えた予算編成は必要

と考えておりますので、財政健全性を維持しつ

つ、お金を出すところは出す、財源をつけると

ころはつけるといっためり張りのついた予算編

成をしつつ、岩切委員のほうから使用料・手数

料の引上げについての御指摘もいただいたとこ

ろです。 

 県民に痛みを伴う改正等も、財源が限られて

いる中では生じるかとは思いますけれども、し

っかり県民の方々に御理解いただくことで予算

執行に努めてまいりたいと考えております。 

○川添委員長  暫時休憩いたします。 

   午後２時45分休憩 

───────────────────── 

   午後２時47分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 最後、その他で何かございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上をもちまして総

務部を終了いたします。 

執行部の皆様お疲れさまでした。 

暫時休憩いたします。 

   午後２時47分休憩 

───────────────────── 

   午後２時55分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 本委員会に付託されました議案等について、

部長の概要説明を求めます。 

○重黒木総合政策部長  それでは、本日の委員

会で御審議をいただきます当部関係の議案等に

つきまして、概要を御説明いたします。 

 委員会資料２ページ、目次を御覧ください。 

 総合政策部関係の議案につきましては、令和

７年度当初予算案に係ります議案第１号及び議

案第２号のほか、特別議案といたしまして議案

第21号「使用料及び手数料徴収条例の一部を改

正する条例」ほか２件であります。また、その
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他報告事項につきましては、令和７年度総合政

策部組織改正案ほか１件であります。 

 詳細につきましては、後ほど担当課長のほう

から説明させていただきます。 

 私からは、今回の議案のうち、当初予算案の

概要等につきまして説明させていただきます。 

 委員会資料３ページを御覧ください。 

 総合政策部の令和７年度当初予算案でありま

す。 

 まず一般会計でありますが、上の段の一般会

計の表の右下、合計の欄にありますとおり175億

9,764万円で、令和６年度当初予算額と比較しま

して31億1,128万7,000円の減、率にしますと

85％であります。 

 次に、開発事業特別資金特別会計でありま

す。当初予算額は、下の段の左側の表になりま

すが2,108万円であり、令和６年度当初予算額と

比較しまして104万7,000円の増、率にしますと

105.2％であります。 

 この結果、一般会計と特別会計を合わせまし

た総合政策部の令和７年度当初予算額の合計

は、右下の合計の欄にありますとおり176億

1,872万円であり、令和６年度当初予算額と比較

しまして31億1,024万円の減、率にしますと85％

になります。 

 続きまして、４ページを御覧ください。 

 債務負担行為についてであります。 

 表にあります県立芸術劇場大規模改修事業費

について追加をお願いするものでございます。 

 次に、５ページを御覧ください。 

 日本一挑戦プロジェクトの概要につきまし

て、簡単に御説明いたします。 

 資料にありますとおり、今年度、それぞれの

プロジェクトにつきまして本格展開を図ってお

り、子ども・若者プロジェクトでは、結婚支援

コンシェルジュの配置や不登校支援の拠点とな

るコネクトの設置などを行ったところでありま

す。 

 また、グリーン成長プロジェクトでは、宮崎

県再造林推進条例を施行し、全国初となる地域

再造林推進ネットワークを設立したところであ

ります。 

 さらに、スポーツ観光プロジェクトでは、キ

ャンプ総合窓口の開設、競技別誘致部会の設立

に加え、ツール・ド・九州をはじめとする国際

大会・合宿等の誘致などに取り組んでおりま

す。 

 続きまして、６ページを御覧ください。 

 このような中、来年度につきましては、グ

リーン成長プロジェクト及びスポーツ観光プロ

ジェクトにつきましては、これまでの取組の方

向性に沿ってさらに充実を図っていくこととし

ておりますが、少子化、人口減少に歯止めがか

からない中で、子ども・若者プロジェクトにつ

きましては、新たな展開としまして、これまで

の自然減対策に加えまして社会減対策の強化を

図ることとしたところであります。 

 次の７ページを御覧ください。 

 具体的には、来年度から若者・女性を重視し

た人口減少対策の強化としまして、若者・女性

が生き生きと活躍できる環境づくりやＵＩＪ

ターンのさらなる促進を進めることとしてお

り、ページの下には取組の柱を記載しておりま

す。 

 総合政策部で取り組みます事業につきまして

は後ほど御説明いたしますが、県内定着・活躍

促進の機運醸成として、みやざき女性の活躍推

進会議の取組強化、柔軟で多様な働き方ができ

る企業の拡大として、女性に優しい職場環境づ

くりに取り組む企業への支援、若者・女性のチ
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ャレンジ応援として若者のＵＩＪターン就職支

援などを進めることとしております。 

 次の８～11ページは、プロジェクトごとの全

体の事業を参考までにまとめております。 

 ８ページと９ページにかけては、子ども・若

者プロジェクトになりますが、こちらが49事業

の23億2,000万円となっております。 

 また、10ページのグリーン成長プロジェクト

は35事業の15億7,400万円。 

 11ページのスポーツ観光プロジェクトは14事

業の37億1,200万円となっております。 

 最後に、資料12～17ページでございますけれ

ども、令和７年度総合政策部の新規・重点事業

を掲載しておりますので、後ほど御覧いただき

たいと思います。 

 この後、主な事業の詳細につきまして、担当

課長から御説明いたします。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

○川添委員長  概要説明が終了いたしました。 

 審査の進め方でありますが、予算議案の

み３班に分けて議案等の審査を行い、特別議案

等の審査を行った後に、総括質疑の時間を設け

ることといたします。執行部の皆様の御協力を

よろしくお願いいたします。 

 なお、歳出予算の説明については、重点・新

規事業を中心に簡潔に行い、併せて決算におけ

る指摘要望事項に係る対応状況についても説明

をお願いいたします。 

 まず、第１班として総合政策課、広域連携

課、秘書広報課、統計調査課、総合交通課の審

査を行いますので、順次予算議案の説明をお願

いいたします。 

 なお、委員の質疑は、全ての課の説明が終了

した後にお願いいたします。 

○中村総合政策課長  総合政策課の当初予算案

について御明いたします。 

 常任委員会資料18ページを御覧ください。 

 総合政策課の令和７年度の当初予算は、左か

ら２列目にありますとおり総額で７億4,467万

1,000円であります。内訳は、一般会計が７億

2,359万1,000円、中ほどの開発事業特別資金特

別会計が2,108万円となっております。 

 当初予算の主な内容について御説明いたしま

す。 

 19ページを御覧ください。 

 上から２つ目の（事項）連絡調整費1,714万

9,000円は、部の連絡調整や新たな政策立案のた

めの政策調整研究などに要する経費でありま

す。 

 次の（事項）総合企画調整費192万3,000円

は、国への提案要望活動などに要する経費であ

ります。 

 その次の（事項）県外事務所費8,809万5,000

円は、東京、大阪及び福岡の３つの県外事務所

の運営や事務所の維持管理等に要する経費であ

ります。 

 次に２つ下の（事項）県計画総合推進費1,931

万円であります。これは、県総合計画の推進及

び政策課題に関する調査・検討等に要する経費

であります。 

 主なものでありますが、説明欄２の総合計画

等推進費1,321万4,000円については、政策評価

や県総合計画審議会の開催、アクションプラン

の重点施策を推進するために要する経費であり

ます。 

 続きまして、20ページを御覧ください。 

 開発事業特別資金特別会計についてでありま

す。下段の（事項）繰出金2,082万3,000円につ

きましては、商工観光労働部及び農政水産部が

所管する新エネルギー分野の事業を実施するた
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めに一般会計に繰り出すものであります。 

 当初予算についての説明は以上であります。 

 続きまして、21ページを御覧ください。 

 決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状

況について御説明いたします。 

 個別指摘要望事項につきましては、①開発事

業特別資金特別会計について、適正な資金規模

等をしっかりと検討した上で、引き続き、資金

の趣旨に沿った事業への効果的な活用を図るこ

とであります。 

 この特別会計につきましては、使途や積立金

の規模などを審議会に都度諮りながら運用して

きておりますが、過去の審議会におきまして、

資金の趣旨等を踏まえ、当面は積立金を大きく

取り崩すことなく新エネルギー分野に使用する

という方針が決定され、現在もこの方針に則し

た運用を行っているところであります。 

 今後とも、事業の使途や積立金の規模も含

め、審議会に諮りながら、資金の趣旨に沿った

事業に効果的に活用してまいります。 

○川越広域連携課長  広域連携課の当初予算案

につきまして御説明いたします。 

 常任委員会資料22ページを御覧ください。 

 当課の令和７年度当初予算額は、左から２列

目にありますとおり7,944万円となっておりま

す。 

 当初予算の主な内容について御説明いたしま

す。 

 23ページを御覧ください。 

 上から２つ目の（事項）広域連携推進費1,720

万4,000円は関係自治体及び団体等との広域連携

推進に要する経費であります。 

 説 明 欄 １ 、 全 国 知 事 会 の 1,290 万 6,000

円、２、九州地方知事会の176万4,000円は、各

知事会の負担金や国への提案要望活動などに要

する経費であります。 

 ３の「広域連携推進事業」の253万4,000円

は、日本創生のための将来世代応援知事同盟等

の負担金や国への提案要望活動などに要する経

費であります。 

○伊東秘書広報課長  秘書広報課の当初予算案

について御説明いたします。 

 資料24ページを御覧ください。 

 秘書広報課の令和７年度の当初予算額は、左

から２列目にありますとおり総額で５億7,734万

3,000円であります。 

 それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。 

 25ページを御覧ください。 

 まず、中ほどの（事項）秘書業務費4,958万

2,000円は、知事、副知事の旅費や公用車運行等

の活動経費及び秘書・栄典業務に要する経費で

あります。 

 次に、その下の（事項）広報活動費２億5,733

万円であります。 

 まず、説明欄１の「印刷広報事業」は、県の

広報紙である県広報みやざきを年６回作成し、

市町村の自治会などを通じて県民の皆様に配布

するものであります。 

 次に、２の「新聞広報事業」は、新聞の紙面

を使用して、毎月２回の県政けいじばんや随時

の広告を掲載し、広く県民の皆様に県政に関す

る情報提供を行うものであります。 

 ３の「テレビ・ラジオ放送事業」は、テレ

ビ２局とラジオ２局で県政番組を制作、放送す

るものであります。 

 ４の「県ホームページ情報発信事業」及び

５の「県ホームページ魅力発信・充実強化事

業」は、県ホームページ運営に係るヘルプデス

クの設置やホームページの充実などにより、利
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用者にとって分かりやすく使いやすいものとな

るよう工夫しながら情報発信を行うものであり

ます。 

 ６の「広報活動事業」は、取材や番組ロケな

ど各種広報活動等の広報体制の充実を図るもの

であります。 

 ８の「ＳＮＳを活用したみやざきの魅力発信

事業」は、食や観光などの本県の魅力を伝える

動画を定期的に制作し、県公式ユーチューブや

ＬＩＮＥ等のＳＮＳを活用し、県内外の様々な

方に積極的に情報発信を行うものであります。 

 ９の「みやざき魅力発信プロジェクト事業」

は、ＳＮＳ利用者の年齢などを条件に設定した

的を絞ったＳＮＳ広告等を行い、本県の様々な

魅力を伝えたい相手に、より効果的に情報を発

信するものであります。 

 次に、その下の（事項）広聴活動費1,572万

9,000円であります。これは県民の皆様の御意見

をお聴きし県政に反映させるために、知事との

本音トークや電話・メール等によります県民の

声事業など、広聴体制の充実を図るための経費

であります。 

 最後に、一番下の（事項）県政相談費2,019万

2,000円であります。これは、県庁本館１階の県

民室のほか、各総合庁舎や西臼杵支庁に10か所

設置しております県政相談室の運営などの経費

であります。 

○伊福統計調査課長  統計調査課の当初予算案

につきまして御説明いたします。 

 総務政策常任委員会資料の26ページを御覧く

ださい。 

 統計調査課の令和７年度当初予算額は、この

表の一番上、左から２列目にありますとおり

９億587万円となっております。 

 当初予算の主な内容につきまして御説明いた

します。 

 27ページを御覧ください。 

 上から２つ目の（目）委託統計費につきまし

ては、家計の収支や消費の実態等を把握する家

計調査や毎月の物価の動向や地域間の物価の違

いを把握する小売物価統計調査、就業・不就業

の状態を把握する労働力調査など、国の各種統

計調査の実施に要する経費や、職員の研修等に

要する経費を計上しておりますが、これらは全

て国からの委託事業であります。 

 このうち主な事業について御説明いたしま

す。 

 一番下の（事項）国勢調査費６億4,375万

7,000円であります。これは、令和７年10月１日

現在を調査期日として実施する国勢調査に要す

る経費であります。この調査は、５年ごとに実

施される周期調査で、人口、世帯数をはじめ、

男女別・産業別等の人口や世帯の構成等を明ら

かにすることを目的としており、我が国の最も

重要な統計調査に位置づけられております。調

査結果は、国や地方公共団体において、少子高

齢化対策や防災計画の策定など、行政施策の基

礎資料として幅広く利用されております。 

○河村総合交通課長  総合交通課の当初予算に

ついて御説明いたします。 

 常任委員会資料29ページを御覧ください。 

 総合交通課の令和７年度の当初予算額は、左

から２列目にありますように、総額で17億3,212

万7,000円となっております。 

 次に、その主な内容について御説明さしあげ

ます。 

 30ページを御覧ください。 

 まず上から２段目の（事項）広域交通ネット

ワーク推進費が１億1,392万2,000円でございま

す。 
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 説明欄５の「モーダルシフトによる「物流の

2024年問題」対策強化事業」9,195万3,000円に

つきまして、モーダルシフト促進のための支援

や物流の2024年問題の啓発事業などに引き続き

取り組むとともに、トラック輸送の効率化を図

るため業務の自動化や機械化等を進める運送事

業者を支援するものになっております。 

 説明欄６の新規事業「新幹線整備機運醸成事

業」につきましては、後ほど詳細を御説明いた

します。 

 次に、（事項）地域交通ネットワーク推進費

が９億8,546万6,000円でございます。 

 このうち、説明欄の１、「地方バス路線等運

行維持対策事業」７億3,426万8,000円のうち、

（１）「バス路線運行維持対策事業」は、地域

住民の生活に必要な地域間幹線バス路線の維持

を図るため、国と協調し運行費を補助するもの

でございます。 

 また、（３）「宮崎県バスネットワーク最適

化支援事業」は、こちらも地域間幹線バス路線

等の広域的なバス路線を将来にわたり持続可能

なものとするため、市町村や事業者等の協議に

基づきまして、バス車両の小型化を支援するな

ど利用実態に即した運行形態への転換等を支援

するものでございます。 

 （４）「広域的移動手段確保支援事業」は、

市町村が主体となって運行するバス路線のう

ち、複数市町村間を結ぶ広域的な路線の維持を

図るため、運行費の補助を行うものでございま

す。 

 説明欄８の改善事業「官民連携鉄道利用支援

事業」につきましては、後ほど詳細を説明いた

します。 

 次に、（事項）航空交通ネットワーク推進費

が３億3,533万4,000円でございます。 

 説明欄の１、「「みやざきの空」航空ネット

ワーク再生事業」３億3,340万9,000円につきま

しては、国際定期便を運行する航空会社に対す

る運航経費の一部支援、また国内外の航空会社

等と連携した利用促進、国際線を利用する県民

を対象といたしましたパスポート取得支援、ア

ウトバウンド拡大キャンペーンなどを実施いた

しまして、航空ネットワークの再生・維持を図

るものとなっております。 

 続きまして、新規・改善事業について説明い

たします。 

 31ページを御覧ください。 

 新規事業「新幹線整備機運醸成事業」でござ

います。 

 予算額は1,208万8,000円、財源は一般財源と

なっております。 

 新幹線の本県の独自調査につきましては、昨

年12月の総務政策常任委員会の場で御説明させ

ていただきましたが、その際、経済効果の算定

やさらなる情報提供について御指摘をいただい

たところでございます。それらも踏まえまし

て、新幹線整備に向けた機運醸成の強化を図っ

ていきたいと考えております。 

 事業内容でございますが、まず、（１）事業

内容の①活動強化事業といたしまして、新幹線

開業に伴う経済効果の算定を行うなど、整備実

現に向けた活動を強化し、機運を高めていきた

いと考えております。 

 また、②機運醸成事業といたしまして、新幹

線整備に関する県民の関心を高めるために、今

年度に引き続き講演会等を実施したいと考えて

おります。 

 成果指標ですが、県民向け講演会参加者数250

人という形で書いておりますが、本年度の会場

が満席になった場合の数を設定しております。
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多くの県民等に参加していただきまして、本県

における新幹線整備に向けた議論の活性化や機

運醸成に努めていきたいと考えております。 

 事業の期間につきましては、令和８年度まで

の２か年事業とさせていただきました。 

 次に、32ページ目を御覧ください。 

 改善事業「官民連携鉄道利用支援事業」でご

ざいます。 

 予算額は417万1,000円、財源は宮崎再生基金

でございます。 

 まず、事業の目的でございますが、新型コロ

ナの影響等もありまして、利用者が減少してお

ります吉都線及び日南線につきまして、地域と

連携して事業の回復や新たな事業の掘り起こし

を図ることで利用者の増加を図るとともに、将

来にわたる路線の維持を目指すものでございま

す。 

 事業の概要を御覧ください。 

 （１）事業内容でございますが、①ＪＲ吉都

線につきましては、イに記載のとおり、これま

でも通勤利用を促す観点から、沿線の企業に勤

める方の通勤定期の購入について費用の一部を

支援していたところでございますけれども、令

和６年度の支援実施の見込みが１名と、利用が

なかなかされていない状況でございました。そ

のため、公共交通の利用の乗車機会を創出し、

日常利用へとつなげていく観点から、こちらに

アとウの内容を新たに追加して改善事業とさせ

ていただいたものでございます。 

 具体的には、アのモニター事業では、通勤・

通学で吉都線を現在利用していない方を対象

に、１か月定期券に係る費用を全額補助するよ

うな形で、その後の定期利用を促していきたい

と考えております。 

 加えて、ウに記載のとおり、イベントと連携

した割引切符の造成などを通じて、鉄道利用を

促していきたいと考えております。 

 また、②ＪＲ日南線につきましては、今年度

同様に沿線の各種イベントと連携した割引切符

の造成等を支援いたします。 

 （３）成果指標といたしましては、平均通過

人員をＪＲ吉都線につきましては約50名、ＪＲ

日南線については約20名、それぞれ増加させる

こととしております。 

 事業期間は、令和７年度の単年度となってお

ります。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。 

 予算議案について質疑はございませんか。 

○黒岩委員  重黒木部長になるかもしれません

が、３つの日本一挑戦プロジェクトの総額の予

算を見ると、一番少ないのがグリーン成長の15

億円ほど、スポーツ観光になりますと倍の37.1

億円ということで、プロジェクトごとにばらつ

きがあります。必要な事業を積み上げた結果な

のか、部長としてこのあたりはどうお考えでし

ょうか。 

○重黒木総合政策部長  日本一挑戦プロジェク

トにつきましては、関係各部と話をしながら来

年度必要な予算を積み上げてきたところでござ

います。財源につきましては日本一挑戦基金が

ございますけれども、プロジェクトが終わった

後も引き続き継続しなければいけない事業等も

ございますので、基金にこだわらず、一般財

源、国庫支出金等も含めて財源確保を図りなが

ら、必要な事業の積み上げを行った結果という

ことでございます。 

 スポーツ観光につきましては、どうしても

ハード整備が伴う関係もございまして、額とし

ては大きくなっていると認識しております。 
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○山口副委員長  資料21ページの開発事業特別

資金特別会計についての対応ですけれども、

「過去の審議会において」というところが出て

いると思いますが、過去の審議会というのはい

つの審議会でしょうか。 

○中村総合政策課長  ここで記載させていただ

いている方針決定された審議会というのは平成

28年の審議会でございます。そのときに資金の

残高がかなり少なくなってきた状況を踏まえ

て、こういった方針が決定されたものでござい

ます。 

○山口副委員長  その後、資金の残高は増加傾

向にあると認識していますが、そこは間違いな

いでしょうか。 

○中村総合政策課長  御指摘のとおりでござい

まして、平成28年度に積立金が２億円を下回る

ような状況になりましたが、そこから徐々に九

州電力の経営状況も改善してまいりまして、今

年度末の残高の見込みとしまして2.9億円ほどに

増えてきている状況でございます。 

○山口副委員長  そうした状況を踏まえて、決

算特別委員会分科会において、適正な資金規模

等をしっかりと検討した上でというのは、資金

の取崩しの規模というか、２億円云々というこ

とではないのですが、資金の残高がだんだん増

えてきているので、そこあたりはもう少し崩し

てもいいじゃないかと、２億円からどんどん増

えていっているので、そこをもう少し考えたほ

うがいいのではないかと、これからどんどん増

えていくだけですよねという趣旨で意見として

入れたつもりでした。 

この対応となってくると、「大きく取り崩す

ことなく」という言葉がずっと残ってくるの

で、永遠に積み上がっていってしまうと認識し

てしまうのですが、このあたりはきちんと対応

いただけるのでしょうか。検討するというとこ

ろについては対応いただけるということでいい

でしょうか。少し趣旨と違う気がしています。 

○中村総合政策課長  御指摘のとおり、残高に

ついては、一番積立金が少なくなった時点から

比較しますと増えてはきている状況ではありま

す。積立金の額が一番多かったときが平成22年

ですけれども、当時が約５億6,000万円あったと

いう状況もございますので、それから比較しま

すと、積立金の残高が十分なのかどうかという

ことは、私どもも適正規模が明確に判断できる

状況にはないのではないかと思っております。

当然この資金の性格や設置された経緯というこ

ともございますので、そういったところもしっ

かり踏まえながら、加えて、新エネルギーの分

野についても、燃油高騰であるとか国際情勢の

不安定化などの様々な状況がございます。 

使い道についても、どういう分野で資金を有

効に活用していけばいいのかということはしっ

かり議論する必要があろうかと思っておりま

す。いずれにしましても、そういったことも含

めて審議会にしっかりお諮りしながら適切に運

用してまいりたいと考えております。 

○山口副委員長  総合交通課の（事項）地域交

通ネットワークの推進費に「公共交通事業者等

特別利子補給事業」というのが入っているかと

思います。これはコロナ禍でつくられた事業な

のかなという認識ですが、事業期間はもともと

どれくらいを想定されていたのでしょうか。 

○河村総合交通課長  事業期間については、確

認してお答えいたします。 

○山口副委員長  分かり次第委員会中に答えて

いただきたいと思います。 

資料32ページですが、「官民連携鉄道利用支

援事業」が、新しく吉都線関係で出てきたと思
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います。先ほどの総務部の審査で、通勤手当が

８万5,000円から15万円に上がりますという給料

の関係が出てきましたが、職員の出退勤におい

て吉都線は利用されているのでしょうか。 

たしか日南市とかでは、出張などで宮崎市に

行くときに職員は積極的に日南線を使いましょ

うといったキャンペーンをやっていた記憶があ

り、トップを中心にそういうことをされていた

という印象を持っています。例えば、県職員の

皆さんが日南市に行かなくちゃいけないとか、

日南市在住はきちんと日南線を使っているのか

を知りたいと思いますが、どのような認識をさ

れているのか教えていただけますか。 

○河村総合交通課長  数字として把握している

ものはなくて、我々もできる限りは使いたいと

思っています。実際、通勤で吉都線等を使って

いる方もいらっしゃいます。 

私自身、時間が合えば当然ながらＪＲで行く

こともありますが、打合せの時間がなかなか合

わないときはどうしても車になってしまったり

することもあるので、呼びかけという点では、

まだ私自身も不十分だとは思っております。 

○山口副委員長  使ってください。 

○黒岩委員  山口副委員長の質問に関連します

けれども、私は朝に日南市の中心部でよく立っ

ているんですが、県職員の方のＪＲの利用はや

はり減っています。高速道路ができたことで通

勤は自家用車のほうが便利になったということ

がありまして、ＪＲを使いなさいということは

なかなか言えないのだろうと思います。 

今回の対策事業にしても、ＪＲ日南線では、

イベント列車とかがありますけれども、これは

ずっと前からやっていることです。もう少し何

か新しいアイデアが欲しいなというところはあ

ります。 

高校が独自に串間市から通学用のバスを走ら

せていますが、こういったものについてはＪＲ

に替えてもらえないかとか、もう少し地元と連

携して、新しいアイデアの取組もやっていただ

きたいなと思います。もう少しやる気を見せて

いただくというか、そういうところを期待した

いと思います。これは要望でございます。 

○河村総合交通課長  先ほどの利子補給の関係

ですけれども、事業自体は令和７年度で終わる

予定になっております。 

○山口副委員長  もともと新規事業として上げ

てきたときは、令和６年度終了とかではなかっ

たでしょうか。ホームページを追っていたら令

和６年度と出てきたので、令和７年度があるの

が不思議だなって感じたところでした。そのあ

たりについて教えてください。 

○河村総合交通課長  令和２年度の借入分と令

和３年度の借入分に対してそれぞれ出していま

して、令和６年度で終了したのは令和２年度の

借入分でございました。令和３年度に借り入れ

た分の利子補給分が令和７年度までありますの

で、それについて来年度措置をして終了という

形になっています。 

○山口副委員長  県の令和３年度の事業説明の

資料だと思いますが、事業期間が令和２～６年

度と出てきました。それは貸付期間だけじゃな

くて返還期間も込みでやっている。貸付自体は

令和２年度と令和３年度だけで、令和４～６年

度は返還だけで貸付していない。 

いつ新規事業として提案されていて、そのと

きの事業期間がいつだったのかというところを

教えてもらえればシンプルなのですが、それが

令和７年度までということであれば、私が見て

いた資料は違うということで納得できます。令

和７年度までとして既に説明されていらっしゃ
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るのか、そうじゃないのかを教えていただけま

すか。 

○河村総合交通課長  整理してお答えいたしま

す。 

○丸山委員  今年の国勢調査は10月に予定され

ています。毎回ですが、調査員が本当に確保で

きるのかという部分がありますけれども、今回

は大丈夫なのか、どういう対応をされていこう

という考えかを教えてください。 

○伊福統計調査課長  統計調査員の確保の件か

と思いますけれども、前回の令和２年度の調査

では全県下で5,149名の統計調査員を任用して調

査に当たっていただきました。来年度の令和

７年度調査につきましても5,000～6,000人弱の

統計調査員を配置して調査に当たっていただく

ということを考えております。 

 ただ課題もありまして、民間の調査員を確保

することが全国的に非常に難しい状況になって

おります。例えば、令和２年度の調査では、先

ほどの5,149名のうちの51.3％について市町村職

員にお願いせざるを得なかったという状況で、

全国的にこのような状況が続いております。確

保につきましては厳しい状況が続くと思います

けれども、市町村と連携して広報活動等を行い

まして確保に万全を期していきたいと考えてお

ります。 

○丸山委員  今の説明によりますと、５割以上

が市町村職員の対応となっていて、恐らくそう

いう傾向が強まっていくのではないか、人手不

足なりいろんなところが出てきていますので、

早め早めに対応しないとかなり厳しくなってい

くのではないかと見ています。 

貴重な国勢調査でありますので、遺漏がない

ようにしっかりとしていただきたいと思ってい

ます。マンションができてなかなか調査しづら

かったり、社会的情勢も変わってきていると思

っていますので、それに対応してどのように続

けていくのかということも国としっかり議論し

ないといけないと思っております。これが未来

永劫続くのか、少し心配な面もあります。そう

いった議論はまだしていないということでよろ

しいでしょうか。 

○伊福統計調査課長  このまま統計調査員を介

した調査でやっていけるのかというところにつ

きましては、大勢の統計調査員を動員させると

いうやり方自体がこの時代にそぐわないのでは

ないかと、限界にきているのではないかという

ところは全国的にも問題になっております。そ

れにつきましては、都道府県の統計主管課で組

織しています連絡協議会で議論いたしまして、

国に対して抜本的な見直しを行っていただきた

いということを近年継続して要望しているとこ

ろでございます。 

 来年度の国勢調査につきましてはこれまでと

同様の調査を行うということになっておりまし

て、調査員の確保につきましては、既に２月ぐ

らいから市町村と連携して早めに広報活動を行

っております。 

○黒岩委員  関連しまして、特殊詐欺などを警

戒して調査を拒否される方でありますとか、一

方で国勢調査に便乗してそういった犯罪が増え

てくるのではないかというところも危惧されま

すが、そういったものへの対策は何か議論され

ていらっしゃるのでしょうか。 

○伊福統計調査課長  国勢調査とか行政機関が

行う統計調査であるような紛らわしい表現や説

明をして世帯から個人情報を搾取するというよ

うな行為である、かたり調査への対応になるか

と思います。かたり調査というのは、統計調査

の実施を妨げるだけでなく、詐欺やその他の犯
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罪にもつながりかねませんので、県におきまし

ても、国勢調査の周知活動に加えて、ホーム

ページや公式ＳＮＳなどを利用して随時注意喚

起を行っております。市町村におきましても、

同様の取組を行っていただくよう指導している

ところでございます。 

○黒岩委員  中には調査を拒否される方もいら

っしゃるのではないかと思いますが、そういっ

たところについては何かお考えはあるのでしょ

うか。 

○伊福統計調査課長  国勢調査に関わらず、通

常やっている経常調査でも調査拒否というとこ

ろは多少ございます。それにつきましては、調

査員に丁寧な説明を行っていただくことで理解

していただいて、少しずつでも回収率が上がる

ように調査員の皆さんを通じて行っていただい

ているところでございます。 

○濵砂委員  国勢調査は、令和７年10月１日基

準ということですよね。結果が出てくるのはい

つ頃になるのでしょうか。 

○伊福統計調査課長  結果の公表は、令和８年

５月までに、まず人口速報が公表される予定に

なっています。それ以降順次確報という形で細

かく公表されていくことになっております。 

○濵砂委員  これを基準にして、いろいろなも

のが見直しされていきますよね。令和８年５月

ということは、確定した時点で、端的に身近な

ものとしては我々の選挙区の見直し等もここに

関わってきます。来年５月となると、令和９年

には見直しはできないということですね。いろ

いろなものが国勢調査の結果を基準にしていま

すが、最初の起こりは明治時代からでしょう

か。 

○伊福統計調査課長  国勢調査の起こりは、大

正９年──1920年になります。それから５年ご

とに実施されていまして、今回が22回目の調査

ということになります。 

 補足ですが、先ほど調査の利用につきまして

は福祉関係とか災害関係と言いましたけれど

も、委員がおっしゃられたとおり、国勢調査の

結果というのは衆議院の小選挙区の改定とか地

方交付税の算定、将来人口の推計など非常に重

要なところで活用されております。 

○濵砂委員  いろいろな現在の情勢を考えると

調べるのが厳しいところもあるかもしれません

が、大事なところですから、しっかり対応して

いくべきだと思います。よろしくお願いしま

す。 

○山口副委員長  先ほどの利子補給については

補正をかけているからでしょうか。当初の終期

は令和６年度だけれども、その後の補正で令和

７年度のものが債務負担行為で出ているから、

その分が今年度は上がっているという理解をし

ておけばよろしいですか。 

○河村総合交通課長  御指摘のとおりでござい

まして、その後の補正で令和３～７年度として

おります。恐らく当初は令和２年度だけにして

いたところですけれども、新型コロナの状況が

当時読めなかったというところもありますし、

令和３年度についても影響が大きかったもので

すから、そこについても拡大して、５年分の利

子補給ということで令和７年度までになったと

確認しております。 

○丸山委員  資料30ページの（事項）広域交通

ネットワーク推進費の「モーダルシフトによる

「物流の2024年問題」対策強化事業」につい

て、具体的には何をしてどのような結果を出そ

うとしているのか、改めて教えていただくとあ

りがたいと思っています。 

○河村総合交通課長  事業の内容としては昨年
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度からの引き続きになっております。具体的に

は、モーダルシフトに対する支援と啓発活動、

あるいは業務の効率化というところで予算を組

んでおります。あとは下り荷に対する支援とな

っております。 

我々としても課題として感じているのは、先

日の補正の際にも申し上げましたけれども、

モーダルシフトの部分も、想定したよりは県内

の利用台数が想定よりは少なかったということ

で、やはり閑散期の分散が研究として必要だな

と思っております。あとは下り荷も改善の余地

があると思います。実証もいろいろな主体にや

っていただいているので、そういったところの

成果をヒアリングして、行政として何ができる

かというところはてこ入れをしたいと思ってい

ます。 

あとは価格の転嫁についても、なかなか県単

独でやることは難しいところはありますが、研

究を図っていきたいと思っています。 

○丸山委員  9,000万円を超すお金を入れていて

累積の金額はものすごいことになっているわり

には、なかなか効果が出ていないような気がし

ています。費用便益比（Ｂ／Ｃ）からすると本

当に何のためにやっているのかなと思ったり、

補正のときに言いましたが、物価高騰の対策が

あったから燃料代が出ましたけれども、出なけ

れば本当にカーフェリーなり含めて非常に厳し

い問題だと認識している中、コストとして荷主

に対してしっかりお願いできる体制も整えない

といけないのに、このあたりが永遠の課題とな

っています。 

宮崎県が輸送農業地帯として、ここを変える

ためにクリアすべき大きな問題と分かりつつも

答えが出ていない状況が続いております。物流

の2024年問題対策と言いながらも2025年になっ

てしまっていることに、何なのかなと思ってし

まっています。帰り荷の問題を含めて永遠の課

題ですけれども、何か悔しいなと思っていて、

新たな発想が出ないと多分変わらないのではな

いかと思っていますので、ぜひ今年こそはしっ

かり取り組んでいただきたいと思っています。

意気込みを改めてお答えください。 

○河村総合交通課長  下り荷に対する取組も

徐々に始まっていますので、そういったものを

参考に何かできないかというのを考えたいと思

っています。 

価格転嫁は県単独でやるのもなかなか難しい

問題だなと、この一年やってきて感じていると

ころではございます。実際様々な国の制度もあ

りますが、強制力のある形ではなく十分ではな

かったというのを事業者からも聞いています。

また、下請法の改正を国のほうで検討されてい

ますが、もともと荷主とトラック事業者の関係

は下請法の対象ではなかったので、対象になれ

ばコントロールもよりしやすくなるのかなと思

っています。そういった動きも見ながら頑張っ

ていきたいと思っています。 

○丸山委員  ぜひよろしくお願いしたいと思い

ます。 

 あと、「新幹線整備機運醸成事業」について

ですけれども、新幹線開業に伴う経済効果を算

定すると書いてありますが、どこに駅を造るの

でしょうか。例えば、延岡市に造るのか宮崎市

に造るのかというのがあると思います。新八代

ルートだったら小林市に造るのか都城市に造る

のかといったことがあるので、経済波及効果の

算定は、ある程度は駅の位置もイメージしない

とできないのではないかと思っています。どう

いった想定をしながら経済波及効果を出そうと

しているのか教えていただけるとありがたいと
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思います。 

○河村総合交通課長  具体例をお話しすると、

今年度の調査においても現状の流動からある程

度需要を算出しています。その際に行ったの

は、具体にこの位置というところまで特定はせ

ずとも、県北や宮崎市周辺とか、ブロック単位

で流動がある程度分かってくるものなので、そ

れぐらいの単位で設定しています。宮崎県内だ

と、県北と県央と県西・県南に３駅くらい置く

ような形でやっていますので、恐らくこの調査

もそれぐらいのベースで設定して議論していく

ものと思っているところでございます。 

○丸山委員  今後、３ブロックに駅ができると

いうのを明示しながら、どういった経済効果が

あるかを３路線ごとに出すというイメージなの

でしょうか。それで優劣といいますか、この

ルートはかなり経済波及が大きいですよねとい

うのが出てきて、最終的には判断をしないと、

ただ単に研究なり調査だけやっても全く新幹線

は進まないと思います。政治家というのは判断

しないといけないときがありますから、最終的

には知事を含めて判断しないと前に進まないと

思っています。 

やらないという判断もあるだろうし、やると

いう判断をしたらどのルートにするのかという

ことも含めて進めないといけないと思っていま

す。やるのかどうか判断するような調査にして

ほしいと思っていますが、そこまで踏み込んだ

ことが多分言えないだろうと思いつつも、でき

れば言えるような形の調査なり機運醸成につな

げていただきたいと思っていますので、意気込

みも含めてお伺いしたいと思います。 

○河村総合交通課長  従前から、日豊本線ルー

トについては、４県１市で要望していきますと

いうところで答弁させていただいております。

その姿勢というのは今後も変わらないだろうと

思っていますし、そこを選ぶに当たっても、議

論を尽くしたという形でこういった経済効果も

含めて県民に情報を提示するということが必要

だと思っていますので、そういった観点でやら

せていただいているところでございます。 

 鹿児島中央先行ルートというのはある意味日

豊本線ルートの一部区間の話ですので、中心と

しては日豊本線ルートを通った場合、新八代

ルートを通った場合の２パターンについて、観

光客がどれくらい増えるかとか経済波及効果が

具体的にどれくらい発生するのかをお示しでき

ればと思っています。今年度やったＢ／Ｃの調

査は一般の方にするとなじみづらいところがあ

ると思います。より生活に身近な形でお示しで

きるのが理想としてありますので、そういった

形でやっていきたいと思っています。 

○丸山委員  いずれにせよ、判断できるような

ことを進めていただくとありがたいと思ってい

ます。 

○黒岩委員  今の御答弁で確認ですけれども、

鹿児島中央先行ルートについては、経済効果の

検証をしないということでしょうか。 

○河村総合交通課長  先行開業した場合のみを

切り取っての調査は想定しておりません。あく

まで日豊本線ルートの一部区間が先行してでき

た場合のケースなので、基本的には２パターン

で十分と考えています。 

○黒岩委員  既存の在来線はありますけれど

も、新幹線が鹿児島県から宮崎県まで来ること

について、時間的な短縮などもありますから、

経済効果は出てくると思います。やらない理由

が少し分からないところです。 

○河村総合交通課長  あくまで日豊本線ルート

の一部であって、そこに含まれますので、別立
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ちしてそこだけやることは考えていないという

ことでございます。 

○黒岩委員  ということは、日豊本線ルートの

中に鹿児島中央先行ルートも入っているという

ことですか。 

○河村総合交通課長  おっしゃるとおりでござ

います。先行ルートとした場合も将来的には全

線目指していくことになります。 

○黒岩委員  少し悩ましいところがありまし

て、県民向けには３パターンのルートを示して

いきますが、一方で国に要望する際には、こ

の３ルートの話はしないわけですよね。あくま

でも基本計画路線を整備計画路線に格上げして

くれといった要望になるということで理解して

いいのでしょうか。 

○河村総合交通課長  基本計画路線の格上げを

現状求めているという状況です。 

○黒岩委員  令和７年度の取組がありますけれ

ども、令和８年度以降どうやって取り組んでい

くのかについても非常に悩ましいところはあり

ます。そういう将来ビジョン、県民向けの意識

醸成の仕方といったところをどう持っていこう

と想定されていますか。 

○河村総合交通課長  今年度新幹線の調査を出

させていただいて、メディアを含めて非常に関

心をいただいて取材も受けております。ただ、

前向きな反応も多いところではあり、シンポジ

ウムもさせていただきましたが、ある程度関心

を持っている方は自分で情報を取ってくるとこ

ろがありますので、それ以外の受け身になって

いる方も含めて知ってもらうということが大事

だと思います。 

４県１市の東九州新幹線鉄道建設促進期成会

ではロゴマークもつくろうとしておりますし、

今回の新規事業でノベルティー等の作成も予定

していますので、それを配る形で知らない層に

少しでも関心を持っていただくところが必要だ

と思います。それに加えて、経済界含めて業界

の人たちにも関心を持ってもらうことも重要な

ので、期成会も交えてやろうとしているのは、

まさにそこが狙いとしてあるところでございま

す。 

○坂本委員  最初に部長から御説明がありまし

たところお伺いします。日本一挑戦プロジェク

トの中で、子ども・若者プロジェクトの新しい

展開を御説明いただきましたけれども、今年度

日本一挑戦プロジェクトが発表されて、次年度

に新しい展開を打っていくという非常に重要な

ところだと思います。若者や女性を重視した人

口減少対策の強化をうたっていまして、今の課

題について対策を強化していくという御説明で

した。前提となる若者、それから女性もそうで

しょうけれども、しっかり実態の把握調査が必

要ではないかということで、先日の質問の中で

も部長に、「意見交換等してしっかり把握して

いるところです」と御答弁いただいておりま

す。 

参考のためにというか、資料に出ているとこ

ろだけで申し上げますけれども、先日御紹介し

ました北九州市の取組の中で、10代後半～29歳

の世代の方たちについて１年間調査して、承認

欲求が強い、他人の評価が気になる、多様性や

自分らしさを重視する、社会課題への関心は高

い一方で、横並び意識が強く目立ちたがらない

という特徴があったということでした。この世

代の方は、先生に「どうかみんなの前で褒めな

いでください」と言うらしいです。いいことは

やりたいけれども目立ちたくないという性質な

んです。私にも同じ世代の息子と娘がいますか

らよく分かります。 
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そういう視点で今の若者たちを見たときに、

資料８ページの─総合政策部の施策ではあり

ませんけれども、「出会い・結婚支援の充実強

化」の４番目に、県内と県外の独身者をつなぐ

婚活イベントとあります。我々の世代でこうい

うことを聞くと大体こういうことをやるんだろ

うと想像がつきますが、ここに書いてあるのが

カーフェリー等を利用した婚活ツアーの開催で

あります。福祉保健部でやっている事業ですけ

れども、やはり想像どおりというか、神戸市に

集まって船に乗って交流して、宮崎市に着いて

一緒にスーパーへ食材の買い出しに行ってバー

ベキューをやって、イチゴ狩りもやって宮崎空

港でマッチングするという内容です。これでい

いのですが、男女合わせて30人で３回やるとい

うことで、90人の参加を想定しています。目標

がマッチング率30％ということで、30人……。 

○川添委員長  皆さんにお諮りいたします。 

本日の日程は午後４時までとなっております

が、質疑までということでよろしいでしょう

か。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのようにいたしま

す。 

○坂本委員  それで、恐らくこれは30人なので

15組できることを指標としてやる。これは1,000

万円かけてやるのですが、本当に妥当な施策な

のかという疑問があります。こういった県で最

重要テーマとして取り組んでいる施策を部局間

またがってしっかり横串刺して、こうしたほう

がいい、ああしたほうがいいといった政策の調

整が必要ではないかと思いますが、いかがでし

ょうか。 

○重黒木総合政策部長  おっしゃるとおりでご

ざいます。総合政策部のほうで福祉保健部とは

来年度の新規事業に向けて夏ぐらいからずっと

協議を重ねて、全体としてどのように進めてい

くのか議論してきたところです。そういった中

でこういった婚活イベントも含めて、非常に厳

しい状況にありますので、事業効果をもちろん

しっかり考えながらいろいろなことをやってい

かなければいけないという話をしたところでし

た。 

私も福祉保健部にいましたが、婚活イベント

は以前からやってきたところでございますけれ

ども、おっしゃるとおり若い世代の方々はあま

り目立ちたくないというのがございます。以前

は非常に大規模な婚活イベントを町なかや中山

間地域でやったりしていましたが、そういうも

のは行きにくいというお言葉を大分いただいた

ところでございます。 

今回のカーフェリーにつきましては割と少人

数で、そういったことに興味がある方にしっか

り届くような形で周知を図って、成果が出るよ

うにやりましょうと福祉保健部へ話をしたとこ

ろでございます。個々の事業で全て100％効果が

出るとは思っていませんけれども、複数の事業

を組み合わせることによって全体として少しで

も自然減対策として効果が発揮できるように、

引き続き関係各部と話をしながら進めていきた

いと考えております。 

○川添委員長  ほかございますか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上で第１班の予算

議案の審査を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

   午後４時２分休憩 

───────────────────── 

   午後４時４分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 
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 明日は午前10時から、総合政策部第２班の議

案審査を行いたいと思いますが、いかがでしょ

うか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上で本日の委員会

を終了いたします。 

   午後４時４分散会 
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令和７年３月12日（水曜日） 

───────────────────── 

   午前９時55分再開 

──────────────── 
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  委      員   濵 砂   守 

委員外議員（なし） 

──────────────── 
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  宮崎国スポ・障スポ局 
  次 長 兼   長 倉 正 朋 
  総 務 企 画 課 長 

  競技・式典課長   佐 藤 純一郎 

  施 設 調 整 課 長   財 部 孝 志 
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  会計管理局次長   川 口 千 鶴 
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 議会事務局 
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──────────────── 

事務局職員出席者 

  議事課主査     春 田 拓 志 

  議事課主任主事   上 園 祐 也 

───────────────────── 

○川添委員長  それでは、総合政策部第２班を

始めたいと思います。 

 第２班としまして、中山間・地域政策課、産

業政策課、デジタル推進課の審査を行いますの

で、順次、予算議案の説明をお願いいたしま

す。 

 なお、委員の質疑は、全ての課の説明が終了

した後にお願いいたします。 

○濵川中山間・地域政策課長  中山間・地域政

策課の当初予算について御説明いたします。 

委員会資料33ページを御覧ください。 

 当課の令和７年度当初予算額は、左から２列

目にありますとおり10億6,488万5,000円となっ

ております。 

当初予算の主な内容について御説明いたしま

すので、34ページを御覧ください。 

 まず、上から２番目の（事項）中山間地域振

興対策費の予算額が8,529万1,000円でありま

す。その主な内訳について御説明いたします。 

 説明欄の３、「「地域運営組織」形成促進事

業」5,291万3,000円であります。これは、中山

間地域において、交通・買物・医療・介護な

ど、日常生活の維持・確保に向けた取組を住民

主体で持続的に行う地域運営組織の形成促進の

ため、モデル地域において外部専門家による支

援等を行いますとともに、地域リーダーを育成

するための研修会を実施するものであります。 

 次に、説明欄の５、「地域の力で実現する持

続可能な中山間地域づくり推進事業」1,721万円

であります。これは、地域住民による地域課題

の共有や、課題解決に向けた合意形成を促進す

るためのワークショップを県内３地域で開催す

るほか、地域課題解決に向けた具体的な取組に

要する経費等に対して補助等を行うものであり

ます。 

 続きまして、上から３番目の（事項）地域活

性化促進費の予算額が9,585万3,000円でありま

す。 

 説明欄の２、改善事業「地域づくり人材育

成・ネットワーク強化事業」につきましては、

後ほど御説明いたします。 

 次に、説明欄の４、「未来へつながる地域づ

くり協創支援事業」7,392万8,000円でありま

す。これは、市町村と地域住民等が一体となっ

て取り組む持続的で発展性のある地域づくりの

取組に対して補助を行うものであります。 

 続きまして、下から２番目の（事項）移住・

定住促進費の予算額が５億8,250万円でありま

す。 

 説明欄の１、「宮崎ひなた暮らし移住・定住

促進事業」１億677万6,000円であります。これ

は、宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターを

県内外４か所で運営するとともに、都市部での

移住相談会や本県での暮らしに関する情報発

信、また市町村が行う移住・定住促進に係る取

組等に対しての支援を行うものであります。 

 説明欄２の改善事業「地域おこし協力隊活

動・募集支援事業」と、説明欄５の改善事業

「わくわくひなた暮らし実現応援事業」の

（３）、新規事業「若者ＵＩＪターン促進事

業」につきましては、後ほど御説明いたしま

す。 

 続きまして、一番下の（事項）エネルギー対

策推進費の予算額が１億6,942万8,000円であり

ます。これは、水力発電施設等の所在する市町
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村が実施する地域活性化事業等に対して、国の

交付金を交付するものであります。 

 続きまして、新規改善事業について御説明い

たします。 

36ページを御覧ください。 

 改善事業「地域づくり人材育成・ネットワー

ク強化事業」、予算額は468万6,000円でありま

す。事業の目的は、地域づくり団体ネットワー

クのさらなる強化を図るとともに、学生との連

携による将来を担う若い世代への地域づくり参

加促進と郷土愛醸成を図るものであります。 

 事業の概要欄を御覧ください。まず、先に

（２）事業の仕組みですが、この事業は、県や

県内の地域づくり団体などで構成する宮崎県地

域づくりネットワーク協議会に負担金を支出

し、実施するものです。この地域づくりネット

ワーク協議会は、県内の地域づくり団体相互の

交流を促進し、ネットワークを強化するため、

人材育成、研修交流会、情報提供等を行うこと

で、地域づくり団体の自主的・主体的な活動を

促進する団体です。 

 （１）事業内容にお戻りください。 

 ①地域課題解決モデル事業についてです。ネ

ットワーク協議会は、県内８ブロックに分かれ

て活動を行っており、それぞれのブロック活動

を行う中で、存在する地域課題や市町村が抱え

る地域課題を集約するとともに、地域づくり団

体や学生、市町村を交えたワークショップ等の

開催を通じて、それぞれが有する強み等を発揮

しながら、地域課題の解決に向けた地域づくり

の実践活動を行います。 

 ②地域づくり交流・連携事業としまして、地

域づくり団体や地域づくりに関心のある方々を

対象とした地域づくりフォーラムを実施し、

ホームページやＳＮＳによる情報発信も行いま

す。 

 （３）成果指標としましては、令和９年度ま

でに地域課題解決モデル事業の採択件数を現状

の４件から10件へ、事業に関わる学生の数を45

人としております。 

事業期間は令和９年度までであります。 

 次に、37ページを御覧ください。 

 改善事業「地域おこし協力隊活動・募集支援

事業」、予算額は147万8,000円であります。事

業の目的につきましては、研修会や情報発信に

よる隊員同士のつながり構築に加え、市町村隊

員へのサポート体制等を強化することにより、

隊員の活動充実と任期終了後の定着を図るもの

であります。 

 （１）事業内容につきましては、①現役隊員

の活動をサポートするため、隊員と市町村担当

者を対象とした合同研修会を開催するととも

に、②活動状況等の情報発信・協力隊のＯＢ・

ＯＧによる相談体制を整備いたします。また、

市町村の受入れ体制を強化するため、③市町村

担当者を対象とした募集ノウハウや受入れ支援

の具体的事例を学ぶ講座を開催いたします。 

 （３）成果指標としましては、令和９年度ま

でに市町村担当者向け講座の参加市町村数を26

市町村とするとともに、隊員の任期満了後の定

着率を現状の62％から65％に引き上げることと

しております。 

事業期間は令和９年度までであります。 

 資料38ページを御覧ください。 

 改善事業「わくわくひなた暮らし実現応援事

業」、予算額は３億5,940万円であります。事業

の目的は、移住支援金の支給や地方へ就職する

学生への交通費等の支援により、本県への移住

を促進するとともに、地域の担い手確保や産業

の活性化を図るものであります。 
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 （１）事業内容につきましては、①一定の要

件を満たす県外からの移住者へ支援金の支給を

行う市町村に対して補助を行うもので、東京圏

からの移住者を対象とする国制度分につきまし

ては、世帯100万円、単身60万円を、また、県独

自分につきましては、国制度分の対象外となる

東京圏及び名古屋圏、大阪圏、福岡県からの移

住者を対象に世帯100万円、単身30万円を支給す

ることとしております。さらに、国制度分、県

独自分のいずれも18歳未満の世帯員１人につき

最大100万円を加算することとしております。な

お、この加算額につきましては、県として最大

100万円の枠を設けるもので、加算の有無や加算

額は各市町村において判断することとなりま

す。 

 ②地方へ就職する大学生等へ就職活動に要す

る交通費及び本県への移住に要する移転費の支

給を行う市町村に対して補助を行うものであり

ます。今年度までは就職活動に要する交通費の

みの支給でしたが、国の制度拡充により来年度

からは移転費についても支給を行うとしたもの

です。 

 （３）成果指標としましては、移住支援金を

受給した移住者数を、現状の年248世帯から令和

７～９年度の累計で1,464世帯にするとともに、

本県への移住促進と中小企業等における人手不

足の解消を図ることとしております。 

事業期間は令和９年度までであります。 

 次に39ページを御覧ください。 

 新規事業「若者ＵＩＪターン促進事業」、予

算額は8,125万円であります。事業の目的は、都

市部で早期離職する第２新卒者の本県就業を支

援することにより、若者の県内移住を促進する

とともに、地域の担い手を確保するものであり

ます。 

 （１）事業内容につきまして、①若者応援給

付金支給事業としまして、従来の移住支援金の

対象とならない若者向けの新たな給付金を創設

いたします。 

具体的には、40ページを御覧ください。 

 若者の本県への移住・定住に向けた支援をま

とめております。就職活動から移住・就職をす

るまで、就活・新卒・第２新卒・都市部在住

５年以上と各ステージに合わせた支援を行って

いるところです。右側に従来の移住支援金を記

載しておりますが、都市部在住の期間が５年以

上必要であり、新卒で就職し、数年のうちに離

職・転職する、いわゆる第２新卒と呼ばれる

方々が対象となっていませんでした。今回、こ

れらの若者を県内へ呼び込むため、第２新卒の

枠にありますとおり、「若者ＵＩＪターン促進

事業」として29歳以下を対象に、都市部在住期

間を１年以上に短縮し、30万円を支給するもの

です。 

このような支援体制を構築することで、若者

の本県移住・就職に対して切れ目ない支援がで

きることとなり、若者の本県移住促進につなが

るものと考えております。 

 39ページにお戻りください。 

 事業内容の２つ目は、②ＰＲ強化事業としま

して、この応援給付金の周知を含め、ユーチ

ューブやＳＮＳなどを活用した若者への情報発

信を強化するものです。 

○川添委員長  暫時休憩いたします。 

   午前10時８分休憩 

───────────────────── 

   午前10時９分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 ２名の傍聴の申出がありましたので、これを

認めます。 
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 傍聴される方にお願いいたします。傍聴人

は、受付の際にお渡ししました傍聴人の守るべ

き事項にありますとおり、声を出したり、拍手

をしたりすることはできません。当委員会の審

査を円滑に進めるため、静かに傍聴してくださ

い。また、傍聴に関する指示には速やかに従っ

ていただくようお願いいたします。 

 それでは、説明をお願いします。 

○濵川中山間・地域政策課長  それでは、再び

39ページを御覧ください。 

 （３）成果指標でございますけれども、応援

給付金を受給する移住者数について、令和７～

９年度の累計で1,050人とするとともに、若者の

早期移住と地域の担い手確保を図ることとして

おります。 

事業期間は令和９年度までであります。 

○守部産業政策課長  産業政策課の当初予算に

ついて御説明いたします。 

 資料41ページを御覧ください。 

 当課の令和７年度当初予算は、左から２列目

にありますとおり６億7,925万2,000円となって

おります。 

当初予算の主な内容について御説明いたしま

すので、42ページを御覧ください。 

 まず、上から２番目の（事項）産業政策総合

推進費の予算額が１億5,036万5,000円でありま

す。その主な内訳について御説明いたします。 

 説明欄１の新規事業「みやざきのオーガニッ

ク食品販路拡大事業」につきましては、後ほど

御説明いたします。 

 次に、説明欄２の「食を中心としたみやざき

の魅力発信強化事業」1,552万5,000円でありま

す。これは、本県の食を中心とする様々な魅力

をテレビや雑誌、ＳＮＳ等の様々なメディアを

活用して、県内外へ幅広く発信し、本県の魅力

度向上、ブランド力向上につなげ、食関連産業

の活性化を図るものです。 

 説明欄５の改善事業「海外ＥＣを活用した販

路拡大・定着支援事業」につきましては、後ほ

ど御説明いたします。 

 次に、説明欄８、「フードビジネス支援体制

強化事業」6,257万3,000円であります。これ

は、フードビジネスの総合相談窓口である「み

やざきフードビジネス相談ステーション」を設

置し、フードビジネスに取り組む事業者の商品

開発や販路開拓など、課題解決に向けた支援を

行うものです。 

 続きまして、下から２番目の（事項）みやざ

き地方創生若者定着促進費の予算額が１億4,910

万7,000円であります。 

 主な内訳といたしまして、説明欄１の「みや

ざき産業人財育成プラットフォーム連携強化事

業」1,400万円であります。これは、県内の産学

金労官で構成される産業人材育成プラットフ

ォームの連携を強化し、企業と学生等との交流

機会の創出や、企業のインターンシップの実施

支援等を行うものであります。 

 次に、説明欄２の（２）「奨学金返還支援事

業」3,628万4,000円であります。奨学金返還支

援に賛同する支援企業に就職した若者のうち、

奨学金の返還を行う者に対して返還額の一部を

支援し、産業人材の県内定着を図るものです。 

 説明欄３の改善事業「力強い産業を支える産

業人財育成事業」、説明欄４の新規事業「イン

ターンシップ実施促進事業」、説明欄５の新規

事業「外国人材定着促進支援事業」につきまし

ては、後ほど説明いたします。 

 次に、一番下の（事項）産業デジタル化推進

費の予算額が２億8,147万9,000円であります。

主な内訳といたしましては、説明欄１、「産業
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デジタルリスキリング推進事業」993万1,000円

であります。これは、県内企業における経営

層、リーダー層、一般従業員層のそれぞれに必

要となるデジタルスキル講座を行うものであり

ます。 

 説明欄２の新規事業「産業ＤＸトータルサ

ポート事業」及び説明欄３の改善事業「みやざ

きデジタル人材育成事業」につきましては、後

ほど説明いたします。 

 続きまして、当課の主な新規改善事業につい

て御説明いたします。 

43ページを御覧ください。 

 新規事業「みやざきのオーガニック食品販路

拡大事業」でございます。予算額は1,057万

8,000円であります。 

 事業の目的ですが、今後成長が見込まれる

オーガニック食品市場において、本県の農産物

や加工品の需要拡大のために必要なマーケット

ニーズ調査を実施した上で、マーケットインに

よるオーガニック食品を開発し、県内外に販促

することで県産品の付加価値向上を図るもので

す。 

 事業内容について御説明いたします。 

 まず、オーガニック食品として需要の拡大が

見込まれる本県農産物──ユズやカンショ等を

対象品目としたマーケットニーズ調査等を初年

度に行い、次年度以降にその調査結果を踏まえ

たマーケットインのオーガニック食品の開発、

当該商品の販路開拓やＰＲ等を行うものです。

成果指標としましては、新たに開発されたマー

ケットインのオーガニック食品数を５件として

おります。 

事業期間は令和９年度までであります。 

 次に、44ページを御覧ください。 

 改善事業「海外ＥＣを活用した販路拡大・定

着支援事業」でございます。予算額は1,448万

4,000円であります。 

 事業の目的ですが、ＡＳＥＡＮ地域のＥＣサ

イトでのテスト販売やプロモーション等を連動

して実施し、それにより得られた課題を分析

し、現地ニーズに合わせた商品へブラッシュア

ップすることで、県内事業者の海外ＥＣへの参

入・定着を促すものです。 

 事業内容について御説明いたします。まず、

①海外ＥＣによる販路拡大は、県内事業者向け

に現地の購買動向等を学ぶセミナーを開催する

とともに、ＥＣサイトでのテスト販売、プロ

モーション及びその後の課題分析、ブラッシュ

アップまでを一貫して支援するものです。ま

た、②現地での実店舗における販売支援も併せ

て行うことにより、県内事業者のさらなる海外

ＥＣへの参入・定着を促すものです。 

 成果指標としましては、ＡＳＥＡＮ地域での

販売に初めて取り組む商品数を年間10商品、シ

ンガポールにおける県産食料品・飲料の輸出額

を令和９年までに9,500万円としております。 

事業期間は令和９年度までであります。 

 次に、45ページを御覧ください。 

 改善事業「力強い産業を支える産業人財育成

事業」でございます。予算額は4,206万円であり

ます。 

 事業の目的ですが、ビジネススキルの修得等

をテーマにした講座を実施することで、県内企

業の成長促進や魅力向上を図るものでありま

す。 

 （１）事業内容について御説明いたします。

みやざきビジネスアカデミーとして様々な講座

を実施するもので、経営者、管理者、リーダー

等の各職階に応じた汎用的ビジネススキルを修

得する講座や、若者定着、女性の活躍促進等の
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時代の潮流を踏まえた産業界の課題等をテーマ

とする講座などを実施いたします。 

 成果指標としましては、令和９年度までに講

座の定員充足率を90％、受講後の実践者割合を

80％としております。 

事業期間は令和９年度までであります。 

 次に、46ページを御覧ください。 

 新規事業「インターンシップ実施促進事業」

でございます。予算額は526万円であります。 

 事業の目的ですが、より良質なインターンシ

ップ等を行う企業数を増加させることで、県内

企業の人材確保や定着促進及び魅力向上を図る

ものであります。 

 事業内容について御説明いたします。企業の

人材確保、魅力向上のため、平成30年度に作成

したインターンシップ導入支援ガイドマップに

ついて、新たなインターンシップマニュアルの

改定を行い、産業人財育成プラットフォーム及

び各団体構成員等に対して広く展開するもので

す。 

 成果指標としましては、インターンシップＮ

ＡＶＩへの掲載企業数を200社としております。 

事業期間は令和７年度の単年度事業でござい

ます。 

 次に、47ページを御覧ください。 

 新規事業「外国人材定着促進支援事業」でご

ざいます。予算額は4,140万2,000円です。 

 事業の目的ですが、外国人材に係る企業及び

外国人向けの労働相談窓口設置のほか、企業へ

の伴走支援や費用助成により、中長期的に本県

産業を支える外国人材の定着促進を図るもので

あります。 

 事業内容について御説明いたします。 

まず、①については、企業及び外国人向けの

労働相談窓口の設置運営を行うとともに、出張

相談会を行うものです。 

 次に、②伴走支援等については、受入れを検

討する企業向けのセミナーや受入れ企業との意

見交換会の開催、また、外国人材の安定的な受

入れや定着促進に必要な業務体制の構築等に対

しての伴走支援を行うものです。 

 次に、③費用助成については、企業が実施す

る外国人材の定着促進に資する経費に対して支

援を行うものです。 

 成果指標としましては、外国人雇用事業所数

を現状の1,357所から令和10年10月末までに

2,000所としております。 

事業期間は令和９年度までであります。 

 次に、48ページを御覧ください。 

 今後の外国人材受入れ・定着に係る支援体制

についてお示しした資料であります。これまで

労働関係では、各産業分野における個別の支援

を実施しているほか、生活関係では、みやざき

外国人サポートセンターにおいて外国人住民の

生活面での相談対応を行っているところです

が、労働相談窓口の設置により、今後は在留資

格や個別の産業に限定しない支援体制を構築す

ることで、外国人の暮らしと仕事を総合的に支

援してまいります。 

 次に、49ページを御覧ください。 

 新規事業「産業ＤＸトータルサポート事業」

でございます。予算額は２億4,656万円でありま

す。 

 事業の目的ですが、システム導入前段階にお

ける相談及び導入後のフォロー、ＤＸに関する

勉強会の開催のほか、伴走支援による組織的な

ＤＸ推進に取り組むモデル企業の創出、システ

ム導入経費の補助とＤＸへの準備段階からデジ

タル導入後まで、トータルサポートで県内産業

のＤＸ促進を図るものであります。 
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 事業内容について御説明いたします。 

まず、①については、ＤＸに関する相談窓口

である産業ＤＸサポートセンターの設置・運営

を行うとともに、システム実装企業に対してさ

らなる発展に向けた支援を行うものです。 

 次に、②については、県内事業者向けにＤＸ

に関する先進的な取組事例などの勉強会を開催

するものです。 

 次に、③については、ＤＸ推進に意欲的な企

業等を選定し、推進体制の構築及び戦略策定の

上、策定した戦略に基づく実際の取組まで個別

伴走支援することにより、ＤＸ推進の取組モデ

ルとなる「みやざきＤＸ推進モデル企業」を創

出するものです。 

 次に、④については、ＤＸに向け計画的な取

組によりシステム導入等を行う県内事業者に対

し、計画の第１歩目の導入を支援する導入タイ

プと、既に計画に基づき取組を進めている事業

者のさらなるＤＸに向けた取組発展を支援する

発展タイプに分け、システム導入等に係る費用

を補助するものです。 

 成果指標としましては、本県産業のＤＸ化に

向けた機運の醸成としております。 

事業期間は令和９年度までとしております。 

 次に、50ページを御覧ください。 

 最後に、改善事業「みやざきデジタル人材育

成事業」でございます。予算額は2,498万8,000

円であります。 

 事業の目的ですが、育児等を理由に離職した

方や高校生及び大学生を対象に、ＩＴ技術の習

得から県内企業への就職・定着まで一貫支援す

ることにより、県内で不足するデジタル人材の

供給につなげるものであります。 

 事業内容について御説明いたします。 

まず、①については、ＩＴパスポートレベル

の基礎的なスキルから、基本情報技術者レベル

の実務につながるプログラミング・ネットワー

ク等のスキル習得講座の開催によるデジタル活

用人材の育成を行うもので、育児等を理由に離

職した方や、非正規職員向けのｅラーニングを

活用した講座と、学生向けのオンライン形式を

中心とした講座を実施します。 

 次に、②については、受講者に対するキャリ

アサポートやインターンシップ等の就職支援を

実施するもので、育児中の方も参加しやすいよ

うに、一時託児サービスも利用できるようにい

たします。 

 成果指標としましては、県内ＩＴ企業及び県

内企業ＩＴ関連部署への就職者数を３か年で180

名としております。 

事業期間は令和９年度までであります。 

○福崎デジタル推進課長  デジタル推進課の当

初予算について御説明いたします。 

常任委員会資料51ページを御覧ください。 

 デジタル推進課の令和７年度一般会計当初予

算額は、左から２列目にありますとおり16億

7,541万4,000円をお願いしております。 

 主な内容について御説明いたしますので、52

ページを御覧ください。 

 一番上の（事項）行政管理費4,105万円であり

ます。これは、定型的な作業を自動化するＲＰ

Ａや文字情報の自動読み取り機能であるＡＩ－

ＯＣＲなどに要する経費であります。 

 次に、上から４番目の（事項）行政情報処理

基盤整備費２億7,079万6,000円でありますが、

これは当課で一括導入している職員用パソコン

の賃借料であります。 

 その下の（事項）行政情報システム整備運営

費４億6,425万円であります。主なものとしまし

ては、説明欄２の県庁ＬＡＮ運営費３億1,623万
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9,000円でありますが、これは県の本庁及び出先

機関の全てをネットワークでつなぐ通信基盤の

維持管理や防災拠点庁舎のネットワーク更新、

県庁ＬＡＮの無線化等に要する経費でありま

す。 

 また説明欄４の「県庁ネットワーク情報セキ

ュリティー緊急強化対策事業」の7,202万2,000

円でありますが、これは庁内外からの情報セキ

ュリティーに対する脅威に対応するため、県庁

ＬＡＮをマイナンバー利用事務系、ＬＧＷＡ

Ｎ──地方自治体専用回線の接続系、インター

ネット接続系の３つの系統に分離しまして管理

運用するための経費でございます。 

 一番下の（事項）電子県庁プロジェクト事業

費７億3,011万9,000円であります。主なものと

いたしましては、説明欄１の「宮崎県市町村Ｉ

Ｔ推進連絡協議会運営事業」１億4,110万7,000

円でありますが、これは県と市町村で構成する

協議会に対する負担金で、県と市町村を結ぶ通

信基盤であります宮崎行政情報ネットワークの

共同運営に要する経費であります。 

 次に、５の「行政情報システム全体最適化推

進事業」２億7,152万7,000円でありますが、こ

れは庁内の各業務について経費の削減等を図る

ため個々にサーバーを保有するのではなく、

サーバー統合基盤で一括して管理する経費であ

ります。 

 次の、９の「自治体ＤＸサポート事業」7,404

万2,000円でありますが、これは県内各市町村を

対象に、それぞれの実情に応じたＤＸ化の支援

や基幹システムの標準化・共通化に関するきめ

細かな支援をするための経費であります。 

 13の改善事業「自治体ＤＸを担う人材育成事

業」、15の新規事業「デジタル導入による業務

刷新支援事業」、16の改善事業「生成ＡＩ活用

による業務効率化支援事業」、17の新規事業

「ノーコードツール活用実証事業」につきまし

ては、詳細に御説明させていただきます。 

 53ページを御覧ください。 

 改善事業「自治体ＤＸを担う人材育成事業」

であります。予算額は1,228万1,000円で、財源

は一般財源であります。 

 事業の目的は、デジタル技術を利活用しまし

て、行政サービスの向上や業務の効率化を実現

できるデジタル人材を育成することでありま

す。 

 （１）事業内容としましては、各所属のＤＸ

推進体制を強化するため、これまで実施してい

るＤＸ推進リーダーの育成研修に加え、新たに

ＤＸ推進リーダーをサポートするＤＸ推進員の

育成研修等を実施するほか、ＤＸ推進員等を対

象に情報技術者等の試験の受験料助成を行いま

す。 

 （３）成果指標としましては、デジタルツー

ルを利活用して所属内の業務効率化を積極的に

進める所属数として設定しており、令和７年度

末までに75所属、デジタルに関する国家試験合

格者を年間50名としております。 

事業期間は令和７年度の単年度事業でありま

す。 

 次に、54ページを御覧ください。 

 新規事業「デジタル導入による業務刷新支援

事業」であります。予算額は1,846万7,000円

で、財源は一般財源であります。 

 事業の目的としましては、県庁内でデジタル

化及びＤＸ化を推進することにより、業務の効

率化や県民サービスの向上につなげることとし

ております。 

 （１）事業内容としましては、デジタル技術

を導入することで、業務時間の削減効果の高い
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業務を５つ程度選定しまして、最適なＩＣＴソ

リューションの検討や試行・検証、導入に係る

総コスト等の課題の分析を担当課とともに行い

まして、デジタル実装に向け必要な要件の整理

をいたします。 

 （３）成果指標としましては、令和９年度の

支援件数を５件、支援結果に基づいたデジタル

実装による削減効果を１万2,500時間としており

ます。 

事業期間につきましては、令和７～９年度で

あります。 

 次に、55ページを御覧ください。 

 改善事業「生成ＡＩ活用による業務効率化支

援事業」であります。予算額は3,228万5,000円

で、財源は一般財源であります。 

 事業の目的は、生成ＡＩシステムを全庁的に

導入しまして、業務における生産性の向上及び

さらなる効率化を図るものであります。 

 （１）事業内容としましては、①にあります

とおり、生成ＡＩを全庁的に導入することとし

ておりますけれども、導入に際しては②にあり

ますとおり、習熟度に応じてきめ細かく研修会

を開催するほか、来年度各課に配置する予定の

ＤＸ推進員等を通じまして、不慣れな職員に対

するサポート体制を構築することとしておりま

す。 

 また、③にありますとおり、職員からの問合

せの多い会計事務等の内部業務について、ピン

ポイントでＡＩに学習させ、問合せに自動応答

するチャットポットを構築することで、業務の

効率化を推進するとともに、多くの職員に生成

ＡＩに触れていただく機会を増やします。 

 （３）成果指標としましては、各業務利用に

おける削減時間としまして、令和７年度に１万

時間、最終的に令和９年度につきましては３万

時間を目指すこととしております。 

事業期間は令和７～９年度であります。 

 次に、56ページを御覧ください。 

 新規事業「ノーコードツール活用実証事業」

であります。予算額は193万7,000円で、財源は

一般財源であります。 

 事業の目的は、プログラミングの知識がなく

ても、職員自ら業務アプリケーションを作るこ

とが出来るノーコードツールを導入しまして、

庁内の業務効率化に向けた実証を行うものであ

ります。 

 （１）事業内容としましては、庁内全ての所

属でノーコードツールが利用できる環境を整備

するとともに、適正に管理・運用するための研

修を行います。なお、ノーコードツールについ

ては、受付交付事務、照会・回答集計業務な

ど、多くの所属で行っている幅広い業務での活

用が可能と考えておりますが、まずは各所属で

使っていただいて、活用事例等の実績を見なが

ら、本格導入に向けて検討を進めていきたいと

考えております。 

 （３）成果指標としましては、ノーコード

ツールを活用して業務効率化に資する業務数を

170業務としております。 

事業期間は７年度の単年度事業であります。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。 

 予算議案について質疑はございませんか。 

○岩切委員  資料48ページの外国人材受入・定

着に係る支援体制ということで、県庁内の農業

部門から留学生に至る部門までの従来の支援の

実情と、そこに「外国人材受入・定着支援セン

ター」が横並びで加わっていくという御説明で

した。現在、「みやざき外国人サポートセン

ター」が既に令和元年から生活関係の任務をや
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っていただいているということでしたが、宮崎

県で外国人材を受け入れるためには、所得の面

で厳しいハンディキャップを負っていると思っ

ています。それでも宮崎県を選んでいただける

ように持っていかないといけないということ

で、総合的に対応いただけるようになるんだろ

うと理解しているところです。 

現在、宮崎県の中において、各分野で外国人

材を呼び込もうということで、いろいろな事業

をされていらっしゃると思いますけれども、ど

れくらいの事業をどれくらいの予算をかけてや

っていらっしゃるかなど、教えていただけます

か。 

○守部産業政策課長  まず、農業の分野から説

明させていただきます。ベトナム国立農業大学

との連携に基づきまして、特定技能人材の確保

の育成について取り組んでおります。あと、Ｊ

Ａみやざきのコンシェルジュを活用いたしまし

て、農作業の請負技能実習生の推進もやってお

ります。あと、農繁期の労働力確保の対策とし

て、産地間人材リレーということで、宮崎県と

群馬県嬬恋村で農繁期と閑散期の間をうまく活

用した事業をやっております。 

 建設業につきましては、外国人材の相談窓口

を今年度設置しておりますけれども、来年度に

つきましては、企業を対象にしたアンケート調

査や出張相談などをやってまいります。 

 続きまして、介護につきましては、介護福祉

養成施設等に入学する外国留学生を確保するた

めに、海外でのＰＲ活動等をやっております。

あと、現地に出向いて、宮崎県で介護職員とし

て働くことの魅力発信等を実施しております。 

○岩切委員  宮崎県庁として外国人材を受け入

れていこうということで、新年度にどれくらい

の費用をかけて事業を行おうとされているのか

についてもお教えいただけますか。 

○守部産業政策課長  事業予算につきましては

手元にございませんので、しばらくお時間いた

だけますでしょうか。 

○岩切委員  私のほうでも、予算書をめくって

調べたいと思います。 

いずれにいたしましても、随分以前から日本

国内の各地と競争的に外国人材を確保していく

という時代になりつつあります。さらには、他

国との競争も発生しているという段階でござい

ますので、相当丁寧に組み立てて、総合政策部

という部の名称に適するほど総合的に外国人材

対策をしないと、宮崎県の各産業に足りない人

材を外国人材に補っていただく政策が整わない

だろうと心配しております。今般、総合政策部

で外国人材受入・定着を背負っていただくよう

になったということで大変期待しているところ

でございます。 

もちろん日本国内の若者たちを本県の企業等

に定着させるという任務も当然あるだろうと思

います。 

宮崎県は、他県もしくは他国に行ったほうが

収入が高いという現実があり、外国人材が選択

される中で、宮崎県ならではというところ──

賃金・所得以外の面で、収得いただく技術とか

暮らしやすさなどを提供せざるを得ません。そ

ういったところをトータル的に確保するため

に、県内の様々な産業界と一緒にコーディネー

トいただければと思っております。費用につい

ては自分で調べますので、結構でございます。 

○黒岩委員  資料34ページですけれども、事業

メニューが非常にたくさんあるなと感じまし

た。例えば、市の場合は担当者がいっぱいいら

っしゃるので細かく確認ができますが、町村に

おいてはメニューが多過ぎると思いました。そ
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ういう制度があることをスルーしているという

か、県が紹介しても応募がない傾向があるのか

なという気がしていますけれども、感触的にど

うでしょうか。町村あたりはなかなか手が挙が

ってこないとか、そういう傾向はないのでしょ

うか。 

○濵川中山間・地域政策課長  事業によっては

予定していた件数の採択がなかったというの

は、先日の補正の委員会等でも御報告をしたと

ころでございますが、それについては、積極的

に活用していただけるように、市町村に知って

いただく機会の拡充には努めております。具体

的には、年度初めに市町村の担当課の職員を集

めた会議をオンライン併用で開催いたしまして

事業を説明するほか、各市町村を訪問する際、

あるいは県庁に来られた際に事業のことを御紹

介しております。市町村のお話を伺う中で、当

課のこの事業を活用できるのではないでしょう

かというような話をしたりして、活用促進につ

ながるように心がけております。 

○黒岩委員  例えば、県が市町村向けの補助事

業を新規事業でやるとなった場合に、県は当初

予算で出しますけれども、市町村は県の新規事

業について補正予算で計上していくということ

になるのでしょうか。 

○濵川中山間・地域政策課長  基本的にはそう

なります。新規事業ということの補正という場

合もあるでしょうけれども、ある程度、事前に

このようなことを考えているといったことを新

規事業構築の段階から市町村にお伝えしたり、

市町村と連携しているものですから、情報を聞

きながらやったりしている部分はありますの

で、市町村に計上されている部分もあると思い

ます。 

○黒岩委員  おっしゃるとおりで、もちろん県

の予算が通らないと市町村にも補助金が行かな

いわけです。市町村がどのタイミングで予算計

上するかというところですが、財政上のテクニ

ックもいろいろあるのでしょうけれども、でき

るだけ早めに執行できるような体制をつくって

いただきたいと思います。 

 あとは資料37ページの成果指標のところ、地

域おこし協力隊の定着率です。令和４年度が

62％で令和９年度が65％ということで、５年間

で３％ぐらいのアップだというところです。多

分、全国平均が６割ぐらいだったと思いますの

で、宮崎県も全国と同じぐらいと思っています

が、もう少し頑張って70％ぐらいにするとか、

そういう意気込みが欲しいと思います。そのあ

たりはいかがなものでしょうか。 

○濵川中山間・地域政策課長  委員がおっしゃ

ったとおり、全国の地域おこし協力隊の定着率

が64.9％だったかと思います。まずはそこを目

指していこうということで、令和９年度の目標

として65％とさせていただいたところでござい

ます。より高い目標はもちろん目指すべきとは

存じますが、まずはこの65％を目指していきた

いと考えております。 

○黒岩委員  資料38ページの成果指標ですが、

令和７～９年度累計の給付件数が1,464件という

ことですけれども、中には、宮崎県に帰ってき

て聞いてみたら100万円もらえるらしいという方

もいらっしゃるのではないかと思います。です

から、この制度があるから帰って来たのかとい

ったアンケートなどで把握されていらっしゃる

のでしょうか。 

○濵川中山間・地域政策課長  今年度、県の移

住窓口を利用、あるいはこの支援金を支給され

た方に対してアンケートを実施したことがあり

ましたが、本格的な内容まではいっていなかっ
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たので、そのような実態の把握や今後の政策に

生かせるようなアンケートの実施を検討してい

きたいと思っております。 

○黒岩委員  この制度の効果を検証する際に

は、この制度があったから帰ってくるきっかけ

になったという把握もしっかりお願いします。

また報告もよろしくお願いしたいと思います。 

○後藤委員  資料49～50ページ、53～54ページ

とデジタル人材について記載されています。県

が委託するわけですけれども、国内全ての自治

体がＤＸ化を進めている中で、重要なのは委託

先です。特に49ページに高度専門家とあります

が、それこそ、企業や人によって決まってくる

ような部分がありますけれども、どういうとこ

ろを想定しているのでしょうか。 

○守部産業政策課長  高度専門家の部分につき

ましては、今年度も似たような事業をやってお

ります。企画コンペを実施して、最終的にコン

サルタント会社が採択している事業になってい

まして、来年度もそのような形でやりたいと思

っております。 

○後藤委員  産業政策課とデジタル推進課で同

様の企業ということはないでしょうか。やはり

完全に別の企業ということでしょうか。 

○守部産業政策課長  我々のほうは、産業界の

人材育成という形にとっておりますので、デジ

タル推進課とは被ることはないと認識しており

ます。 

○後藤委員  民間企業の高度専門家とは分離さ

れて、完全に行政のほうにいらっしゃるとい

う、そういう捉え方でいいですか。 

○福崎デジタル推進課長  行政のデジタル化に

ついては、手続的に民間と少し違う部分があり

ます。我々が今年度実施している委託について

は、特に行政でのＤＸに実績がある企業となっ

ております。委託企業については、最終的にコ

ンペで決めることになりますけれども、基本は

行政と産業のＤＸで進め方が違うところがあり

ますので、それぞれ専門性があるところに委託

しているということでございます。 

○後藤委員  「宮崎デジタル人材育成事業」で

は、特に農業科のある高校が今回新しく学科を

設置するという流れがあります。民間ができる

ところはある程度任せてもいいようなところが

ありますので、特に高校や大学含めかなり力を

入れている分野でありますから、そことのすみ

分けを含め、今後の課題とは思います。 

○守部産業政策課長  先ほど岩切委員から御質

問のあった予算の話ですけれども、令和６年度

の予算はお伝えできるので報告いたします。介

護福祉で約2,000万円、農業分野で3,100万円、

建設で580万円、雇用で675万円、合計6,355万円

で令和６年度やっております。令和７年度の予

算につきましては、現在照会中でございます。 

○山口副委員長  中山間・地域政策課でお伺い

したいんですが、先ほど黒岩委員からもあった

資料34ページの「「地域運営組織」形成促進事

業」についてですけれども、これは何年目の事

業でしょうか。 

○濵川中山間・地域政策課長  この事業は令和

５年度からやっておりまして、令和７年度

で３年目となっており、最終年度となります。 

○山口副委員長  最後の年度なので、各自治体

が知らないということはないのではないかと思

います。先ほど、増やすための解決策として、

各市町村に説明に行きますとおっしゃっていま

したけれども、この２年しっかり説明されてい

るでしょうから、内容として知らない市町村は

ないわけで、そこに対してもう一度説明に行っ

たところで使い勝手が悪ければ使わないと思い
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ますので、そのあたりを多少改善していかない

といけないと思います。補正で2,400万円ぐらい

落としていたと思いますけれども、事業自体の

改善というのは、来年度何か図られたりするの

でしょうか。 

○濵川中山間・地域政策課長  この事業に関し

まして、モデル地域が既に３地区決まっており

ます。そちらのほうで地域運営組織の形成、あ

るいはさらなる発展を目指したサポート支援を

行うというのが１つと、その選ばれた３つのモ

デル地域に対して補助金を付して、地域運営組

織の拠点となるような施設整備であるとか、活

動に必要な経費を支援するというものでござい

ます。 

 それについて、今年度１モデル地域からしか

補助金申請がありませんでした。残り２地域は

まだそれを使う段階になかったというところを

先日の２月補正に係る委員会で御説明したとこ

ろでした。来年度、この事業が最終年度となり

ますので、この３つの地区について、今後、来

年度の計画をある程度聞きまして、経済支援の

補助金を３地区とも活用するような形で、各地

区考えていただいておりますので、予算を有効

に活用できると思います。 

 複数年度の事業で２年目、３年目になるもの

で、まさに１年目なり２年目なりの市町村から

の申請がかんばしくなかった事業につきまして

は、抜本的な見直しは難しいですけれども、ど

うしたら活用されるかというのは考えていきた

いと思います。 

○山口副委員長  地域運営組織については一定

程度めどが立っているというところを理解させ

ていただきました。 

 恐らく同じようなところになってきますが、

「未来へつながる地域づくり協創支援事業」に

ついてです。こちらについても、２月補正で結

構落としましたが、当初においては、新年度予

算上は昨年度と比べて金額を上げていらっしゃ

ると思います。改善がどう図られていくのか、

本当にこの予算の規模が適切なのかというとこ

ろに疑念を持っていますが、次年度の動きにつ

いて教えていただけますか。 

○濵川中山間・地域政策課長  「未来へつなが

る地域づくり協創支援事業」については、「ス

タートアップ支援事業」という単年度の支援事

業を１件採択、それから地域活動創造型という

単独市町村で取り組むものを継続案件も含めて

６件プラス重点推進枠で２件、広域活力創造型

という複数の市町村で取り組むものを重点推進

枠５件、想定しての予算計上となっておりま

す。これについては今年度、確かに予算に満た

ない申請額というところで補正をお願いいたし

ましたので、来年度に向けましては、各市町村

に伺って地域の課題とか、地域づくりの取組に

ついて考えていることとかをお聞きした上で、

この事業についても紹介して、広く活用を呼び

かけているところでございます。 

 現時点においては、10件を超える相談案件を

市町村からいただいております。ただ、例年、

相談はいただくのだけれども、実際に実行段階

になるとやめますといったものが多少あります

ので、この10件がそのままということにはなら

ないかと思います。引き続き寄り添いながら、

この補助金が有効に活用されて、地域の発展に

つながるように取り組んでまいりたいと思いま

す。 

○山口副委員長  継続してやっていくものがあ

るので、予算額としては上がっていく傾向にあ

るということですね。継続補助があるから積み

上がっていくものがあるという理解をしておけ
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ばいいですね。 

 もう１点、これまでワーケーションについ

て、結構予算を組んでいて、重点政策にも入っ

ていたと思いますが、令和７年度からはその言

葉自体もなくなってしまいました。スクラッ

プ・アンド・ビルドされたのだと思いますが、

これまで重点政策までやってきた事業がなくな

った経緯と、これからのワーケーションについ

ての県の取扱いについてどう捉えているのか、

教えていただけますか。 

○濵川中山間・地域政策課長  ワーケーション

につきましては、今年度まで「ワーケーション

を通じた関係人口創出・拡大事業」ということ

で予算をいただいて実施しておりました。来年

度は予算としては事業終了ということで、後継

事業もない形になっております。県と市町村で

いろいろ情報交換等をしながらワーケーション

に取り組んできており、コロナ禍を機にワー

ケーションが一気に浸透して数年経ったわけで

すけれども、市町村では、ワーケーションを独

自に取り組んでいこうといった姿勢をある程度

確立した市町村が出てまいりました。もちろん

ワーケーションに取り組まない姿勢のところも

ありますが、積極的に取り組んでいただいてい

る日向市とか高原町では、全て自力でワーケー

ションの取組をどんどん推進していらっしゃい

ます。 

県としては引き続き連携していきますけれど

も、市町村が取組の中心となる形へシフトして

いくと思います。県としましては、今年度まで

ワーケーションについての研究会を開催した

り、実際に県外企業等からワーケーションに来

ていただいたりといったところはやりました

が、この事業についてはここで一旦締めて、あ

とは市町村が中心となって実施し、県は連携し

ながら引き続き協力していくというスタンスで

取り組んでいきたいと思っています。 

○山口副委員長  県としての役割は一旦終え、

実施は各市町村でというところで理解したいと

思います。 

 続いて、産業政策課にお伺いしますが、資料

43ページの「みやざきのオーガニック食品販路

拡大事業」についてです。御説明の中で、まず

来年度はマーケットニーズの現状把握を行い、

その後にＰＲなどをいろいろ行っていくとおっ

しゃっていましたが、令和８年度及び令和９年

度において、予算額としては増えていくような

傾向の事業という理解をしておけばよろしいで

しょうか。 

○守部産業政策課長  予算額としては、この額

で３年間進めていきます。年度ごとにやる内容

は変わってくる事業になっておりまして、繰り

返しになりますけれども、来年度は県内事業者

や県外の小売・卸売業者の調査をしながら、同

時並行で、商品開発できそうなものとか、県内

にあるオーガニック商品の動向などを見ながら

商品開発もやっていきます。令和８年度は調査

事業がなくなりますので、商品開発や販路開拓

という形になっていきます。 

 ちなみに今年度においても、既に県内事業者

や、県外のオーガニック商品を取り扱っている

ところにヒアリングを行っております。それら

を基に、来年度きちんと調査を行いたいと思っ

ております。 

○山口副委員長  資料45ページの「力強い産業

を支える産業人財育成事業」についてです。ひ

なたＭＢＡは非常にいい取組で期待していると

ころではありますが、成果目標が定員の充足率

となっていますけれども、その講座をきちんと

最後まで受講した人数であったり、新規の受講
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者──１回受けた方が何回も受けることも大事

なことではあるのですが、新しくどれだけの方

が成長に向けて動いたのかが把握できないと思

いますので、そうしたことについても目標値に

入れたほうがよろしいのではないかと思いま

す。新規受講者について、もしくは講座におい

ても３日間に分かれていて、１つは興味がある

けれども、ほか２つは興味がないパターンもあ

ると思います。 

目標について新規受講者等を入れたほうがい

いのではないかということに対する受け止め

と、そもそも現状の分析において、そういう

データ自体は取れているのかということについ

て教えてください。 

○守部産業政策課長  １つ目のお答えとしまし

ては、新規受講者を増やしていくというところ

に力を入れていくというところには、変わりが

ございません。 

 ２つ目の問いですけれども、氏名などは分か

っていますので、基本的に名寄せすればどうい

った状況であるかは分かっております。先ほど

言われたように３つのうち１つだけ受けると

か、個別スキルの講座は５つぐらいあって、全

部受けている人もいれば、個別で１つもしく

は２つしか受けない方もいらっしゃいます。そ

の中で、新規の方がどれぐらいかというデータ

は手元にございます。 

○山口副委員長  最終的な事業として、民間企

業に委託するという形式を取っているので、そ

の結果としてどういう方々が受けたとか、県民

の方にどういうニーズがあったとか、どういう

講座の受講傾向にあるのかというのは県側でも

しっかり把握した上で、委託先と協議して、発

注者として、ひなたＭＢＡそのものの改善につ

なげていくことは大事であろうと思います。受

講データの取扱いというのは、ぜひ引き続きや

っていただきたいと思います。 

 資料47ページ「外国人材定着促進支援事業」

についてです。今後、在留資格に限定しない支

援をしていくことは、とても大事なことであろ

うと思いますが、相談窓口において、在留資格

そのものを確認していくという手続は現状行わ

れているのでしょうか。 

無資格の方や在留期限を超えてしまっている

方が一定数いらっしゃる傾向があることも事実

だと思います。それによって相談しにくいとい

うこともあるかもしれませんが、無資格の方に

ついても一定数相談に来てもらえる環境も大事

かと思いますし、資格のあるなしを大前提とし

て確認することも必要ではないかと感じている

ところです。現時点での運用として、相談にお

いて資格確認は行われているのでしょうか。 

○守部産業政策課長  そもそも外国人は在留

カードをお持ちになっています。これは我々で

いう免許証やマイナンバーカードみたいなもの

ですので、基本的には在留カードをまずは確認

すると思っております。 

○山口副委員長  行われているという前提で理

解したいと思います。 

 続いて、資料50ページの「みやざきデジタル

人材育成事業」です。こちらはＩＴスキル習得

の講座などと思いますけれども、ターゲットが

非正規雇用の方や育児中の方などになってくる

ということですが、どうやってそのターゲット

にこの講座があることをアプローチしていくの

か知りたいと思っています。例えば、ハロー

ワークであったり、県や市町村が持っている福

祉関係の施設とか、いろいろあると思います。

そういうところとの連携であったり、こういう

講座がありますよ、受けてみませんかという案
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内であったり、そのあたりはどういうイメージ

をされているのか教えてください。 

○守部産業政策課長  これは求職者と非正規雇

用の方を対象にしている事業と、学生向けの事

業が２つ一緒になっています。 

前半の部分につきましては、副委員長がおっ

しゃられたようにハローワークだったり、県の

ホームページだったり、県政番組だったり、あ

らゆるチャンネルを使ってＰＲしていきたいと

思っております。今年度も似たような事業をや

っていますが、基本的にはコンペで実施してお

りまして、職業訓練校のようなことをやってい

るところ──求職者や非正規雇用の方に届きや

すいところが受託しています。そちらのチャネ

ルも併せて活用しながら、集めているような状

況でございます。 

○山口副委員長  基礎自治体であったり福祉関

係のものが多々あると思いますので、そちらと

連携した案内もぜひ考慮いただきたい。届けた

いターゲットが来るところに、ぜひ渡していた

だけるよう、尽力していただければと思いま

す。 

 続いて、デジタル推進課に資料52ページにつ

いてお伺いします。県庁ＬＡＮの運営費が昨年

度当初に比べると非常に増えていると思いま

す。こちらについて、御説明いただけますでし

ょうか。 

○福崎デジタル推進課長  昨年度から増えてい

る要因としまして、大きなところでは、防災拠

点庁舎のネットワークの更新作業がございま

す。これが１億197万円ということになっており

まして、令和元年度に防災拠点庁舎が建ってお

りますが、そのネットワークの設備が更新時期

を迎えております。大きい施設のため２か年に

わたって更新することにしておりまして、その

経費が一番大きな要因でございます。 

○山口副委員長  更新しないとどうなるのでし

ょうか。 

○福崎デジタル推進課長  耐用年数の問題がご

ざいまして、一般的な耐用年数については５年

になっております。全ての庁舎においてネット

ワーク設備がありまして、おおよそ６～７年た

ったものを順次更新していっていますが、防災

拠点庁舎も更新時期を迎えたため、機器を入れ

替えるということになりますので、費用が金額

的には大きくなるということでございます。 

○山口副委員長  資料54ページの「デジタル導

入による業務刷新支援事業」についてです。自

治体ＤＸはここ数年でかなり言われていて、民

間企業においても知見がたまってきているので

はないかと思います。一般的な自治体がやるべ

きＤＸについて彼らはそれなりに持っていると

思っていて、一般的なものと宮崎県庁独特のも

のにカスタマイズすべきものを分けて考えた上

で発注していくとか、そういうこともやってい

ったほうがいいのかなと思っています。 

デジタル導入による削減効果の高い業務を選

定するところから委託してしまうと、カスタマ

イズする必要がないものをあたかもカスタマイ

ズしたかのように見せられて、受注されるのが

嫌だなと思ったところです。発注の仕方とし

て、一般カスタマイズする部分とそうじゃない

部分というところは、一定程度デジタル推進課

で把握した上で、この事業の委託に当たってい

くという理解でよろしいでしょうか。 

○福崎デジタル推進課長  そのような理解で結

構かと思います。独自システムを入れていくと

なると、毎回独自でやっていかないといけない

ので非常に金額もかかります。将来のメンテナ

ンスコストも考えて、なるべくカスタマイズで
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きるような、汎用できるようなツールを使って

組み合わせていってやっていく観点から考えて

おりますので、この５事業を選定してやってい

こうと考えております。 

○丸山委員  関連です。５事業というのは、具

体的にはどのような事業をやろうとしているの

かを説明してもらうと分かりやすいと思います

ので、御説明お願いします。 

○福崎デジタル推進課長  検討しておりますの

は、県土整備部で行われております屋外広告の

関係などの許認可手続の登録業務の効率化であ

ったり、出先機関等が行う現地確認の情報共有

といったところの一連の手続です。許認可手続

については、庁内でいろいろな手続があります

ので、横展開が可能というところで選定してい

るところでございます。 

 福祉関係では、相談業務に係る手続関係の効

率化です。面談記録の作成や登録、組織外の団

体との連携やデータの交換もありますので、そ

ういった事業について選定を行っているところ

であります。 

○丸山委員  ぜひ効率よくできるようにお願い

したいと思っております。 

 今回、国のほうでは地方創生交付金が倍増に

なったということで、地方創生に関する予算が

もっと出るのかなと思っていました。特に中山

間・地域政策課はもっと出ると思っていました

が、逆に予算が昨年から減額となっていまし

た。中山間・地域政策課だけではないかもしれ

ませんけれども、特に移住関係を含めて、当初

予算でたくさん出るのかなと期待していました

が、国との議論がされなかったかというのを教

えてください。 

○中村総合政策課長  地方創生交付金につきま

しては、今年度、倍増というような話もありま

したけれども、全体では、国に対して国費ベー

スで７億5,000万円ほどの予算を要求していると

ころでございます。事業費ベースでも大体14億

円程度ということになります。地方創生の主な

項目としては、ＤＸの推進であるとか、魅力的

な地域づくり、それから未来を担う子供の育

成、若者・女性活躍といった様々な観点から、

国のほうには要求しているところです。 

○丸山委員  昨年からすると倍以上もらったと

認識していいのでしょうか。これから積み上げ

ていって、６月補正などの補正を含めて要求し

ていくのでしょうか。できれば宮崎県のように

人口減少が特に進んでいる県であれば、全国以

上に取りに行くんだという気持ちを持ってほし

いと思っていますが、そのあたりを含めて教え

ていただけますか。 

○中村総合政策課長  地方創生交付金につきま

しては、国のほうは倍増と言いながらも様々な

要件がございます。単純に単年の予算を倍増す

るということではなくて、来年度、再来年度と

か複数年度に渡って予算の配分をやっていくと

いうこともあったり、様々な国の審査要件があ

りますので、そういったところをしっかりクリ

アしながら、我々としても事業をしっかり構築

して、可能な限りこれまで以上に地方創生にか

なうような予算を獲得していけるよう、努力し

てまいりたいと考えております。 

○丸山委員  ぜひ積極的に取りに行くようにお

願いします。 

 個別の事業として、資料39ページの「若者Ｕ

ＩＪターン促進事業」についてお伺いします。

宮崎県は、特に若い女性が流出してしまって帰

って来ないというのが大きな社会問題として言

われていることから、そこに注目して、いろい

ろな施策を挙げていただいております。「若者
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ＵＩＪターン促進事業」では、公務員的な男女

平等という発想で男女を区別しなかったのは分

かりますが、議論として、女性だったらプラス

10万円ぐらい出していいですよというような、

ある程度とがった事業をしないと伝わりにくい

のではないかと思います。 

宮崎県は若い女性が減ってきているものです

から、出生率に関しても影響が出てくると思っ

ています。同じようなことをやっていても、宮

崎県に帰って来たいという方々が増えないよう

な気がするものですから、もう少しこのあたり

の議論ができなかったか教えてください。 

○濵川中山間・地域政策課長  女性の人口率の

問題というところがありまして、この事業を構

築するに当たっては、その部分はいろいろ検討

したところですが、最終的には男女の差は設け

ないことにいたしました。 

「とがった」というところにつきましては、

これまで対象となっていなかった第２新卒者に

ついて支援するというところで、切れ目なく若

者を支援することとしています。また、従来の

移住支援金と違うのが、これまでは、移住して

就職されて、それが正規雇用の場合に移住支援

金の支給対象としておりましたが、若者は人生

の方向性がまだ見定まっていないというか、い

ろいろチャレンジしたいということもあります

ので、非正規の方についても対象としたこと

で、若者に合うような事業構築を考えたところ

でございます。 

○丸山委員  批判はあるかもしれないけれど

も、宮崎県の現状として、特に若い女性が県外

に出てしまって帰って来ていないという大きな

問題がありますので、そこの議論も今後やって

いただくとありがたいと思います。 

 あと、成果指標で応援給付金の支給者数が

1,050人と書いていらっしゃいますが、できれば

こういう方々に、ぜひ宮崎県内でマッチングア

プリにしっかり登録してくださいといった情報

を渡して、それによって結婚などの出会いの場

につながっていく形にしないと、ばらばらで施

策をやっていくのはもったいないと思っていま

す。せっかく若い方々が帰ってくるので、宮崎

県の情報としてこういう施策がありますという

のを出していただく。 

これはマッチングアプリのことだけかもしれ

ませんけれども、デジタル人材にもいろいろな

メニューがあります。若者はＱＲコードからも

すぐにアクセスできますので、宮崎県にはこう

いう支援があることをしっかり届けていくよう

なことをやらないと、ただ単に30万円の給付で

終わるともったいないと思っています。応援給

付金によって1,000人ぐらい来たときには、県の

情報をどんどん送るとか、アンケートもしっか

り回収できる形にしてもらった方が、より有効

的な予算になると思っていますので、そういう

ことができないのか含めて、御回答をお願いし

たいと思います。 

○濵川中山間・地域政策課長  この「若者ＵＩ

Ｊターン促進事業」は、子ども・若者プロジェ

クトの中で新しく打ち出した、社会減対策の強

化の一環として取り組むものになります。この

プロジェクトには、ほかにも様々な事業がござ

いますので、他部局も含めて、いろいろ情報交

換や連携の模索等をしながら、横連携が生まれ

るように、効果的に取り組んでいきたいと考え

ております。 

○中村総合政策課長  資料９ページを御覧くだ

さい。 

こちらに、参考でお付けしていますが、子ど

も・若者プロジェクトの中で、若者・女性の県
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内定着を目指す社会減対策の一覧ということで

まとめてございます。中山間・地域政策課長が

申し上げたように、各部局と連携しながら、来

年度の予算に向けて、様々な取組の予算要求を

しているところでございますけれども、やはり

委員の御指摘のとおり、いかに若者や女性に宮

崎県の住みやすさを届けて、理解していただい

て、宮崎県で生活を送ろうと思っていただける

かが非常に大事なことだと思います。 

中山間・地域政策課のＵＩＪターンの就職支

援をはじめ、４－３でまとめているように、若

者・女性のチャレンジを応援するような──例

えば、若者・女性のキャリア形成やスキルアッ

プを支援したり、県内企業の魅力をしっかり御

理解いただくような取組などにも、商工観光労

働部や教育委員会などとしっかり連携しなが

ら、全庁を挙げて進めてまいりたいと考えてご

ざいます。 

○丸山委員  こういうことがしっかり伝わるよ

うな、しっかり実行してもらえるような体制で

取り組んでいただくようお願いしたいと思いま

す。 

 続きまして、外国人材についてですが、様々

な部局が6,000万円近くの予算を令和６年度は使

っていらっしゃるということでした。できれば

窓口に来た人たちからの相談を受けるときに、

全ての事業が分かるような体制にしてほしいな

と思いつつ、資料47ページ「外国人材定着促進

支援事業」の（１）事業内容の③費用助成に、

企業が実施する外国人材の定着に資する取組に

上限25万円を補助するとあります。これは福祉

保健部でやっている事業と同じように思えるも

のですから、事業内容が被っているのではない

かとか、そういった調整ができる機能も持つの

か、具体的にどういった事業を各部局でやって

いるのか全て把握しないと、外国人は違う仕事

に就くことを考えたり、移転するにはどういっ

たメニューがあるのか、全てが分かっていない

とできないのではないかと思っています。その

あたりまで踏み込んだ支援事業になってほしい

と思っているのですが、いかがなものでしょう

か。 

○守部産業政策課長  まず、③費用助成につい

いてですが、先日、アンケート調査結果の話も

させていただきましたけれども、事業者は日本

語教育費用もかかりますし、社内のコミュニ

ケーションもあって、日本語教育に苦労してい

るというところがあります。今回の費用助成に

ついては、日本語教育ビジネスで企業が講師を

雇ったりしたときの謝金や旅費というところに

フォーカスしたいと思っております。他部局が

やっている事業とのすみ分けはできていると思

っていますし、庁内の担当の４部及び住まいだ

ったら建築住宅課といった関係する課に情報共

有させていただいております。 

産業政策課で、来年度からこの事業をやると

いうことで、これまでは担当者同士の情報共有

の場でありましたが、担当課長を入れた課長会

という形で、来年度どのような事業をしていく

のかといった情報を共有しながら、庁内での外

国人に係る事業について連携して取り組んでい

きたいと考えております。 

○丸山委員  どの分野の方が来ても分かるよう

な形でしっかり取り組んでいただいて、宮崎県

だったら給料が高いところに行かなくていいよ

ねという形で定住していただくことによって、

新たな外国人の方々が宮崎県に来るというよう

な好循環にしてほしいと思っています。対応が

あまりよくなくて、宮崎県から出て給料が高い

ところに行ったほうがいいとならないように、
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外国人に来ていただかないと人手不足で宮崎県

は大変だと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 資料49ページの「産業ＤＸトータルサポート

事業」について、少し具体的に教えてくださ

い。導入タイプと発展タイプとあるのですが、

全然分からないものですから、どういった産業

の方々が導入タイプとなるのか、発展タイプと

いうのはどういったものであるのか。発展タイ

プは上限が1,000万円ですが、具体的に、宮崎県

がどのようにＤＸ化を進めようとしているのか

教えてください。 

○守部産業政策課長  導入タイプと発展タイプ

の違いという受け止めですけれども、先ほど話

をさせていただきましたが、まずは計画的にＤ

Ｘの取組をしていただきたい企業について、こ

の事業で支援したいと思っていまして、計画を

立てて、１歩目からやるところについて導入タ

イプとしたいと思っております。既に計画をし

ていて、ソリューションなどを導入していて、

機器の導入もできていますけれども、そこから

トランスフォーメーションにかかるためのシス

テムの構築を行うといったところを発展タイプ

という形にして、区別して支援をしていきたい

と考えています。要するにフェーズに応じて区

別して支援していくということです。 

○丸山委員  あまり想像ができませんが、具体

的にどういった企業がこういった状況になって

きて、ここにつながっていくというのがあれば

教えてください。 

例えば、企業ではないかもしれませんが、医

療関係でいくと、薬剤関係は結構ＤＸが進もう

としているのに、病院のＤＸが進まずに、なか

なかうまくできていないということも聞いてい

ます。医療産業からすれば、県民も医療ＤＸを

使って遠隔治療を含めてできるはずなのに、そ

こができないのは、医療サイドのＤＸが進んで

いないという話を以前聞きました。それをする

ことによって宮崎県のＤＸが進むのではないか

と思っていますので、そういった具体的なとこ

ろをしてほしいと思っています。そのような産

業をどういう産業に考えているのかというのも

含めて、もう少し説明いただくとありがたいと

思います。 

○守部産業政策課長  産業政策課においては全

産業を対象にしております。この導入タイプ、

発展タイプというのは来年度からの事業になり

ますが、現在は実装補助金というものをやって

おりまして、これもタイプ１～３という３つの

形で分けています。 

例えば、農業の世界でいうと、施設園芸の

ピーマンをハウスでやっているところに、セン

サーだったり水蒸気を発生するような装置を置

いて、無人のハウス状況を温度や湿度を見なが

ら、自動で水蒸気を出したり温度をコントロー

ルするようなシステムの導入といったところは

来年度の導入タイプになると思っております。

各産業にいろいろな事例があるのですが、福祉

の現場でいくと、音声で日報みたいなものを作

って、それをクラウドに保存することで、シフ

トが変わるときの申し送りや情報共有が簡単に

できるといった例もあります。このような各産

業ごとの具体的な事例はございます。 

○丸山委員  そういったことをもっと分かりや

すく、まだ導入していないところに対してしっ

かりＰＲしてもらって、各部局がこういったも

ので使えばいいというのをしっかり整理してい

ただいたほうが、もっと分かりやすいのではと

思って改めて言いました。 

特に、医療関係は進みそうで進んでいませ
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ん。医療資源が少ない宮崎県でＤＸが進むこと

によって、宮崎県のどこに住んでいても変わら

ない医療が受けられる体制になるのではないか

と思っています。農業だけでなく福祉・医療関

係も含めて、全て産業を担当されるということ

でしたので、ここをしっかりやったほうがいい

のではないかと、全国でこういう事例があるか

ら、こういうことを各部局で考えてください、

データをしっかり使うようにしてくださいとい

うような形で指揮を執ってもらって、各部局に

全国のいい事例を出してもらって、宮崎県内の

産業がＤＸしていって人材不足の中でもしっか

り回るよう、ぜひ進めていただくようにお願い

したいと思っております。 

○守部産業政策課長  県内産業のＤＸ推進につ

きまして、昨年度、ＤＸサポートセンターがで

きて、基本的に相談があったことに対して解決

するというところをやっておりました。ただ、

待ちの姿勢では問題だと思っていまして、今年

度は、支援機関や各業界団体の総会や合同説明

会だったり、ＤＸとフード相談ステーションの

合同相談会だったり、実際に足を運んで伝える

ようなことをやっております。 

来年度につきましては、委員がおっしゃった

ような各業界の集まりの中で──医療であれ

ば、庁内で医療関係者が集まるような会議の中

で、今回我々が実装補助金で支援したような事

例などを紹介しながら、ぜひ使ってみてはどう

ですかということを来年度以降やっていきなが

ら、県内産業界のＤＸを図っていきたいと考え

ております。 

○坂本委員  資料39ページの「若者ＵＩＪター

ン促進事業」についてお伺いします。 

 このような若者を宮崎県内に呼び込む施策に

ついて、県にしても市町村にしても、事業をい

くつも用意してやっていますが、「若者ＵＩＪ

ターン促進事業」では29歳以下の第２新卒者の

方を対象にしていますけれども、この意味を分

かっているのかなという疑問があります。とい

うのは、県にしても、市町村にしても、宮崎県

で人口減少や高齢化が進んでいるという様々な

自治体の課題がある中で、先ほど丸山委員から

女性をという話がありましたけれども、若者や

女性をしっかり宮崎県に呼び込んでいかないと

いけません。その上でこういう事業が成り立っ

ているということを、募集される方たちはよく

分かっているのかという疑問があります。 

逆説的かもしれませんけれども、「あったか

宮崎ひなた暮らし」という県のホームページが

ありますよね。現実問題として、宮崎県の給料

がいくらといったことも書いてありますけれど

も、総じて宮崎県はこんなにいいところですよ

というアピールのほうが強くて、実際に働いた

り生活するとなると課題もたくさんあるわけで

す。今回思ったのは、消防や防災といった地域

や自治体の問題について、いろいろな不便なこ

とが今後出てくるということ、このまま人口が

減っていったら大変だという社会課題があっ

て、移住を求める方たちにそういったものも一

緒に伝えていく必要があるのではないかとすご

く思っています。 

 昨日、若者の意識について少し触れました。

それを全部に当てはめるつもりはありませんけ

れども、若者は我々の世代とは違う感覚がある

一方で、社会課題についてはかなり関心が高

く、何とかしないといけないという問題意識が

高いという分析があります。そのため、その問

題意識が宮崎県に住んでみようというきっかけ

になるのではないかと思っています。総務政策

常任委員会の県内調査で椎葉村に行ったとき
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に、地域課題の解決のために村で生活して、事

業をされている方がいることにすごく感銘を受

けました。今後、ＵＩＪターンを促進して、若

者や女性を宮崎県内に呼び込んでいく上で、宮

崎県の課題を一緒に解決していくという視点を

入れていく必要があるのではないかと思って申

し上げさせていただきました。 

 加えて、先ほど総合政策課長が資料９ページ

を紹介されましたが、この中に「中高生が県内

企業の魅力に触れる機会の拡大」というところ

があります。県内企業の就職説明会が毎年開か

れていますけれども、ここに参加しているのが

工業高校や実業系の高校生が多いです。普通科

や進学系の生徒がほとんど来ていなかったもの

ですから、普通科についても来てもらいたいで

す。大学に進学して４年後に宮崎県に帰ってく

るかどうかという選択肢の一つになるのだか

ら、宮崎県内にこういう企業があるということ

を伝える機会をつくってくださいということを

教育委員会にはお願いしています。これは私立

学校についても同じだと思っています。 

 あわせて、申し上げたような地域のいろんな

課題です。宮崎県で就職すると、自治会にも入

らないといけない、消防も声がかかったら協力

しないといけない可能性があるということま

で、中高生にしっかり教えていく必要があるの

ではないかと思っていまして、申し上げさせて

いただきました。 

○重黒木総合政策部長  移住につきましては、

いろいろな動機で宮崎県へ移住する方がいると

思っています。資料９ページの話もありました

けれども、様々な取組を総合的にやっていくの

が一番効果的だろうと思っています。地域課題

を解決するために帰りたいという方もいらっし

ゃるでしょうし、子育てに便利だから、自然が

好きだから、あるいはこういった仕事がしたい

から移住したいといったように様々な動機があ

りますので、それぞれの動機をお持ちの方にし

っかり届くように施策をつなげていくのが重要

だと思っています。 

 社会課題という面で言えば、地域おこし協力

隊といった制度がございます。こういった制度

もしっかりＰＲし、全体をパッケージで見せな

がら、いろんな動機の方にしっかり届くような

施策を進めていきたいと考えております。 

 あと、小さい頃から地元企業に触れるという

お話もございましたけれども、普通科高校の生

徒にも地元企業を知ってもらうことによって、

１回大学で県外に出ても将来的に地元企業に就

職できるという具体的なイメージを学生の頃か

ら持ってもらうというのが大事だと思っていま

すので、この取組もしっかり教育委員会と連携

しながら進めていきたいと思っております。 

○坂本委員  続けて、資料54ページの「デジタ

ル導入による業務刷新支援事業」についてお伺

いします。先ほどのやり取りを聞いていて大体

理解できましたが、この事業の位置づけについ

てお伺いします。 

 目的を拝見しますと、デジタル化及びＤＸを

推進することで、業務の効率化と県民サービス

の向上につなげるということです。すばらしい

とは思いますが、今後、県民サービス向上につ

ながるようなデジタル関連の新しい取組は、デ

ジタル推進課で進めていくと理解していいので

しょうか。それともそれぞれの担当部局で進め

てデジタル推進課がサポートするという位置づ

けになるのでしょうか。 

○福崎デジタル推進課長  この事業に関しまし

ても、デジタル推進課で予算要求して事業も委

託しますけれども、実際は担当課で手続等の業
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務を行いますので、実証段階から担当課にしっ

かり入っていただいて、実装まで行くように当

課でサポートしていきたいと思っています。実

際は、担当課でデジタル化をしっかり推進して

いただくことになります。 

○坂本委員  成果指標のところですけれども、

「デジタル導入による業務刷新支援事業」につ

いても、その後に出てきます「生成ＡＩ活用に

よる業務効率化支援事業」についても、指標と

して、業務削減時間が１万時間とか３万時間と

いう時間単位での成果指標が出されています。 

例えば、県土整備部で許認可制度のスムーズ

化を図っていくというような取組があるとか、

こういう成果が得られるというような細かい単

位の成果指標については、各部局へ求めていく

のでしょうか。 

○福崎デジタル推進課長  業務削減時間につい

ての目標値は定めていますが、当然、行政サー

ビスの向上につなげていくところがメインであ

ります。この事業で削減した業務時間を、それ

ぞれの所属がどのような行政サービスの向上に

つなげていくのかというところは、非常に重要

になってきます。 

今は業務削減時間を成果指標に定めておりま

すけれども、個別の課で具体的に、削減できた

業務時間をどのように行政サービスの向上につ

なげていくのかというところは、ある程度、目

標値を設定していく必要があるだろうと思って

おります。 

○坂本委員  おっしゃるように、何万時間とい

う削減時間がデジタル推進課としての目標だと

思いますが、それがどういう形で、業務の効率

化とか行政サービスの向上につながるかという

ところが大事だと思いますので、ぜひ具体性を

持って指標を示していただきたいと思います。 

○黒岩委員  資料42ページに「食を中心とした

みやざきの魅力発信強化事業」がありますが、

宮崎牛とかカツオなどについては、担当部署で

プロモーションしていると思いますけれども、

そういったところのすみ分けといいますか、連

携も含めてどのようにされているのか教えてく

ださい。 

○守部産業政策課長  当課の事業につきまして

は、メディアを通じて本県の食を中心に幅広く

やっています。当然その中には文化だったり、

観光だったりというところをやっています。商

工観光労働部と被っているところがあると思い

ますが、我々のほうはメディアを使ってやって

います。メディアに露出して、食だけではなく

て、宮崎県のいいところを発信していくといっ

たところをこの事業でやっています。テレビや

インターネットではＰＲＴＩＭＥＳとかでいろ

いろな情報を発信していますが、来年度はそれ

に加えて、より食に対する意識が高い方にフ

ォーカスして、雑誌も部数が減っている状態は

ありますけれども、専門誌などで宮崎特集を組

んだり、皆さんフェイスブックやインスタグラ

ムなどのＳＮＳをやっていますので、メディア

ミックスで本県の食の魅力の発信をしていきな

がら、最終的には宮崎県のファンになっていた

だくというような事業をやりたいと思っており

ます。 

○黒岩委員  ということは、内容とかタイミン

グについては、県庁内で連携が取れているとい

う理解でよろしいでしょうか。 

 あわせて市町村が独自でされている部分もあ

ると思います。先日、東京のモノレールの駅に

行きましたら、都城のフラッグがずらっと並ん

でいて、市町村も頑張っているなと思いまし

た。そういったところともしっかり連携を取り
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ながら、効果的な事業をやってほしいと思いま

す。 

また、予算額が約1,500万円で、これで足りる

のかというところもありますから、ブランド化

というところを考えると、もう少し大胆な予算

を考えていただきたいということがありますの

で、よろしくお願いします。 

○守部産業政策課長  この事業については、当

然それぞれの地域資源をＰＲする場合もありま

すので、そういったときは、その地元の観光協

会とか自治体と連携してやらせていただいてお

ります。限られた予算の中ではありますけれど

も、経済効果を最大限に発揮できるような事業

にしていきたいと思っております。 

○黒岩委員  続きまして、資料52ページです。 

デジタル推進課ですが、県庁のホストコンピ

ューターの管理経費については、この予算のど

こに入っているのでしょうか。 

○福崎デジタル推進課長  県庁の全庁的な業務

システムというのが150程度ありまして、その情

報を貯めておくサーバにつきましては、「行政

情報システム全体最適化推進事業」の中にサー

バ統合基盤運営費が入っておりまして、そこ

に２億4,000万円ほど計上されているところであ

ります。 

○黒岩委員  パソコン等整備費というのが２億

7,000万円ほどありますけれども、これは職員の

パソコンの更新ということでしょうか。 

○福崎デジタル推進課長  そのとおりでござい

ます。ＬＧ－ＷＡＮという行政の専用情報ネッ

トワークを使っているパソコンについては、約

6,000台ありますが、５年契約で行っております

ので、年間大体1,000～1,400台程度、順次更新

しているというところでございます。その経費

がパソコン等整備費の中に入っております。 

○黒岩委員  パソコンについてはリースでやっ

ていらっしゃいますが、リースがいいのか、買

取りがいいのかという検討をされていらっしゃ

るのでしょうか。 

○福崎デジタル推進課長  当然、買取りになり

ますと、順次更新が出てまいります。毎年、ス

ペックも新しくなってきますので、計画的に

リースすることによって、更新にも、新しい新

商品の入替えにも対応できるということで、

リースにしているところであります。 

○黒岩委員  こういうシステム関係の経費とい

うのは、事業者からいろいろな提案があったり

見積りが出されますが、それが高いか安いかと

いう判断がなかなか難しいのではないかと思い

ます。例えば、他県と同じような業務につい

て、他県の予算や経費がどれぐらいなのかとか

いった検証はされていらっしゃいますか。 

○福崎デジタル推進課長  情報システム関係の

システム構築や備品も含めてですけれども、必

ずＩＴ調達協議というものを行っておりまし

て、適正な価格に見積もられているかというと

ころをデジタル推進課で外部委託をして精査す

ることになっております。当然、スペック的に

おかしいものについては指摘しまして、落とし

てくださいと指導しております。昨年度の実績

からすると、２億円ほど削減させていただいて

いるところではあります。 

○黒岩委員  引き続きそういう精査といいます

か、努力をよろしくお願いしたいと思います。 

 総じて、人材の確保といいますか、県庁では

デジタル職といった人材はないと思いますが、

職員は人事異動でどんどん変わるわけですけれ

ども、そろそろデジタル職の人材も確保したほ

うがいいのではないかという気がしています。

他県では、そういう職種の人材を確保したとい
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う事例はないのでしょうか。 

○福崎デジタル推進課長  採用につきましては

人事課の案件になりますが、我々が掴んでいる

情報としましては、他県では情報という職員に

ついて採用している実績はあると伺っておりま

す。当県ではそういった採用はしておりません

けれども、情報に詳しい人間も当課におります

ので、そういった中で育成していくのも大切な

ことだと思っております。 

○黒岩委員  そういったところの費用対効果も

十分に検証していただいて、情報人材の確保に

ついても検討していただきたいと思います。 

 最後に、資料53ページの「自治体ＤＸを担う

人材育成事業」についてです。（３）成果指標

の①デジタルツールを利活用して業務効率化を

行った所属数が、令和７年度末に75所属とされ

ています。この75所属というのは全体の所属の

うちの何割ぐらいなのでしょうか。 

○福崎デジタル推進課長  県庁全体で約170所属

ありますので、そのうちの75所属ということに

なります。我々としては、来年度までにできれ

ばですけれども、本庁が大体80ぐらいあります

ので、本庁でそういった業務効率化が行われる

体制を作りたいと考えております。 

○黒岩委員  全庁挙げてやりましょうとなった

ときでも、うちは忙しいからとか、いろいろと

温度差が出てくると思います。ただ、やると決

めた以上は、全課が同じ温度で、同じ取組がで

きるように、しっかりとお願いしたいと思いま

す。要望でございます。 

○川添委員長  ほかございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、第２班の予算議案の

審査を終了いたします。 

委員の皆様にお諮りします。第３班以降は午

後１時から行いたいと思いますが、いかがでし

ょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  御異議ございませんので、午後

１時から再開といたします。 

 暫時休憩いたします。 

   午後０時03分休憩 

───────────────────── 

   午後０時58分再開 

○川添委員長  それでは委員会を再開いたしま

す。 

 次に、第３班として、生活・協働・男女参画

課、みやざき文化振興課、人権同和対策課の審

査を行いますので、順次、予算議案の説明をお

願いいたします。 

 なお、委員の質疑は全ての課の説明が終了し

た後に、お願いいたします。 

○森山生活・協働・男女参画課長  生活・協

働・男女参画課の当初予算について御説明いた

します。 

常任委員会資料57ページをお開きください。 

 当課の令和７年度当初予算は、表に記載のと

おり６億6,055万2,000円であります。 

 58ページを御覧ください。 

 当初予算の主な内容について御説明いたしま

す。 

 上から２つ目の（事項）交通安全基本対策費

1,193万9,000円は、交通安全対策推進本部の運

営や県民向けのＣＭ放映等、啓発に要する経費

であります。 

 １つ飛びまして、（事項）安全で安心なまち

づくり推進費694万5,000円は、犯罪のない住み

よいまちづくりの啓発や、地域や学校の要請に

応じて、防犯アドバイザーを派遣するなどの事

業に要する経費であります。 



令和７年３月 12 日(火) 

 - 89 -

 次に、（事項）協働運営事業費1,689万3,000

円は、みやざきＮＰＯ・協働支援センターの運

営費であり、説明欄１の改善事業「みやざきＮ

ＰＯ・協働支援センター事業」につきまして

は、後ほど御説明いたします。 

 １つ飛びまして、（事項）ボランティア活動

促進事業費1,873万5,000円は、様々な社会貢献

活動を県民の間に広げていくための経費であり

ます。説明欄５の新規事業「災害ボランティア

支援体制整備事業」につきましては、後ほど説

明いたします。 

 １番下の（事項）消費者支援対策費7,874万円

は、県の消費生活センターに相談や啓発に当た

る職員を配置し、相談事業や消費者トラブル防

止の啓発活動を行うことなどに要する事業にな

ります。 

 59ページを御覧ください。 

 （事項）消費生活センター設置費4,010万

8,000円は、消費生活センター及び都城市と延岡

市にあります２つの支所の庁舎管理等に要する

経費であります。 

 次に、（事項）消費者行政交付金事業費5,441

万円は、国の交付金を活用し、消費者問題解決

のための無料弁護士相談会の開催や、市町村の

相談窓口の機能強化に対する支援を行う経費で

あります。 

 １番下の（事項）男女共同参画推進費１億

9,204万1,000円についてです。説明欄の１、

「啓発・活動推進事業」2,655万7,000円の主な

ものとしましては、（２）性暴力被害者支援セ

ンター運営事業で、性暴力被害の被害者の負担

軽減を図るため、相談やカウンセリング、医療

支援などを行う「さぽーとねっと宮崎」の運営

委託に要する経費であります。 

 次に、説明欄（４）の２、男女共同参画セン

ター管理運営委託費4,030万4,000円は、男女共

同参画センターの運営委託に要する経費であり

ます。 

 次に、説明欄３の「女性活躍推進アウトリー

チ型総合支援事業」3,003万9,000円は、主に働

きやすい職場づくりなどに取り組む企業の個々

の課題に応じまして、アドバイザーやメンター

派遣、社内研修の提供等を行う事業に要する経

費であります。 

 なお、説明欄の１、（３）改善事業「みやざ

きで男女が輝く環境づくり推進事業」及び説明

欄の４、新規事業「女性にやさしい職場づくり

応援事業」につきましては、後ほど御説明いた

します。 

 60ページを御覧ください。 

 改善事業「みやざきＮＰＯ・協働支援セン

ター事業」であります。予算額は1,666万8,000

円で、事業の目的は、アウトリーチ型の支援機

能を有しますセンターを設置することにより、

多様な主体による協働の促進とＮＰＯ活動の活

性化を図るものであります。 

 事業の概要ですが、①地域協働推進事業は、

協働のための出張相談や研修会、優良な協働事

例の発表会、地域で活動している団体、個人の

交流会をアウトリーチ型で行ってまいります。 

 ②ＮＰＯ活動地域支援事業は、ＮＰＯ活動に

対する相談窓口を設置するとともに、法人運営

の適正化や企画力向上のための研修、専門人材

の派遣、地域においてＮＰＯ支援を行っている

団体間の意見交換等を行ってまいります。 

 事業の仕組みですが、①、②いずれも民間企

業へ委託することとしまして、成果指標は、年

間相談件数を令和９年までに350件、うち50件

は、地域での相談会や交流会を実施します際の

相談件数といたします。また、アウトリーチ研
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修等の実施回数を年間７回といたします。 

事業期間は令和９年度までとなります。 

 次に、61ページを御覧ください。 

 新規事業「災害ボランティア支援体制整備事

業」であります。予算額は940万1,000円です。 

 事業の目的は、市町村や災害中間支援組織が

行う災害ボランティア体制整備の取組を支援す

ることにより、災害に備えた行政・社協・ＮＰ

Ｏ等の多様な連携促進を図るものであります。 

 事業の概要ですが、①災害ボランティア活動

推進のための環境醸成では、県と市町村との連

携、官民連携の被災者支援を促進するための会

議や、県民を対象とした災害ボランティア制度

の理解を図るためのフォーラムを開催いたしま

す。 

 ②災害ボランティア支援体制整備補助金で

は、市町村が行います民間支援団体とのネット

ワーク拡大や、地域支援調整力を向上させる研

修の実施、災害ボランティアの担い手の育成な

どの取組に対しまして補助してまいります。 

 ③災害中間支援組織の強化・活動支援では、

災害時に県外から支援に入ります団体の受入調

整や、県内で活動しております団体の活動を支

援していくことになる災害中間支援組織が行い

ますＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や連携

構築の取組、具体的には、行政や社会福祉協議

会、関係団体との連絡会議や訓練の実施、その

他民間支援団体との連携や、相談窓口を行って

まいります被災者支援コーディネーターの配置

などの取組に対して補助いたします。 

 事業の仕組みは、一部を除きまして市町村及

び災害中間支援組織への補助ということになり

ます。 

 成果指標ですが、災害ボランティア支援体制

が構築された市町村数を令和９年度までに７市

町村へ、③では、災害中間支援組織が行います

行政や民間団体との連絡会の参加者数を単年度

で150人としております。 

事業の期間は令和９年までとしております。 

 次に、62ページを御覧ください。 

 改善事業「みやざきで男女が輝く環境づくり

推進事業」になります。予算額は1,003万8,000

円です。 

 事業の目的は、若者や女性が宮崎で多様な働

き方ができる社会の実現に向けまして、「みや

ざき女性の活躍推進会議」の取組強化を行うこ

とで、県内企業の職場環境づくりの取組促進を

図っていくものであります。 

 事業の概要になります。①みやざき女性の活

躍促進事業では、「みやざき女性の活躍推進会

議」におきまして、県民や企業の男女共同参画

の機運の醸成を目的としましたシンポジウムの

開催や、経営者や女性リーダー等を対象とした

研修会等を拡充して実施するものでございま

す。 

 ②情報発信事業では、起業や地域活動にチャ

レンジをするなど、輝いている女性や団体を象

徴するものでございます。 

 事業の仕組みは、一部を除きまして、民間企

業へ委託することとしており、成果指標は、女

性活躍推進会議の企業数を令和８年度末までに

450社へ、県内民間事業所の管理職に占めます女

性の割合を令和８年までに30％とすることとし

ております。 

事業の期間は令和８年度までであります。 

 次に、63ページを御覧ください。 

新規事業「女性にやさしい職場づくり応援事

業」です。予算額は9,514万1,000円です。 

 事業の目的は、女性の活躍推進や女性が働き

やすい職場環境に取り組む企業を支援し、女性
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が個性と能力を十分に発揮しつつ、仕事と家庭

の調和が取れる宮崎づくりを推進するものであ

ります。 

 事業の概要及び事業の仕組みになりますが、

奨励金・補助金の交付としまして、メニューを

タイプＡ～Ｃの３つに分け、企業の取組に対し

まして、奨励金・補助金を交付してまいりま

す。 

具体的には、タイプＡでは、国のえるぼし認

定を受けた企業や、えるぼし認定区分が上がっ

た企業に対しまして100万円を給付いたします。

タイプＢは、積極採用や管理職登用など、女性

活躍のための取組を行った企業に対しまして、

取組内容と目標達成の状況に応じまして、上限

100万円を支給してまいります。タイプＣでは、

女性が働きやすい職場の環境整備を行った企業

に対しまして、その経費の２分の１、上限60万

円を補助してまいります。 

 成果指標としましては、えるぼし認定を受け

た企業数を令和８年度までに20社へ、県内民間

事業所の管理職に占める女性の割合を、令和

８年度までに30％とすることにしております。 

事業の期間は、令和８年度までであります。 

○堀みやざき文化振興課長  みやざき文化振興

課の当初予算案につきまして御説明いたしま

す。 

常任委員会資料の64ページを御覧ください。 

 当課の当初予算額は、左から２列目93億6,797

万6,000円であります。 

主な内容につきましては、65ページを御覧く

ださい。 

 まず、上から４行目にあります（事項）県立

芸術劇場費５億7,368万4,000円は、県立芸術劇

場の管理運営に要する経費であります。主な内

容としましては、説明欄の１、指定管理料５億

497万3,000円ですが、指定管理者である公益財

団法人宮崎県立芸術劇場への委託料でありま

す。 

 このうち、（１）「宮崎国際音楽祭開催事

業」は、令和７年度の音楽祭の開催経費及び翌

年度の準備経費、（２）県立芸術劇場管理運営

委託費は、人件費などの施設の管理運営に必要

な経費、（３）「県民文化振興事業」は、一般

の舞台芸術の公演などの経費であります。 

 説明欄４の新規事業「第30回宮崎国際音楽

祭・県立芸術劇場開館30周年記念事業」につい

ては、後ほど説明いたします。 

 次に、その下の（事項）文化活動促進費9,597

万5,000円であります。 

 説明欄５の（２）新規事業「第30回若山牧水

賞記念事業」、説明欄11の改善事業「障がい者

芸術文化普及支援事業」及び12の改善事業「宮

崎県文化芸術支援事業」につきましても、後ほ

ど御説明いたします。 

 66ページを御覧ください。 

 （事項）私学振興費85億5,417万1,000円であ

りますが、説明欄１の私立学校振興費補助金44

億4,236万7,000円は、私立高等学校等の運営に

ついて人件費などの計上的経費等を補助するも

のであります。 

 説明欄４の私立学校退職金基金事業補助金

8,784万7,000円は、公益財団法人宮崎県私学振

興会が運営しております私立学校教職員の退職

手当給付のための基金積立に対する補助であり

ます。 

 説明欄10の（３）改善事業「私立専修学校産

業人材育成事業」については、後ほど説明いた

します。 

 続きまして、説明欄11の私立高等学校等就学

支援金の（１）就学支援金27億5,358万9,000円
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は、私立高等学校等の授業料の保護者負担の軽

減を図るため、（２）奨学のための給付金３億

1,420万1,000円は、授業料以外の教育費の負担

軽減を図るため、いずれも世帯の所得に応じて

一定額を支援するものであります。 

 13の「私立専門学校授業料等減免事業」７億

7,562万2,000円は、世帯の所得に応じて私立専

門学校が授業料等の減免を行う経費を補助する

ものであります。 

 続きまして、新規・改善事業について御説明

いたしますので、67ページを御覧ください。 

 新規事業「第30回宮崎国際音楽祭・県立芸術

劇場開館30周年記念事業」であります。予算額

は4,301万円で、財源はみやざき芸術文化振興基

金であります。 

 事業の目的ですが、県立芸術劇場が開館30周

年、宮崎国際音楽祭が第30回を迎えることを記

念し、これまでの成果を発信するとともに、県

内各地で様々な世代が文化に親しんでいただけ

るよう、その拡大に取り組むこととしておりま

す。 

 事業の概要ですが、①第30回宮崎国際音楽祭

を記念して、県民合唱団を広く募集し、ベー

トーベンの交響曲第９番を歌い上げる県民参加

型の公演を実施するとともに、音楽祭開催期間

中以外でも県民を無料で招待するコンサート

や、各市町村の文化施設等での関連コンサート

などを開催いたします。 

 また、②県立芸術劇場開館30周年を記念し

て、劇場を訪れる機会の少ない親子や子供など

の若い世代、障がいのある方々にも劇場に親し

んでいただけるよう、多様なプログラムに取り

組むこととしております。 

 成果指標は、音楽祭や関連企画への宮崎市外

からの来場者を現状から10％程度増やし35％に

するとともに、開館30周年記念事業で初めて劇

場を訪れる人の割合も30％を目指してまいりま

す。 

事業期間は令和７年度の単年度であります。 

 68ページを御覧ください。 

 続きまして新規事業「第30回若山牧水賞記念

事業」であります。予算額は557万4,000円で、

財源はみやざき芸術文化振興基金であります。 

 事業の目的ですが、30回の節目を迎える若山

牧水賞と牧水生誕140周年を祝う記念事業を通

し、牧水の功績を改めて顕彰するとともに、郷

土への誇りの醸成や短歌文化のさらなる拡大を

図り、「短歌県みやざき」づくりを推進するも

のであります。 

 事業の内容については、「牧水がつなぐひな

たの架け橋」をテーマに、①日常のささいな出

来事を書き留める短歌日記帳の作成、②ＳＮＳ

を活用した短歌投稿キャンペーン、③パネル展

や短歌づくりイベント、④これまでの若山牧水

賞の振り返りをテーマとしたシンポジウムを実

施することとしております。 

 成果指標は、ＳＮＳへの投稿やイベント参加

等で短歌に触れた人数5,000人を目指してまいり

ます。 

事業期間は令和７年度の単年度であります。 

 69ページを御覧ください。 

 改善事業「障がい者芸術文化普及支援事業」

であります。予算額は614万8,000円で、財源は

国庫及び一般財源であります。 

 事業の目的ですが、障がいの有無に関わら

ず、誰もが文化芸術を鑑賞し、参加し、創造す

ることができる環境の整備をより一層推進する

ことにより、芸術文化活動を通した共生社会の

実現を図るものであります。 

 事業内容については、障害者の芸術文化活動
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の支援拠点として、令和元年度に設置しました

宮崎県障がい者芸術文化支援センターを引き続

き設置し、①障害者の芸術文化活動に関する相

談支援や、②活動を支える人材の育成などを行

うものでありますが、特に令和７年度から③活

動の少ない地域においてアウトリーチ活動や研

修会等を実施するとともに、④発表の機会を宮

崎市以外の地域に順次展開することとしており

ます。 

 成果指標は、障がい者芸術作品展につきまし

て、開催地域を現状の宮崎市１地域に加え、毎

年１地域ずつ拡大し、令和９年度までに累計

４地域とするとともに、来場者数を令和９年度

に3,000人とすることを目指してまいります。 

事業期間は令和７年度からの３か年でありま

す。 

 70ページを御覧ください。 

 改善事業「宮崎県文化芸術支援事業」であり

ます。予算額は1,257万3,000円で、財源は一般

財源であります。 

 事業の目的ですが、県民を対象とする文学賞

を通した県民参加による文化活動の促進や、文

化団体による鑑賞機会の提供、次世代への活動

継承に要する経費の支援により、文化の裾野の

拡大と本県芸術文化の振興を図るものでありま

す。 

 事業内容については、①みやざき文学賞開催

補助でありますが、みやざき文学賞は平成10年

度から継続して実施されているものでありまし

て、引き続き県民を対象に文芸作品を公募し、

優秀作品を表彰いたします。 

 また、②文化団体活動支援事業としまして、

文化団体の記念事業や周年事業に対する補助に

加え、令和７年度からの新たな取組としまし

て、県内の文化団体の活動継承に対する補助

や、県内の伝統芸能の活動継承に対する補助を

実施するとともに、県民の文化活動の新たな発

表の場の創出も図ってまいります。 

事業の仕組みは、県から公益財団法人宮崎県

芸術文化協会への補助により実施いたします。 

 成果指標は、みやざき文学賞応募数を令和

９年度までに700点とするとともに、日頃から文

化に親しむ県民の割合を76％とすることを目指

してまいります。 

事業期間は、令和７年度からの３か年であり

ます。 

 71ページを御覧ください。 

 最後に、改善事業「私立専修学校産業人材育

成事業」であります。予算額は1,286万4,000円

で、財源は一般財源であります。 

 事業の目的ですが、私立専修学校が行う社会

の変化に即応した実践的な職業教育、専門的な

技術教育について支援し、産業人材の育成を図

るものであります。 

 事業内容ですが、①専修学校産業人材育成補

助金については、専修学校の運営に要する経費

のうち、国家資格等の取得に係る教育に要する

経費を補助するものであり、具体的には、教育

図書や教育備品の購入などに要する経費を補助

するもので、補助率は３分の１以内、100万円を

上限としております。 

 ②職業実践専門課程振興補助金については、

令和７年度から新たに実施するものでありま

す。国が認定する職業実践専門課程を設置して

いる法人に対して、教育の実施に係る経費を補

助いたします。職業実践専門課程とは、企業と

連携した実践的・専門的な教育が行われている

専修学校の学科を国が認定するものでありま

す。対象経費は、講師謝金、講師旅費、その他

教材・教具の購入に要する経費、補助率は定額
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で１学科当たり15万円を上限としております。 

 成果指標として、卒業生のうち就職希望者の

県内就職率について、令和９年度に75％を目指

してまいります。 

事業期間は令和７年度からの３か年でありま

す。 

○中村人権同和対策課長  人権同和対策課の当

初予算について御説明いたします。 

常任委員会資料72ページを御覧ください。 

 当課の令和７年度の一般会計当初予算額は、

左から２列目にありますとおり、総額で１億

3,119万円であります。 

 当初予算の主な内容について御説明いたしま

すので、73ページを御覧ください。 

 まず下から２つ目の（事項）人権同和問題啓

発活動費2,481万4,000円になります。これは、

様々な人権問題につきまして、県民の正しい理

解と認識を深めるための啓発活動に要する経費

で、説明及び事業名欄１の「人権啓発推進強化

事業」は、民間団体等と連携してそれぞれの専

門性などを生かした活動に取り組むほか、人権

啓発強調月間や人権週間における街頭啓発、テ

レビＣＭの放映、パネル展示など様々な啓発事

業を実施するものであります。 

 次に、その下の（事項）「宮崎県人権施策基

本方針」推進事業費1,786万1,000円につきまし

ては、宮崎県人権施策基本方針に基づく施策の

推進に要する経費で、説明及び事業名欄１の

「宮崎県人権啓発センター事業」1,446万1,000

円につきましては、人権同和対策課内に設置し

ております宮崎県人権啓発センターを拠点とし

て、企業等が人権啓発に取り組むための担当者

養成講座の開催や研修講師の派遣をはじめ、人

権に関する相談、ＤＶＤや図書などの視聴覚教

材の整備、貸出し、情報誌の発行、ホームペー

ジによる情報提供などの事業を実施するもので

す。 

 また、２の「地域人権啓発活動活性化事業」

340万円につきましては、市町村に委託して、講

演会の開催など様々な人権啓発活動を実施する

ものであります。 

 当初予算についての説明は、以上でありま

す。 

 続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について御説明いたします。 

74ページを御覧ください。 

 個別指摘要望事項といたしまして、人権啓発

事業における「ふれあい映画祭」について、人

権尊重の意識がしっかりと根づくよう、市町村

と連携しながら上映回数を増やすなど、より一

層取り組むこととされております。 

 対応状況でございますが、「ふれあい映画

祭」は、８月の人権啓発強調月間中の事業の一

環として、人権に関する映画の鑑賞を通じて、

県民の人権意識の普及高揚を図ることを目的に

実施しております。 

 この事業は、子供たちを初め県民一人一人が

人権について身近に学ぶことができる機会とし

て重要であることから、上映回数を増やすとと

もに、近隣市町村で共同開催を行うなど効率的

に実施し、より多くの県民が参加できるよう計

画しているところです。今後とも、県民に人権

尊重の意識がしっかり根付くよう、啓発活動の

実施に一層取り組んでまいります。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。 

 予算議案について質疑はございませんか。 

○黒岩委員  資料61ページのところです。災害

中間支援組織というのは、具体的にはどういっ

た団体なのでしょうか。例えば、市町村の社会
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福祉協議会もそれに当たるのか、そういったこ

とを教えていただきたいと思います。 

○森山生活・協働・男女参画課長  災害中間支

援組織と言いますのは、災害が起こった際に、

県外から直接支援に入りたいというＮＰＯなど

の団体も入ってまいります。それとは別に、従

来型で市町村の社会福祉協議会が中心になって

立ち上げます一般ボランティア、災害ボランテ

ィアの活動等もございます。あと、行政ももち

ろん災害の対応に従事してまいります。 

こういった行政・社会福祉協議会、活動する

民間のボランティア団体の長所を生かしながら

連携して、うまくコーディネートしながら被災

地の災害支援を行っていくような団体のことを

災害中間支援組織と呼んでおります。 

○黒岩委員  社会福祉協議会もボランティアを

受け入れて、そこから被災地に派遣するような

感じですから、社会福祉協議会も中間支援組織

かなと思ったところですが、その上のほうの団

体ということなのでしょうか。県内は既にそう

いう団体があるのかどうか、いくつあるのか教

えてほしいと思います。 

○森山生活・協働・男女参画課長  社会福祉協

議会が現在、災害の際に行っている取組とし

て、市町村と連携いたしまして現地の災害支援

ニーズを掘り起こし、その上でボランティアを

してもらいたい人たちとのマッチングを行うと

いった活動をしております。今までとは違った

感覚で、自発的に災害支援の活動を行っていた

だいているＮＰＯの調整まではなかなかできて

いないところが現状でございます。 

 次の御質問の災害中間支援組織と言える組織

があるかという御質問ですけれども、東日本大

震災や熊本地震、能登半島地震でも積極的に被

災者支援の活動をしていただいておりまして、

令和６年度に宮崎県内で起こった竜巻ですとか

地震の災害の際にも中心となって活動していた

だいております、特定非営利活動法人宮崎文化

本舗が県域で働いていただける中間支援組織と

考えております。 

 市町村におきましては、宮崎市を中心とし

て、市と社会福祉協議会とＮＰＯを連携するボ

ランティア団体がございます。市のエリアでの

活動としましては宮崎市で活動されている団体

が１団体ございます。 

○黒岩委員  続きまして資料65ページです。 

（事項）県立芸術劇場費の１の（３）に「県

民文化振興事業」というのがあります。4,400万

円の事業です。この説明をもう一度お願いいた

します。 

○堀みやざき文化振興課長  （事項）県立芸術

劇場費の（３）県民文化振興事業につきまして

は、一般の舞台芸術の公演などの経費でござい

ます。 

○黒岩委員  一般の舞台芸術の振興について、

少し分かりやすくお願いします。 

○堀みやざき文化振興課長  舞台芸術と申しま

すのは、演劇やバレエ、舞踊など、あるいは音

楽などの公演も含まれます。そういった舞台で

行われる様々な芸術活動のことでございます。 

○黒岩委員  県立芸術劇場が、そういった機会

を設けるという理解でよろしいでしょうか。 

○堀みやざき文化振興課長  県立芸術劇場で行

われる公演の種類としましては、自主事業とし

て自ら企画して行うものと、劇場の各ホールを

貸し出してほかの事業者が行うものの大き

く２つに分かれます。その前者であります、自

主的に県立芸術劇場が企画して実施する事業に

ついて、県から県立芸術劇場に委託して実施い

ただくものでございます。 
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○黒岩委員  例えば、こういったものが聴きた

いというような県民の要望に応じて、そういう

ステージを実施するという機能はあるのでしょ

うか。 

○堀みやざき文化振興課長  県立芸術劇場が行

います舞台芸術の公演の際は、必ずアンケート

を取っておりまして、今後どういった舞台芸術

の公演を鑑賞したいかという御意見もいただい

ております。そういったものも参考にしなが

ら、プログラムの検討を行っているところでご

ざいます。 

○黒岩委員  最後に、資料66ページです。 

（事項）私学振興費の11、私立高等学校等就

学支援金についてです。所得に応じてというと

ころがありましたが、小中学校の場合は要保護

や準要保護という基準があって、いろいろ免除

とかがありますけれども、それと同じ基準とい

うことでよろしいでしょうか。 

○堀みやざき文化振興課長  私立高校生を対象

とした就学支援金につきましては、世帯の収入

によりまして支援金の額が変わっておりまし

て、小中学校義務教育とは少し違った仕組みと

なっております。 

○山口副委員長  生活・協働・男女参画課へお

伺いします。資料60ページの改善事業「みやざ

きＮＰＯ・協働支援センター事業」ですけれど

も、予算額自体は昨年度の当初予算から減って

いると思いますが、金額の変更の理由は何かあ

るのでしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  こちらにつ

きましては、現在、宮崎駅前にあるＫＩＴＥＮ

ビル３階に事務所を設置しておりまして、今回

アウトリーチ型の支援事業を行っていくに当た

り、賃借料等が減額になるものでございます。 

○山口副委員長  ということは、事務所がなく

なるということでしょうか。存在するが縮小す

るということでしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  ＫＩＴＥＮ

ビルのほうでフリースペースも活用してほしい

ということで、賃借料も込みで事務所を設置し

ておりました。この事業は企画提案方式で受託

者を決めていくものですけれども、こちらの要

件の中に、事務所を受託者が構えて、相談事業

を行うようなスペースを確保することというと

ころまでを含めております。 

これまではＫＩＴＥＮビルを拠点としていろ

いろな活動を行ってきましたが、宮崎市近隣の

団体の利用が中心になっているということでし

た。ＮＰＯ活動や協働支援といったものは、地

域に根差した活動をされている団体様が交流会

などをされておりますので、今まで持っており

ました相談機能や研修会の機能といったものを

アウトリーチ型で行いたいというところで、み

やざきＮＰＯ・協働支援センターのＫＩＴＥＮ

ビルでの運営は一旦終了とさせていただくこと

としています。アウトリーチ型の機能を持った

みやざきＮＰＯ・協働支援センターを改めて設

置するということにしております。 

○山口副委員長  今の形で行くと、みやざきＮ

ＰＯ・協働支援センターを受託者の本社なりに

置いて、そこから人材派遣というような形を使

って各地に行くということです。そもそも、み

やざきＮＰＯ・協働支援センターというものを

設置しないといけないのでしょうか。アウト

リーチ事業と割り切ってしまってはいけないの

でしょうか。わざわざ設置した上で派遣してい

くというやり方は、国庫補助か何かをもらうた

めに必要だとか、そういう理由でしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  今回、みや

ざきＮＰＯ・協働支援センターという名称を引
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継ぐ経緯といたしましては、やはりＮＰＯや協

働活動している人にとっての相談の拠点という

ところについては、これまでと同様の役目を持

ってもらいたいということで、受託先が相談ス

ペースを構えて、ＮＰＯからの相談や協働支援

のための相談のほうは継続して続けていきたい

と思っております。アウトリーチ事業だけとい

うことではなく、拠点での相談事業も併せ持つ

という形で、今回の事業を組み立てておりま

す。 

○山口副委員長  今の考え方で行くのであれ

ば、今まで設置していた場所が宮崎市だったの

で、非常に市内の方々が多かったと。そうであ

れば、拠点をいろいろ構えてくださいという前

提の下で、予算額は変えずに設置者に任せると

いう考え方だってあると思います。 

相談窓口機能は持たせるという形になった場

合、宮崎市の事業者が受託したら何も変わらな

いじゃないですか。相談窓口は宮崎市にそのま

ま存在している形になってしまうので、いろん

な場所で相談もできるようにという発展的なこ

とを考えるのであれば、県北・県央・県南にそ

れぞれ１か所ずつ相談窓口も設置するという形

での事業構築のほうが自然なような気がします

が、そういった議論はなされたのでしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  拠点を置い

て常に開設してもらうというところは、やはり

業務負担もございます。今回の新たな事業の中

では、地域によっては出向いていく出張相談で

対応するという形を取らせていただきたいと考

えております。 

○山口副委員長  業務負担というのはよく分か

らないところです。受注先の業務負担を考える

理由はないと思っていて、受注できるかどうか

は向こうが判断するだけです。わざわざこちら

から大変ですよねということが起きるとするな

らば、受注先が決まっているのではないかと疑

ってしまうことになっていまいます。理由とし

て違うと思っています。 

アウトリーチにしたいからということで、拠

点を縮小して予算を減らしていきますというと

ころは分かるんですけど、事業の在り方という

ことは今後、実務をする中で考えていただきた

いと思います。 

○重黒木総合政策部長  簡単に説明しますと、

ＫＩＴＥＮビルに一定の面積を借りて事業を行

っておりました。研修会などをやるという名目

で一定の面積が必要だったのですけれども、実

際、研修会の利用がなかなかなくて、むしろア

ウトリーチで地域に出て相談を受けてほしいと

いうことがございました。それほど大きな面積

が要らないと事業者とも話をして、そういった

結論になったところでございます。 

来年度からは一定の面積ではなくて、事業者

の事務所の中に１区画つくって、そこで必要最

小限の相談受付はしますと。そこに人を配置し

て、アウトリーチに重点を置いた相談活動をや

っていこうということで、事業の組替えをやっ

て、予算の効率化も図ったということでござい

ます。 

○山口副委員長  別件で、宮崎県男女共同参画

センターと、みやざきＮＰＯ・協働支援セン

ターについてですが、宮崎市や都城市といった

大きい市町村には同じようなセンターが存在し

ていますよね。実際、男女共同参画センターは

宮崎市にもありますし、すみ分けって実際どの

ように考えられているのか、そもそも論として

お伺いしたいと思います。 

○森山生活・協働・男女参画課長  延岡市や都

城市、宮崎市、日向市、男女共同参画センター
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という名前は取っておりませんが、そういった

活動をされているところを市町村が設置して、

運営されていたり委託されております。いずれ

も市町村での男女共同参画の意識の醸成という

ところで、市民に対する支援等の啓発活動等を

されています。 

宮崎県男女共同参画センターといたしまして

は、組織的に脆弱な市町村も多数ございますの

で、圏域全てを網羅した情報発信や啓発活動を

相談事業や講師の派遣などを通してやっていき

たいという目的で、設置させていただいており

ます。 

○山口副委員長  宮崎県男女共同参画センター

は企業局にありますよね。宮崎市も、宮崎市男

女共同参画センターパレットという名前でやっ

ています。財政的に厳しいのであれば、場所を

検討するべきではないかと感じます。また、宮

崎市だけではなく、財政の弱いところに設置し

たら駄目なのかとかも考えなくてはいけないと

思うので、できるだけすみ分けをしっかり意識

してやっていただきたいと思います。 

 みやざきＮＰＯ・協働支援センターについて

は、受託者も改めて募集される予定であるので

しょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  こちらにつ

きましては、単年度契約ということで、毎年公

募を行っております。 

○山口副委員長  ちなみに、宮崎市にも市民活

動センターというのがあって、ＮＰＯへの支援

とかを行っていますが、私の知る限りだと、み

やざきＮＰＯ・協働支援センターと市の市民活

動センターは受託者が一緒だと思います。これ

だと、完全に同じ団体が同じ業務をやっている

と見られてもおかしくないと思います。その団

体が悪いとかではなくて、きちんとそのあたり

は把握した上で、各市町村とのすみ分けも意識

して業務内容等も分けていただかないと、いわ

ゆる二重行政ではないかと指摘を受けてもおか

しくはないと思いますので、そのあたりは今

後、業務内容の精査等を行っていただきたいと

思いますが、いかがでしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  宮崎市の市

民活動センターとみやざきＮＰＯ・協働支援セ

ンターについて、今年度は同じ団体が受託して

おります。 

 各地市町村・地域での市民活動やセンターの

活動が十分にできていないところへのアウト

リーチ型の支援を重点的に行いたいという意図

もあり、今回の事業を構築しております。受託

先を新たに公募いたしますが、そういったとこ

ろも受託先と詰めながら事業を展開してまいり

たいと考えております。 

○山口副委員長  続いて、「災害ボランティア

支援体制整備事業」についてです。純粋な疑問

ですが、危機管理課ではなくて、生活・協働・

男女参画課が行う理由は何でしょうか。もちろ

ん連携されている前提で聞いていますが、中身

を見ると危機管理課じゃないのかなと思ったと

ころですけれども、そこはどういう考え方にな

るのでしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  県の防災計

画の中に、災害ボランティア活動についての記

載もございますが、ＮＰＯや協働支援を生活・

協働・男女参画課が所管しております関係上、

ＮＰＯや住民の方が多く参加されるボランティ

アにつきましては、広く包括的にボランティア

活動ということで、当課が担っていくことにし

ております。 

○山口副委員長  役割分担はいろいろあるので

しょうけれども、災害ボランティアは少し特殊
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だと思っていて、普通のボランティアと一緒く

たにするのはどうなのかなという気はします

が、理解はしたいと思います。 

 この事業の成果指標で、「災害ボランティア

支援体制が構築された市町村」という記載がご

ざいますが、災害ボランティア支援体制が構築

されている状態というのは、どういう定義にな

っているのか教えていただけますか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  こちらにつ

きましては、先ほども少し触れました市町村と

社会福祉協議会とＮＰＯといった団体の連携が

うまく取れているというところが大前提となる

んですが、災害が起こったときに、３者それぞ

れの役割分担や情報共有ができるような仕組み

づくりができているとか、外部からの災害支援

の受入体制のスキルが構築されているとか、実

際に災害が起こったときにどのように情報共有

して回していくか、災害ボランティアの活動を

支援していけるかとか、そういったものの方針

や手法などが共有できている団体ができている

ところを災害ボランティア支援体制ができてい

る状態としたいと思っております。 

○山口副委員長  それは、県がチェックすると

いうことですか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  この３者の

連携につきましては、県ではマニュアルの作成

ですとか、ある一定基準の方針はお示ししたい

と思っております。 

 ただ、市町村ごとに、役場や社会福祉協議会

の体制は異なっており、地元のＮＰＯとの関わ

り方もそれぞれと思っております。基本的な方

針やマニュアルはお示ししますが、目指すとこ

ろは先ほど言いましたような体制が取れている

ことですけれども、それに準じるような形の支

援体制を各地域でもつくっていただければと考

えております。 

○山口副委員長  よく分からないのですが、構

築されていますねという判断は誰がするのでし

ょうか。自己評価みたいなものでしょうか。県

も構築できているか聞かないし、確認の場もな

いし、マニュアルは渡すけども、しっかり実践

されているかどうかとか、そのマニュアルが実

践できる状態になっているかのチェック機能も

果たされないままだと思っています。 

成果指標を出さないといけないのでという形

で県から各市町村に連絡が行ったときに、でき

ていますといった連絡が来て、できていますね

と判断されるのであれば、成果指標としてとい

うか、チェックとして微妙だと思います。構築

させたいのであれば県がしっかり責任を持って

できているかチェックに行かないといけませ

ん。ここが弱いのでやってくださいまでやらな

いと、構築なんてできない気がしますが、いか

がでしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  現在でも、

この事業を構築するに当たりましては、市町村

の役場の担当や社会福祉協議会も含めまして、

どういう状況であるのか、ニーズ調査やヒアリ

ングを担当レベルで行っております。 

 その上で、こういう会議をつくったので支援

体制ができていると言っていいかどうかという

ことを、県がマル・バツをつけるのはなかなか

難しいとは思いますけれども、何らかの連絡会

議なりを各市町村でつくっていただけることに

なると思っております。 

○重黒木総合政策部長  少し補足させていただ

きます。 

 災害時のボランティアを含めた支援体制の構

築については、通常はボランティアセンターを

運営しています。社会福祉協議会はどこの市町
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村でもあると思いますが、そこに災害時に入っ

てくるボランティア団体を調整するＮＰＯのよ

うな民の団体が入っていって、この３者が連携

して災害時にしっかり情報共有ができて、外か

らやってくるボランティアの方々の派遣調整等

を行う体制ができているというのが、この体制

ということになろうかと思っています。 

 それについてのチェックというお話ですけれ

ども、当然そういう体制を組めば、日頃から市

町村と社会福祉協議会とＮＰＯが連絡会議等を

開くなり、何らかの協定的なものを結ぶと思い

ます。体制が構築できているのか、会議体がで

きているのか、あるいは連携協定的なものを結

んでいるのか、何らかのものができてくると思

います。 

現時点でこういう協定なり、こういう会議体

をつくってくださいというところでお示しはし

ていませんけれども、そこは市町村の実情に応

じて、どういった形であればしっかりとした体

制を外に向けて示すことができるのか、県でし

っかり判断していきたいと考えております。 

○山口副委員長  市町村によって状況は違うで

しょうけれども、県でこれを構築されたという

根拠を持って説明ができる状況を構築されると

いうことであれば、よろしいのかなと思いま

す。各市町村は、防災計画とかをかなり綿密に

つくられていらっしゃると思いますので、その

あたりに記載があるかとか、そういったものを

一つの指標にされるのもよろしいのかなと思い

ます。ぜひ、構築に向けて頑張っていただきた

いと思います。 

 最後に、「みやざきで男女が輝く環境づくり

推進事業」についてです。みやざき女性の活躍

推進会議は、どれくらいの期間やっていらっし

ゃるものなのでしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  女性活躍推

進法が平成27年にできましたが、その直後に民

間・経済団体・行政が連携しましてこの会議を

つくっております。 

 目的としましては、女性が多様な働き方がで

きることを目指した企業経営づくりをしていこ

うということで、その趣旨に賛同していただい

た企業に会員になっていただいて、その会員の

中で研修会をやったり、女性リーダー育成塾を

やったりといった活動を10年近くやってきてお

ります。意識の醸成というところを中心に、こ

れまでも活動してきたところでございます。 

○山口副委員長  こちらのホームページを見さ

せてもらいましたが、おっしゃるとおり意識の

醸成というところが非常に強い事業でした。正

直、意識醸成の時期はもう終わったのではない

かと思っています。 

 この世の中で女性が活躍しなくてもいいとい

う経営者がいらっしゃるのであれば、それはな

かなかとがった方だなという印象を受けるとこ

ろだと思いますし、みやざき女性の活躍推進会

議の参加メリットを拝見すると、情報交換がで

きるとか、研修受け入れますとか、会社のイ

メージアップにつながりますとか、そういうこ

とが書かれています。 

 成果指標においても、どれだけの会員が参加

されたかということを指標にされています。も

ちろんこの指標は大事だと思いますが、賛同し

た会員がどのような形で改善を図ったかについ

ては、ホームページ上で見ることがなかなか難

しいと感じています。会員登録も無料ですし、

何もしないでも賛同していますと言ってしまえ

ば登録ができる状態になっておりますので、こ

の会議に参加していただいている方々が、趣旨

に賛同してどうアクションを起こしたのかとい
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うことについても、一定程度調査をかけるな

り、事例として御報告いただくなりしていただ

くような段階に来ているのかなと思います。そ

のあたりはぜひ検討いただきたいのですが、い

かがでしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  委員御指摘

のとおり、賛同すれば無料で会員になれて、研

修会や養成塾に職員を派遣して受講できること

になります。 

 ただ、現在380社近くの会員がございます。皆

さん、企業経営に男女共同参画の意識は欠かせ

ないこと、厚生労働省がやっているような働き

方改革の支援制度は大事だということは分かっ

ております。少し古いデータしかないのです

が、実際にトップがその意識を持って経営がで

きているかについて、企業内でアンケートを取

っているところでは、なかなかトップの意見が

変わらないとか、そういった根深いところがあ

り、企業内で意識醸成が浸透していないところ

がございます。 

 言われましたように、今回事業を拡充してい

く中で、この取組によってどのような社内の改

善ができたかといった取組状況──会員が取り

組んだ男女共同参画といいますか、働き方づく

りの取組をホームページで広く周知していこう

という取組も、新たな事業の中ではつくってお

ります。そういったところで、企業の進捗状況

管理も含めて行ってまいりたいと考えておりま

す。 

○山口副委員長  実際は事例の紹介も多少はさ

れていらっしゃいますので、ここの拡充をされ

るのだと思いますが、次年度から「女性にやさ

しい職場づくり応援事業」が入ってきますの

で、こちらにしっかりとつなげていく。会議に

参画している企業の中で、えるぼし認定企業が

これだけ増えていきましたよとか、積極的に取

るような動きが出てきていますよとか、ほかの

事業と組み合わせながら成果指標の中にも織り

込んでいけるような形で、機運醸成だけではな

く、実態として何かを動かすような形の会議体

になっていっていただけると、より応援しやす

くなるというか、予算をかけていく価値も生ま

れてくると感じます。実務の中で、ぜひ検討を

よろしくお願いしたいと思います。 

○森山生活・協働・男女参画課長  山口委員の

御指摘ですけれども、「女性にやさしい職場づ

くり応援事業」を実施してまいりますが、みや

ざき女性の活躍推進会議への加入を条件づけて

おります。みやざき女性の活躍推進会議には加

入しているけれども、なかなか具体的な取組が

できていなかった企業の底上げ等も一緒に行っ

ていきたいと思っております。 

２つの事業を組み合わせて展開してまいりた

いと考えておりますので、その進捗状況も含め

適宜分析してまいりたいと思っております。 

○丸山委員  資料61ページの「災害ボランティ

ア支援体制整備事業」について改めてお伺いし

ます。この成果指標に、災害ボランティア支援

体制が構築された市町村として、令和６年で現

在１市と書いてありますが、これはどこの市と

認識すればよろしいでしょうか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  こちらは宮

崎市になっております。 

○丸山委員  「災害ボランティア支援体制整備

事業」は、県外からボランティアが来るぐらい

大規模な災害──南海トラフ地震を想定してし

まいますが、海岸線の市町に最優先でつくって

くださいという呼びかけなのか、漠然と26市町

村につくってくださいという呼びかけなのか、

どういったスキームでやろうと考えているのか
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教えてください。 

○森山生活・協働・男女参画課長  完全に支援

体制ができているのは宮崎市ということでござ

いますけれども、地域で活動をされているよう

なＮＰＯがいらっしゃる市町村も幾つかはござ

います。海岸線ですと、延岡市とか日南市は、

地域で活動できているようなＮＰＯが既にいら

っしゃいます。 

 こういったところは、先ほどから申しており

ます市町村と社会福祉協議会とＮＰＯの連携体

制を構築していただければと思っております。

今年度の竜巻や地震、または南海トラフとまで

は言わなくても、県外の助けを借りなくてはな

らないような災害が県内でも時折起こっており

ます。もちろん海岸線に面した市町での早い着

手は重要になってくると思いますが、できるだ

け市町村の状況を見ながら、支援体制整備に前

向きな市町村から声をおかけしまして、体制整

備を進めてまいりたいと思っております。 

○河野総合政策部次長（県民生活担当）  事業

の考え方というか、どこから広げていくのかと

いう委員の御質問だったと思いますが、全ての

市町村に対策を構築してもらう必要があると思

っております。 

 取りかかりとして、宮崎市だけではなくて、

県内くまなくモデル的に１つはつくってもらう

という意味で、各地域に農林振興局がございま

すが、そのエリアで１つぐらいはつくっていた

だこうということで、７市町村という目標を掲

げているところでございます。 

○丸山委員  各市町村には、行政と社会福祉協

議会があります。ＮＰＯみたいなボランティア

団体が組織されていないところの体制をしっか

りつくっていきたいということを明確に言って

いただいて、それをするためにはどうすればい

いのか、ノウハウを持っているところをモデル

にしてこういうふうにつくってくださいという

ことを農林振興局の誰が中心になって呼びかけ

るのか。そこまで、ある程度落とし込みという

のをどのように考えているのか、具体的に教え

ていただけるとありがたいと思っております。 

○河野総合政策部次長（県民生活担当）  ７市

町村は振興局単位と申しました。エリア的にそ

うやって広く県内にくまなく１つずつつくると

いうような考え方でありまして、農林振興局に

は防災担当がいますので、そこと連携を図りな

がら、さらには市町村とよく話をしながら、今

後、その進め方については検討していきたいと

思っております。 

○丸山委員  新燃岳の噴火のときに、県外から

ボランティアに来てもらいました。社会福祉協

議会に人が来過ぎて大変だということで、なか

なか整わなかったもので、それは恐らくボラン

ティアを支援する人たちがいなかったというこ

とだったと、私自身認識しています。農林振興

局単位という考えも必要かもしれませんが、南

海トラフ地震が来る海岸線は特に重要だと思っ

ていますので、海岸線を中心にまず７市町村。

海岸線が一番可能性があると認識していただき

たいと思います。 

 なるべく海岸線を中心にできるような体制で

仕組みづくりをやっていっていただきたい。何

のためにやるのかというと、南海トラフ地震の

今後30年以内の発生確率が80％を超したという

宣言がありましたので、それに対応できるよう

な県民に安全安心を与える体制をつくるという

イメージを含めても、そのためには県民の協

力、ＮＰＯの協力がないとできないということ

をうまく説明していって、できるだけ早くこう

いう体制づくりができるようにお願いしたいと
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思います。 

 あと、資料66ページになりますが、国が高校

の無償化を進めています。参議院に行っている

だけで予算がまだ通っていないのですが、予算

の変更はあり得るのでしょうか。もし国で予算

が通った場合には、宮崎県がこれまで出してい

た県費がどれくらい必要なくなるというのも含

めて教えてください。 

○堀みやざき文化振興課長  丸山委員の御質問

は、高等学校の授業料無償化のことだと思いま

す。 

 授業料の支援に対する支援金は、資料66ペー

ジの11、私立高等学校等就学支援金の（１）就

学支援金の中に事業が入っております。 

 ３党合意などがなされている高等学校の授業

料無償化は、国の10分の10の部分でございま

す。３党合意を受けまして国で制度設計がなさ

れておりますけれども、実際にその内容のとお

りに仕組みがつくられるのか、あるいは財源は

今と同じ国10分の10で行われるのか、そのあた

りがまだ決まっておりませんし、情報も来てお

りません。今後必要に応じて補正するのかどう

なのか、それも含めて必要な対応はしてまいり

たいと考えております。 

○丸山委員  私はてっきり国が10分の10全部や

るのかなと思っていたのですが、そこまで情報

が入っていないような感じなのですね。 

○堀みやざき文化振興課長  今の就学支援金の

スキームは国10分の10で行われておりますし、

同じ仕組みで所得制限を撤廃する、あるいは私

立学校への支援金の上限額を引き上げるという

ことですので、恐らく同じ財源でいくのではな

いかと我々は考えております。しかしながら、

まだはっきり分からないところもございますの

で、しっかりと情報を取りながら必要な対応を

検討してまいりたいと考えております。 

○丸山委員  ぜひ遺漏のないようによろしくお

願いしたいと思っております。 

 あと、資料67ページの「第30回宮崎国際音楽

祭・県立芸術劇場開館30周年記念事業」につい

てです。やはり気になるのは宮崎市内が中心に

なっていることで、26％しか宮崎市外の方に来

てもらえていないということです。宮崎市以外

の人たちに呼びかけてできるような企画もやり

たいということでしたから、ぜひそういったも

のをお願いしたいと思います。 

市町村ごとに呼びかけをするのか、漠然と宮

崎市以外の人たちに来てくださいという呼びか

けのイベントを組むのか。県北なら県北だけと

か、バスも含めて準備しますからぜひ来てくだ

さいというような形にしないと、なかなか来な

いのではないのかなと思っています。 

現状の利用率を見たときに、宮崎市民のため

の県立芸術劇場じゃないかとか、宮崎国際音楽

祭じゃないかとならないためには、ここでしっ

かりやらないといけません。同じようなことが

10年、20年続いてしまうような気がしています

ので、ここを契機に何を変えようというものを

しっかり出してほしいと思っています。来年度

は大きなキーポイントになるのではないかと思

っていますので、これをどのように変えようと

しているかも含めて、意気込みをお伺いしたい

と思います。 

○堀みやざき文化振興課長  御指摘ありがとう

ございます。第30回の記念の音楽祭となります

ので、ぜひ、これまで足を運んでいただけなか

った方々、特に宮崎市以外の方々に多く来てい

ただきたいと考えております。 

 資料67ページの概要説明書にはございません

けれども、宮崎国際音楽祭本体におきまして
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は、宮崎市以外で行う公演が３公演ございま

す。えびの市ではサテライトコンサート、諸塚

村と西米良村では、ふれあいキャラバン・コン

サートとしまして、演奏家が足を運んで、無料

のコンサートを行うという企画も予定しており

ます。 

 それ以外に、この概要説明書の（１）事業内

容の①のウの（イ）県内文化施設において実施

される音楽祭関連企画への補助としまして、県

立芸術劇場以外の市町村の文化施設などにおい

て、例えば地元の音楽家のコンサートやロビー

コンサート、演劇、踊りなどといった音楽関係

の公演をやっていただく場合に、補助率２分の

１で上限額150万円の補助を出していきたいと考

えております。昨年度の劇場休館中の成果も生

かしながら、県内各地で音楽を楽しんでいただ

く企画を御提案しているところでありまして、

ぜひこれをうまく活用いただいて、県全体で音

楽の取組が盛り上がっていくように取り組んで

まいりたいと考えております。 

○丸山委員  それは閉館中でやってきたことを

継続的にやるだけですよね。えびの市とか諸塚

村に行くのもいいことですが、30周年というこ

とで、本当に芸術劇場なりアイザックスターン

ホールに行ったことのない人たちが、もっとこ

こに足を運ぶみたいなことをもっとやってほし

いと思っています。 

 県立芸術劇場に来てもらうようなことを企画

してもらっていますが、本当に来るのだろうか

と感じています。かなりのお金をかけて耐震工

事も含めて改修したのに、結局ほとんど宮崎市

民しか行かないのでは、何も変わっていないの

ではと思いますし、それではいけないと思いま

す。県の芸術劇場ですので、県民が本当に行き

たいというものにしないといけないのに、全然

変わらないです。指定管理されているところも

含めて考えてもらって、変わったんだという形

にしていただきたいと思っています。 

 この記念事業は非常に大きなターニングポイ

ントになると思っていますので、本当に県民

に、多くの方が行きたくなるようなつくりにし

ていただきたいと思っていますが、改めて意気

込みをお伺いしたいと思います。 

○堀みやざき文化振興課長  先ほど、劇場から

県内各地に出向いていっての公演だけを説明し

ており、説明が不足しておりました。 

 資料67ページで申し上げますと、（１）事業

内容の②のイ、関連企画の実施とあります。こ

れは劇場で行う新たな取組ですけれども、劇場

を訪れる機会が少なかった年齢層ということ

で、子供や親子、あるいは障がいのある方々に

も、ぜひ劇場に足を運んで楽しんでいただこう

ということで企画をしているものであります。 

 例えば、劇場内部を探検するバックヤードツ

アーですとか、パイプオルガンを間近で見て触

れていただくような企画、あるいは障がいのあ

る方々については鑑賞サポートの人員を配置し

まして、落ち着いて音楽など公演を楽しんでい

ただくような、そういった新たな取組も企画す

ることとしております。これが幅広い層の方に

劇場に足を運んでいただくきっかけになればと

考えておりますが、宮崎市以外の県内全域から

足を運ぶ企画になるかということに関しまして

は、少し弱い部分も正直あるかなというところ

もございます。周知の仕方やＰＲの仕方も工夫

しながら、ぜひ県内全域から多くの方々に劇場

に足を運んでいただく取組を積極的にやってい

きたいと考えております。 

○丸山委員  ぜひ、成果が出るようにお願いし

たいと思っております。 
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 あと、「第30回若山牧水賞記念事業」につい

てです。短歌県を目指すんだという話もありま

して、私も若山牧水賞の授賞式には何回か出席

しています。坪谷小学校の子供たちを含めて非

常にすばらしい人材育成を行っていますが、広

がらないのです。坪谷小学校なり、日向市ぐら

いまでしか広がらなくて、全県下に広がってい

ないイメージを持っています。西諸県郡では、

ほとんど短歌をすることはありません。 

 30回も若山牧水賞をやっているのであれば、

広がらなくてはいけないし、短歌県を目指すの

であればもっと広がっていくべきだと思ってい

ます。これまで広がらなかったけれども、30回

を節目に広げるという気持ちで、短歌日記帳と

かを作成するとありますが、これが本当に生か

せるのでしょうか。ただ配って終わりで、結局

広がらなかったら何にもならないのではないか

と思っています。本気でやるために、どのよう

に工夫していこうとしているのか、もう少し詳

しく説明していただきたいと思っております。 

○堀みやざき文化振興課長  資料68ページの

「第30回若山牧水賞記念事業」についてであり

ます。確かに丸山委員がおっしゃるとおり、延

岡市と日向市については牧水ゆかりの地という

ことで、牧水に関する顕彰や短歌の取組を熱心

に実施されておりまして、子供の頃から短歌に

触れるという状態が形成されているのかなと思

います。 

しかしながら、県内全域に目を向けますと、

県内全域でも民間が主催する短歌の公募の大会

ですとか、あるいはイベントとかも時々行われ

ているところではございますが、県内全域津々

浦々、短歌の取組が広がっているかというと、

まだまだかなというのはおっしゃるとおりと思

います。 

 その意味で、資料68ページの①短歌日記帳の

作成・配布につきましては、市町村の協力を仰

ぎながら、母子健康手帳を配付する際に、短歌

日記帳をお母さんに渡すことによって、そこに

短歌を書き込んでいただいて、その短歌を投稿

していただいて優秀作品を表彰する。もちろん

これを県内全域でやってまいりますし、②牧水

短歌ハッシュタグキャンペーンも地域を限定し

ないＳＮＳ投稿のキャンペーンです。 

 ③記念イベントにつきましても、これまで延

岡市や日向市で偏りがちだった歌人による学校

訪問などの短歌に関するイベントを、延岡市、

日向市以外の地域を中心にやりたいと思ってお

ります。また、学校以外の商業施設、あるいは

カーフェリーも視野には入れておりますが、

様々な場所で短歌のイベントをやっていきたい

と思っております。これによりまして短歌の裾

野を広げ、県全体で短歌県宮崎づくりを進めて

まいりたいと考えております。 

○丸山委員  内容的には分かりますけれども、

市町村間の温度差が恐らくかなりありますの

で、せっかくやるのであれば、言われたことが

末端までしっかり届くようなことをしていただ

くようにお願いしたいと思っております。 

 あと、資料74ページの指摘要望事項について

です。人権啓発映画の上映回数を増やすことに

していただいているということですが、具体的

にはどれくらい増やして、令和７年度はどれぐ

らいなるのか、お伺いできればと思っておりま

す。 

○中村人権同和対策課長  令和元年度の参加者

数が2,600人ほどでありましたが、コロナ禍で令

和２年度は開催せずに、再開した令和３年度以

降は1,300人ほどで、以前ほどの参加者がいない

という実態がございまして、御指摘を受けたと
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ころでございます。 

 その原因としましては、映画の上映に要する

費用が物価高騰で上がっていることで、上映回

数を制限したということでございました。 

 この事業につきましては、市町村に開催希望

の有無を聞いた上で調整し、８月頃に各地で上

映会を開催するというものでありますけれど

も、今後は希望する市町村全てで上映できるよ

う回数を増やして、場合によっては近隣市町村

での共同開催も行いたいと考えております。

内々に市町村に希望を聞いたところ、18市町村

ほどから開催してほしいという声がありました

ので、昨年は13市町村でしたけれども、令和

７年度は希望する18回市町村全てで開催するよ

うにしたいと考えております。 

○丸山委員  ぜひ、対応できるようにお願いし

たいと思っています。できれば26市町村全てで

きるような形で、やらないところにはもっと呼

びかけをお願いしたいと思っています。 

○坂本委員  生活・協働・男女参画課に１点だ

けお伺いします。 

 資料58ページの「交通安全基本対策事業」、

それから「宮崎県犯罪のない安全で安心なまち

づくり促進事業」ということで、交通安全及び

防犯対策について記載があります。 

 実際に違反行為とか犯罪行為については警察

が対応するのは分かっていますが、安全対策の

仕事のすみ分けについてです。特に道路上の防

犯対策については、警察、県、市町村がどうい

う役割分担をなさっているのかお伺いできます

か。 

○西丸交通・地域安全対策監  委員がおっしゃ

られたとおり、警察によって取締りによる防犯

的なところをやっております。 

 県におきましては、広報啓発を中心とした情

報提供などを行っております。例えば、犯罪が

発生したのであれば、情報を警察からいただい

て、県民会議が80団体ありますけれども、そち

らを通じて回覧板で流したり、ニュースレター

という情報発信活動によって犯罪を抑止すると

いう活動をやっております。 

○坂本委員  市町村については、何かないでし

ょうか。 

○西丸交通・地域安全対策監  市町村の地域安

全担当者にもメールなどで情報提供しておりま

す。また、県民会議の担当者も呼んで、安全で

安心なまちづくりについての啓発活動を行った

り、年に１回は県民の集いというところで、防

犯のイベントをやっております。昨年度におき

ましては、日南市南郷町で県民の集いを開催

し、防犯講話やボランティアの表彰を行うとい

うことで啓発活動をやっております。 

○坂本委員  これは、本日お答えいただかなく

てもいいですが、考えていただきたいので事例

を申し上げますけれども、防犯灯の設置を住民

の方から要望されることがあります。以前も御

相談したことがありましたが、県が管理する県

道で片側が２車線あるような大きい道路──バ

イパス等ですけれども、当然バイパスなので距

離も長い。歩道や自転車が通るところもそれな

りに広さがありますが、真っ暗なところがある

ので、そこを高校生が通学するのに危ないから

防犯灯をつけてもらえないかという要望が出ま

す。 

 その話を道路管理者である県土整備部に持っ

ていくと、交通安全の面では道路管理者が責任

を取るけれども、防犯は市町村になるという言

い方をされます。そこで、宮崎市を通っている

県道なので宮崎市に持っていくと、自治会単位

で防犯対策をやっていますと。この県道は家が
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ないところも通っていて、そこは自治会に属し

ていないので、これは市ではやれませんと。県

の道路なので県でやってくださいということ

で、結局たらい回しになって、どこもやってく

れないという現状があります。 

 そういう防犯対策としての取組をどこが受皿

としてやるのかというのが一つと、今後新しい

道路計画を進めていくときに、防犯面のいろい

ろな要素を新しい計画に反映させる役割という

のは、防犯のことを分かっていらっしゃる方が

その会議なりにいないと、道路計画にも反映さ

れないのではないかと思っております。 

 造るときに防犯灯も一緒につけてくれるのが

一番いいですけれども、後からつけるとなった

ときに、誰もやってくれない状況がありますの

で、そこがどうにかならないのかという御相談

です。 

○西丸交通・地域安全対策監  防犯灯の整備に

つきましては、防犯灯整備対策要綱というもの

がございます。委員がおっしゃるとおり、防犯

灯については市町村が設置するというのが基本

でありまして、特に通学路などによっては、防

犯的なところであれば市町村が取り付けるべき

ということが要項に書いてあります。 

国や県については、地方公共団体に対して強

力に推奨することを助言するというところが要

綱にございますので、そういった御意見があっ

た際は、市町村に情報提供もしくは助言という

ことで、できれば設置するようにということで

お願いしております。先ほど言いましたよう

に、要綱には強力に推奨するということであ

り、お願いをすることはできますけれども、判

断は各市町村で行うというところでございま

す。 

 ただ、新規で設置する際には、今後の防犯的

なところも併せまして、検討しなければいけな

いとは考えております。 

○坂本委員  最後に、県民目線で言うと、何か

起きたらつきます。事件が起きたらつく、犯罪

が起きたらつきますが、それを事前に防止する

のが防犯の役目じゃないかと思っています。今

まではそういう法令上、制度上で、そういう形

で進んできたかもしれませんけれども、今後、

本当に防犯を進めていくのであれば、どういう

やり方が一番正しいのかということを検討して

いただけるといいかと思います。 

○西丸交通・地域安全対策監  委員のおっしゃ

るとおりだと思いますので、前向きに検討して

まいりたいと思います。 

○山口副委員長  先ほどの「女性にやさしい職

場づくり応援事業」ですけれども、加入条件に

ついて資料に記載がありました。失礼しまし

た。 

 みやざき文化振興課にお伺いしますが、先ほ

ど丸山委員から私学振興費の在り方について、

今後の補正についても含めて考えていきますと

いう話がありましたけれども、もし予算が通れ

ばかなり大きなインパクトのある変わり方と思

っております。 

 来年度については、11の私立高等学校等就学

支援金だけの補正のいじりになるかと思います

が、私学支援そのものに対して、どのような在

り方で県として臨んでいくのかも含めて、補正

をとは言いませんが、もし予算が通った場合、

来年度以降は考えていかないといけないのだろ

うと思っています。予算が通った場合は補正す

るかどうかも含めて、私学支援の在り方という

ことについても、次年度状況を鑑みながら検討

を進めていくという理解をしておけばよろしい

のでしょうか。 
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○堀みやざき文化振興課長  副委員長御指摘の

授業料無償化の新しい制度に伴う私学支援の在

り方につきましては、確かに今回の私立高等学

校授業料の所得制限の撤廃、それと支援の上限

額の上乗せのインパクトは非常に大きいと思っ

ております。 

 補正という対応が必要かどうかも、もちろん

考えていく必要がありますが、今回の制度改正

によって私立学校に与える影響がどういうもの

かということを、慎重に見極めていかないとい

けないと思います。 

 例えば、先行して大阪府で実施されておりま

すけれども、公立学校に与える影響が大きくて

公立離れが進んでいるとか、あるいは私立学校

は授業料を上げる、授業料以外の校納金を上げ

るといった動きもあると聞いております。今回

の全国一律の授業料無償化の制度改正が、本県

の私立学校に与える影響がどういったものかと

いうのは、まだはっきり分からないところであ

りますが、今年度、正式に制度改正が実現すれ

ばどうなっていくのか、私立学校の在り方も考

えていくということは、内部では議論は始めて

いるところでございます。 

○重黒木総合政策部長  補足させてください。 

 今回の私学無償化の問題は、私学支援とは少

し性格が違うと思っています。私学支援という

よりは、子供たちが多様な進路を選べるように

なる、教育の質の向上が高まるといった捉え方

をしているつもりでございます。 

 一方で私学支援となりますと、経常費の助成

とか様々な支援がございますので、そこはそこ

としてしっかり今までどおり必要な支援は継続

していくべきものと考えております。 

○川添委員長  ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上で総合政策部

第３班の予算議案の審査を終了いたします。 

 引き続き、特別議案の説明をお願いいたしま

す。 

 なお、委員の質疑は全ての課の説明が終了し

た後にお願いいたします。 

○堀みやざき文化振興課長  特別議案について

御説明をいたします。 

 常任委員会資料75ページをお願いします。 

 議案第21号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」及び資料79ページの議案第

34号「公の施設に関する条例の一部を改正する

条例」であります。 

 公の施設の使用料は、使用料及び手数料徴収

条例において定められておりますが、県立芸術

劇場は指定管理制度が導入されており、公の施

設に関する条例において、指定管理者が利用料

金を直接収受することができること及びその上

限が定められているところであります。 

 このため、今回、この２つの条例の改正を行

うものであります。 

 それでは、概要について御説明いたします。 

 75ページを御覧ください。 

 議案第21号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」であります。 

 １、改正の理由でありますが、昨今の物価上

昇による維持管理経費の増加や九州各県及び県

内の同種・同規模施設との均衡を踏まえ、県立

芸術劇場に係る使用料の額の改定を行うもので

あります。 

 次に２、改正の内容は、（１）にありますと

おり、コンサートホール、演劇ホール、イベン

トホールの３つの施設について、使用料の改定

を行います。 

 （２）主な改定の内容ですが、コンサート
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ホール、演劇ホールにつきましては、物価上昇

による施設の維持管理経費の増加等を踏まえ、

10～32％の引上げを行います。 

 イベントホールにつきましては、九州各県及

び県内の同種・同規模施設の均衡等を踏まえ、

33～59％の引上げを行うこととしております。 

 なお、改定率に幅がありますけれども、コン

サートホール及び演劇ホールの例で御説明しま

すと、利用率の高い平日午後の区分を基準とし

まして、この区分については物価上昇率を踏ま

え10％の引上げとしております。 

 その上で、午前の区分につきましては、午後

に比べ貸出し時間が短く、利用しにくいとの声

もあり、これまで低い料金設定により利用促進

を図ってまいりましたが、近年利用者も増えて

おりますことから、同種・同規模施設の均衡も

踏まえまして、さらに20％程度を上乗せして引

上げを行うものであります。 

 最後に３、施行期日については、令和７年

４月１日を予定しております。 

 続きまして、79ページを御覧ください。 

 議案第34号「公の施設に関する条例の一部を

改正する条例」であります。 

 １、改正の理由及び２、改正の内容について

は、先ほどの説明と重複いたしますので省略さ

せていただきます。 

 最後に３、施行期日については、令和７年

４月１日を予定しておりますが、新たな料金体

系について十分な周知期間を設ける必要がある

ため、指定管理者による利用料金の改定時期に

ついては、令和７年10月１日で調整しておりま

す。 

○福崎デジタル推進課長  常任委員会資料の83

ページを御覧ください。 

 議案第36号「宮崎県行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正する条例」につ

いてであります。 

 １、改正の理由としましては、マイナンバー

の情報連携等について定める、いわゆるマイナ

ンバー法の改正に伴い、関係規定の改正を行う

ものであります。 

 ２、改正の内容としましては、（１）にあり

ますように、今春のマイナンバー機能のスマー

トフォン搭載に伴いまして、マイナンバー法に

新たな定義が追加されたことで生じた引用する

法の条項ずれを修正するものであります。 

 また、（２）にありますように、これまで条

例の規定を根拠にマイナンバーを利用していた

事務のうち、新たに国が省令で根拠を規定し

た、次の84ページにあります別表１と２に定め

ます５つの事務について条例から削除するもの

の２点であります。 

 施行期日につきましては、２の（２）の条例

別表からの事務の削除については、新たに省令

が規定された事務の利用に当たり、事前に国に

申請手続等が必要となることから、手続完了

後、公布の日から起算して１年を超えない範囲

内において、別途規則で施行日を定めることと

しております。 

 なお、２の（１）の条項ずれの対応につきま

しては、改正法の施行日である令和７年４月

１日から施行することとしております。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。特別議案について質疑はございませんか。 

○岩切委員  議案第21号「使用料及び手数料徴

収条例の一部を改正する条例」についてであり

ます。 

 それぞれ御説明をいただきましたけれども、
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九州各県の同規模施設等の相場をそれなりに閲

覧してみまして、こういうような内容と納得し

たところであります。 

 一方で、昨今の物価上昇というものを利用者

側に求めるか求めないかというのは、まさに県

の行政判断だと思います。そういった点につい

て、10月に指定管理団体等に検討させていくと

いうことでありますので、文化団体等と十分に

議論して、県の意思と考えを御納得いただく努

力はしていただきたいと思っております。 

 県としては上げるからのみ込めというような

ことは、公共の施設の料金というものについて

のありようとしては、いささか問題ではないか

と思います。 

 本来は、議論があって御納得いただいたので

引き上げますという提案のほうがもっとうれし

いのではないかと思いますが、既に県庁全体で

議案が出されているところでありますので、そ

れを全部ひっくり返すという話にもなりますか

ら、受け止めざるを得ないですけれども、基本

的には県民の利用する公共施設等の料金の在り

方は、執行部側が県民側に思いをお伝えいただ

いて、理解の進捗を把握した上で決定し、条例

に反映させていくというのが適当ではないかと

考えたところであります。 

 何か担当課で思いがあればお聞かせいただき

たいと思います。 

○堀みやざき文化振興課長  御意見ありがとう

ございました。劇場が大規模改修工事によ

り２年近く休館しておりましたので、今回の使

用料の改定に当たりましては、その期間に十分

に劇場側といろいろな議論を行ったところであ

ります。 

 公立の文化施設でありますので、利用しやす

い料金にして多くの方にどんどん利用していた

だきたいという気持ちは変わりなくあるところ

でありますけれども、やはり昨今の物価上昇と

いうものは本当に大きくて、特に燃油高騰が大

きく、電力などを多く使う劇場では大きな打撃

も受けているところであります。そういった必

要な管理コストをきちんと確保しながら、劇場

を多くの方々に利用しやすい料金で利用してい

ただくことの両立をどのように図っていくのか

という議論をしたところであります。 

 その議論の結果、最終的に料金を10％程度上

乗せして引き上げるということにしたところで

ありますけれども、４月１日にリニューアル

オープンを迎えます。新しくなった劇場を本当

に多くの方々にもっと使っていただきたいとい

うところがありますので、施設利用者の皆様に

は我々の考えを様々な形で丁寧に説明して御理

解いただく努力をしていきたいと考えておりま

す。 

○岩切委員  県立芸術劇場という特異な場所な

ので、我々は利用することはほぼありませんけ

れども、一方で音楽、演劇、芝居をされる方な

どは積極的に御利用いただいているのだろうと

推察いたします。 

 そういった団体等に対して、県として物価上

昇などを反映した価格に変えたいということを

まずお伝えし、御理解をいただくというのが、

公共施設の料金の引上げのプロセスとしては必

要なのではないかというのが私の思いでありま

す。県の財産で、執行部としては値段を上げる

ことが当然だという発想もあるかもしれません

けれども、それは思いの違いになります。 

 いずれにいたしましても、10月まで公の施設

を管理される団体が具体的に改定していくとい

う期間はあるようですから、その中において一

定決まっていることではありますが、利用者サ
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イドには特に丁寧に御説明いただいて、御納得

いただく努力はぜひお願いします。大きなトラ

ブルにならないように御尽力をいただきたいと

切に要望しておきたいと思います。 

○山口副委員長  使用料の改定についてですけ

れども、これから具体的な使用料が協議されて

いくことだと思います。今回、この使用料の改

定の中には入っておりませんが、練習室等も実

際はあると認識しています。そこについても、

恐らく一定程度の協議は行われていくだろうと

思います。 

 練習室というのは、プロだけではなくてアマ

チュアの方も使われるところになってくるかと

思います。現状、午前区分とか午後区分になっ

ているものを時間制にしてみたり、学生等につ

いては多少の融通を利かせてあげるとか、利用

料金全体を見直すことをきっかけにして、より

多くの方が使える状況というのはどういうもの

なのかというものを、指定管理者の方と、ぜひ

協議していただきたいと思います。 

 そのあたりの考えはいかがでしょうか。やれ

ということではなくて、実際に協議しますとい

うようなところで結構ですので、御答弁いただ

ければと思います。 

○堀みやざき文化振興課長  練習室につきまし

ては、今回利用料金を上げるかどうかという検

討はもちろんいたしました。その中で維持管理

コストの面ですとか、同種・同規模の施設の均

衡を踏まえても、改定の必要はないという結論

に達したところではございます。 

 委員の指摘のとおり、練習室は、学生といっ

た若い方々の利用も多くなっておりますので、

より使いやすい仕組みにする必要があると考え

ております。そのため、ウェブ予約ができるよ

うにするとか、予約方法の変更も行ったところ

でありますけれども、様々な御意見もあり、よ

り多くの方々に効果的に使っていただく方法が

もっとあるのではないかという御意見もいただ

いているところです。劇場と話をしながら、新

たな仕組みを導入することができないかどうか

は、検討してまいりたいと考えております。 

○黒岩委員  使用料の改定について、今回は100

円単位でまとめられたのかなと思っています。

以前は、コンサートホールの使用料が午前中

で３万60円であり、どういう計算をされていた

のかという気はしておりますが、それはそれで

よかったと思います。 

 今度は納付の方法ですけれども、これは全庁

的な話ですからお答えできるかどうかは分かり

ませんが、使用料の納付というのは、今はどう

いう形で納付するようになっているのでしょう

か。 

○堀みやざき文化振興課長  施設の使用料の支

払いは現金やクレジットカードを使いますけれ

ども、一度は劇場に足を運んでいただいて手続

する必要がございます。 

 それをより簡素化する必要もあると思います

ので、そのあたりのサービス向上についても劇

場と話をして検討してまいりたいと思います。 

○黒岩委員  特に指定管理者の収入になる場合

には、スマートフォンで決済ができるとか、そ

ういったものにも柔軟に検討していただきたい

と思います。 

○川添委員長  ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、その他報告事項に関

する説明を求めます。 

○中村総合政策課長  常任委員会資料85ページ

を御覧ください。 

 令和７年度総合政策部組織改正案についてで



令和７年３月 12 日(火) 

 - 112 - 

あります。 

 組織改正全体の内容につきましては、昨日、

総務部から御説明しておりますけれども、総合

政策部に関する改正について改めて御報告いた

します。 

 少子化・人口減少が一層加速する中、日本一

生み育てやすい県を目指す子ども・若者プロジ

ェクトでは、出会い・結婚、子育て支援など、

自然減対策を中心に今年度から展開していると

ころでございますが、令和７年度の重点施策で

は、若者・女性の活躍促進や県内定着に向けた

社会減対策の取組を拡充・強化し、社会動態の

改善を図ることとしております。 

 これらの取組を強力に推進するためには、経

済界の理解・協力を得るとともに、市町村、関

係団体等と連携し、男女共同参画の理念に基づ

く取組をこれまで以上に進める必要があること

から、生活・協働・男女参画課に女性活躍推進

室を設置するものであります。 

○福崎デジタル推進課長  常任委員会資料の86

ページを御覧ください。 

 宮崎県デジタル化推進計画の改定について御

説明いたします。 

 なお、別冊資料１として、宮崎県デジタル化

推進計画の概要と本文も添付しておりますの

で、詳細については御確認いただければと存じ

ます。 

 前回の常任委員会におきまして素案を説明さ

せていただきましたが、今回は前回からの変更

点を中心に御説明させていただきたいと思いま

す。 

 まず、１、計画改定の理由につきましては、

これまで説明しておりますとおり、現行の計画

が今年度末に終期を迎えることから、名称を宮

崎県デジタル化推進計画に改め、本県における

次の４年間のデジタル化施策の方向性を示すた

めの改定を行うものであります。 

 ２、策定経過につきましては、前回の常任委

員会での報告以降、年明けの１月にかけて市町

村や関係団体等に意見照会を行うとともに、パ

ブリックコメントを実施しまして、７人、20件

の御意見をいただいているところであります。 

 主な意見としましては、市町村や関係団体か

らは、自治体ＤＸに対する県の支援への期待や

分野を超えたデータ連携の推進、パブリックコ

メントでは、サイバーセキュリティー対策の充

実や災害時のＳＮＳによる正確な情報発信など

をいただいております。 

 いただいた意見につきましては、関係各課と

も共有しておりまして、今後の施策に反映して

いきたいと考えております。 

 また、本計画につきましては、策定経過にあ

りますとおり、２月の宮崎県デジタル化推進本

部会議におきまして承認されたところでありま

して、本日の委員会での報告後、ホームページ

等で公表を予定しております。 

 87ページをお開きください。 

 ３、計画の体系についてであります。 

 こちらにつきましては、前回の素案で報告さ

せていただいた内容から、施策の柱立てなど変

更はございません。 

 図に示しましたとおり、左から行政、産業、

地域と暮らしという３つの分野において、デジ

タル化の取組を進めるとともに、これらの取組

を下支えするため、デジタル人材の育成確保に

も重点的に取り組みまして、県、市町村、産業

界が一体となって、基本目標である「県民誰も

が輝き、安全・安心で豊かさを実感できるデジ

タル社会の実現」を目指すこととしておりま

す。 
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 88ページをお開きください。 

 ４、達成指標についてであります。 

 素案から計画の重要目標達成指標を２点ほど

変更させていただいております。素案では、重

要目標達成指標として、１人当たりの労働生産

性と満足度、これからも住み続けたいと思う人

の割合の２つを挙げておりましたが、前回の常

任委員会におきまして、他の都道府県と比較を

しまして、相対的に進捗状況等を把握する指標

も追加すべきではという御指摘をいただきまし

た。その後検討いたしまして、新たな指標とし

て、一番左にあります自治体ＤＸ指数を追加す

ることとしました。 

 この指標につきましては、デジタル庁が示し

ています地域幸福度──ウェルビーイングのう

ち、生活環境など様々な因子ごとに細分化され

た客観指標の１つでありますが、県及び市町村

のデジタル化の取組状況について、その下の四

角囲みにあります自治体ＤＸの推進体制等、デ

ジタルデバイド対策、オンライン利用状況調

査、自治体フロントヤード改革取組状況等、行

政サービスの向上・高度化という５つのカテゴ

リーに分けられた指標について数値化されたも

のを47都道府県での偏差値に置き換えまして、

自治体ＤＸとして設定したものになります。 

 本県につきましては、令和６年時点で44.9

と、全国32位であったものを、令和10年で55ま

で、約10ポイント引き上げることを目標として

おります。なお、偏差値55という数字は、令和

６年に当てはめますと、全都道府県中20位程度

の順位となります。 

 次に、２点目の変更点ですが、デジタル化に

よって暮らしや生活の有限性が向上したと感じ

る人の割合であります。 

 前回の素案では、これからも住み続けたい人

の割合としておりましたが、前回の委員会で口

頭報告しましたとおり、デジタル化との関連性

が分かりにくいという判断から、今年度の県民

意識調査の項目に追加したところであります。 

 調査結果につきましては、今年度末に判明す

るため、この結果を踏まえて改めて目標値を設

定したいと考えております。 

 説明は以上でありますが、情報技術につきま

しては、生成ＡＩをはじめ技術革新のスピード

が早く、常にアンテナを高くしていく必要があ

ると考えております。知事を本部長とする宮崎

県デジタル化推進本部を中心に、庁内関係部局

や市町村、産業界ともしっかりと連携を図りな

がら、デジタル社会の実現に向けてスピード感

を持って取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。 

 その他報告事項について、質疑はございませ

んか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、総括質疑を行いたい

と思います。総合政策部全般について質疑はご

ざいませんか。 

○山口副委員長  今回の予算の中で、二地域居

住については特段大きな項目としては上がって

きませんでした。現在、政府のほうでは言葉と

してよく出てくる項目と思いますし、実証実験

等も行われていくのではないだろうかという予

測もございます。二地域居住に関する事業構築

の議論などは、何か行われたのでしょうか。お

考え等を教えていただければと思います。 

○濵川中山間・地域政策課長  二地域居住につ

きましては、今年度６月の副委員長の質問をい

ただいて、回答させていただいたところですけ
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れども、現在のところ国土交通省で具体的な事

業等が制度化されて、それについては現在、県

内市町村としては具体的なニーズがないので、

特段のアクションはないということを回答した

ところであります。 

 ただ、二地域居住については、地方創生2.0で

あるとか、首相の施政方針演説等においても言

葉が出てきております。実際に二地域居住とい

うのは、非常に有効な関係人口づくりのツール

だと考えておりますので、本県にとってプラス

になるようにつなげられないかということは常

に意識を持っております。 

 ただ、実際に二地域居住という印はついてい

ないけれども、実際に二地域居住していらっし

ゃる方というのは、世間にある程度いらっしゃ

ると思います。そのあたりの把握ができていな

い、あるいは誰が二地域居住されているのかと

いう識別をすることができない状態だと思いま

すが、国のほうでは、二地域居住される方を識

別するための制度なのかなとも認識しています

けれども、ふるさと住民登録制度というものの

検討に着手されると聞いています。 

そういったところにもアンテナを張りつつ、

注意深く見守りながら、二地域居住をするに当

たっての交通費などの支援であったり、ふるさ

と住民登録制度とセットになるかもしれません

けれども、二地域居住するに当たっての住民票

の在り方とか住民サービスの置き方、税負担、

選挙はどうするのかといったようなものを整理

されていく中で、具体的に県としてどういう取

組ができるかを検討していきたいと思います。 

 具体的な事業という部分では、まだ上げられ

ない段階と認識しております。 

○川添委員長  よろしいですか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、請願第13号でありま

す。「女性差別撤廃条約選択議定書のすみやか

な批准を求める意見書の日本政府への提出につ

いての請願」でありますが、執行部から説明は

ございませんか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  特にござい

ません。 

○川添委員長  それでは、委員の皆様から質疑

はございませんか。 

○岩切委員  女性差別撤廃条約選択議定書を日

本が批准していないことについての不利益性な

どについて、県の執行部では何か捉まえていら

っしゃいますか。 

○森山生活・協働・男女参画課長  この件につ

きましては、県で特段検討していることはござ

いません。個人通報制度に当たりましては、国

の司法制度や立法制度の関係の問題上での有無

であったり、これを批准する場合に、実施体制

の検討が課題であるという問題意識を持ってい

て、引き続き検討していくというところで国が

進めていますので、県といたしましてはその動

きを注視してまいりたいと考えております。 

○川添委員長  最後に、その他で何かございま

せんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上をもちまして総

合政策部を終了いたします。 

 執行部の皆様お疲れさまでした。 

 暫時休憩いたします。 

   午後３時４分休憩 

───────────────────── 

   午後３時12分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 それでは、本委員会に付託されました議案等

について、局長の概要説明を求めます。 
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○山下宮崎国スポ・障スポ局長 今回の委員会で

御審議いただきます当局関係の議案につきまし

て、概要を御説明いたします。 

 常任会資料２ページの目次を御覧ください。 

 宮崎国スポ・障スポ局関係の議案につきまし

ては、令和７年度当初予算案に係る議案のほ

か、その他報告事項といたしまして、令和７年

度宮崎国スポ・障スポ局組織改正案及び県主要

施設のスケジュールについてです。 

 詳細につきましては、後ほど次長及び担当課

長から説明させていただきますが、私のほうか

らは、今回の議案のうち当初予算案の概要につ

いて御説明させていただきます。 

 資料３ページを御覧ください。 

 宮崎国スポ・障スポ局の令和７年度当初予算

案です。 

 表の左から２列目の一番下、合計欄にありま

すとおり、宮崎国スポ・障スポ局の令和７年度

当初予算額は116億2,224万円で、令和６年度当

初予算額と比較しまして92億2,296万6,000円の

減、率にしますと55.8％となります。 

 続きまして、４ページを御覧ください。 

 令和７年度、宮崎国スポ・障スポ局の新規・

重点事業を掲載しております。 

 主な事業の詳細につきましては、この後、担

当課長等から御説明いたします。 

○川添委員長  次に、議案についての説明を求

めます。 

 なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。 

○長倉総務企画課長  資料５ページを御覧くだ

さい。 

 総務企画課の令和７年度当初予算額は、表の

一番上、左から２列目のとおり５億6,730万

5,000円であります。 

 それでは、主な内容について御説明いたしま

す。 

 下の表の２行目になります。 

 （事項）日本のひなた宮崎国スポ・障スポ事

業費として４億624万2,000円を計上しておりま

す。 

 主な事業について御説明いたします。 

 ６ページを御覧ください。 

 「日本のひなた宮崎国スポ・障スポ開催準備

事業」であります。 

 予算額は右上の欄にありますとおり３億8,899

万3,000円で、財源は国スポ・障スポ基金であり

ます。 

 事業の目的は、令和９年に本県で開催される

国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に

向けて、準備を着実かつ円滑に行うことによ

り、本県におけるスポーツの普及・振興を図る

ものであります。 

 事業内容を御覧ください。 

 主な取組といたしまして、県実行委員会の総

会や常任委員会等の運営、広報活動等の推進の

ほか、総合開・閉会式会場等整備基本設計や式

典の実施計画、配宿や輸送実施計画などの各種

計画の策定や、競技用具の整備、各種ボランテ

ィアの募集など、２年半後に控えた国スポ・障

スポに向けた準備を加速させてまいります。 

 事業の期間は令和９年度までであります。 

○佐藤競技・式典課長  競技・式典課の当初予

算案について御説明いたします。 

 資料７ページを御覧ください。 

 競技・式典課の令和７年度当初予算額は、表

の一番上、左から２列目にありますとおり8,650

万1,000円であります。 

 その内容としましては、下の表の１行目にあ

ります（事項）職員費8,489万1,000円と、２行
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目にあります（事項）国民スポーツ大会事業費

の161万円であり、この国民スポーツ大会事業費

の161万円は、旅費など宮崎国スポ・障スポの開

催準備に必要な事務費であります。 

○財部施設調整課長  施設調整課の当初予算案

について御説明いたします。 

 資料８ページを御覧ください。 

 施設調整課の令和７年度当初予算額は、表の

一番上、左から２列目のとおり98億2,840万

7,000円であります。 

 それでは、主な内容について御説明いたしま

す。 

 下の表、２行目にあります（事項）国民ス

ポーツ大会事業費として97億3,261万9,000円を

計上しております。 

 事業内容といたしまして、説明欄１の国民ス

ポーツ大会開催準備費16億2,475万3,000円につ

きましては、市町村が行う競技施設整備への支

援等を行うものであります。 

 説明欄２の「県有スポーツ施設整備事業」81

億786万6,000円は、国スポ・障スポに向けた県

主要施設の整備等を行うものであります。 

 陸上競技場及びプールについては、昨年12月

に完成したところであり、残っております体育

館及び庭球場につきましては、来年度完成に向

けて建設工事を引き続き進めてまいります。 

 なお、体育館、庭球場のスケジュール等につ

きましては、後ほど御説明をいたします。 

○横山競技力向上推進課長  競技力向上推進課

の当初予算案について御説明いたします。 

 常任委員会資料９ページを御覧ください。 

 競技力向上推進課の当初予算は、左から２列

目にありますとおり11億4,002万7,000円となっ

ております。 

 当初予算の主な内容につきまして、御説明い

たします。 

 10ページを御覧ください。 

 ます、上から３つ目の（事項）体育大会費と

して２億1,778万2,000円を計上しております。 

 事業内容といたしまして、説明欄１の国民ス

ポーツ大会経費２億463万7,000円につきまして

は、国民スポーツ大会や九州ブロック大会への

参加に関わる役員や選手の派遣等に要する経費

であります。 

 説明欄２の新規事業「国スポ・障スポ大会選

手団ユニフォーム整備事業」1,314万5,000円に

つきましては、後ほど御説明いたします。 

 次は、一番下になります（事項）競技力向上

推進事業として７億2,370万4,000円を計上して

おります。 

 これは説明欄の競技力の向上推進に要する経

費にありますように、１の選手強化、２の指導

者養成、３の施設・設備整備など、宮崎国スポ

での天皇杯獲得に向けた各事業に要する経費で

あります。 

 主な事業の内容としまして、（２）改善事業

「宮崎ワールドアスリートプロジェクト」1,740

万8,000円につきましては、後ほど御説明いたし

ます。 

 （４）「みやざきの次代を担う少年競技力育

成事業」7,542万2,000円につきましては、本県

スポーツの次代を担う中学生や高校生の競技力

向上を図るため、競技力強化指定校に対する遠

征費や強化等に要する経費を支援するものであ

ります。 

 （５）改善事業「宮崎国スポ強化戦略プロジ

ェクト」２億2,780万4,000円及び（６）改善事

業「社会人アスリート等確保事業」2,223万

4,000円につきましては、後ほど御説明いたしま

す。 
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 （８）「競技力向上推進員確保事業」２億

4,571万5,000円につきましては、競技力の高い

成年有望選手を競技力向上推進員として雇用す

る際の経費及び、推進員自身が競技力を高めな

がら、県内の中学校、高等学校の部活動の指導

に必要な費用等を支援するものであります。 

 次に、新規・改善事業について御説明いたし

ます。 

 新規事業「国スポ・障スポ大会選手団ユニフ

ォーム整備事業」についてであります。 

 予算額は1,314万5,000円で、財源は国スポ・

障スポ基金を活用いたします。 

 事業の目的につきましては、新たに製作した

ユニフォームを着用することで、県代表選手・

役員としての自覚やチーム所属意識の高揚を促

すとともに、アスリートの活躍等を通して、令

和９年に本県で開催される「日本のひなた宮崎

国スポ・障スポ」の開催ＰＲ及び大会に向けた

県全体の機運醸成を図ることとしております。 

 事業の概要の（１）事業内容ですが、県代表

選手や役員がユニフォームを購入する際の費用

を補助するものであります。 

 （２）事業の仕組みにつきましては記載のと

おりです。 

 事業の期間は、令和７～９年度であります。 

 次に、12ページを御覧ください。 

 改善事業「宮崎ワールドアスリートプロジェ

クト」であります。 

 予算額は1,740万8,000円で、財源はスポーツ

振興くじ助成金及び国スポ・障スポ基金を活用

いたします。 

 事業の目的につきまして、県内の体力・運動

能力に優れた小学生を発掘し、本県独自の育成

プログラムを行い、スポーツに関する資質・能

力を高めるとともに、オリンピック等の国際大

会や国民スポーツ大会で活躍する選手など、日

本のスポーツ界を牽引するリーダーの育成を目

指すものであります。 

 事業の概要の（１）事業内容ですが、①事業

推進体制の整備といたしまして、県内有識者に

よる総会及び専門委員会を実施するものであり

ます。 

 ②宮崎ワールドアスリート生の発掘・育成と

いたしまして、能力開発プログラムや競技種目

体験プログラムの本県独自の育成プログラムを

実施するとともに、新たなオーディションによ

る有能な選手の発掘を行うものであります。 

 （２）事業の仕組みにつきましては記載のと

おりです。 

 （３）成果指標としまして、世代別代表を含

む日本代表選手の人数について、令和７年度は

累計８名、令和８年度は累計10名、令和９年度

では累計15名の選出を目指してまいります。 

 事業の期間は、令和７～９年度です。 

 次に、13ページを御覧ください。 

 改善事業「宮崎国スポ強化戦略プロジェク

ト」であります。 

 予算額は２億2,780万4,000円で、財源は国ス

ポ・障スポ基金及び一般財源であります。 

 事業の目的につきまして、競技団体が実施す

る競技力向上に向けた取組を支援することによ

り、本県の競技力の底上げを図り、令和９年の

宮崎国スポでの天皇杯獲得を目指すものであり

ます。 

 事業の概要の（１）事業内容ですが、本県全

体の競技力向上を図るために、種別共通、少年

種別、成年種別の３つの区分のプロジェクトに

取り組むもので、１つ目は種別共通への支援と

して、41競技団体に対する強化費等の支援を行

う「国スポ選手強化プロジェクト」や、女性ア



令和７年３月 12 日(火) 

 - 118 - 

スリート等への強化費等の支援を行う「女性ア

スリート等活動支援プロジェクト」を実施しま

す。 

 ２つ目は、少年種別への支援として、宮崎国

スポ時に少年種別の主力となる選手をターゲッ

トエイジ強化選手として指定し、強化活動に関

わる費用の支援等を行う「ターゲットエイジ選

手確保・強化プロジェクト」を実施します。 

 ３つ目は、成年種別への支援として、競技力

の高い大学・社会人の個人またはチームに強化

費を支援する「大学・社会人スポーツ支援プロ

ジェクト」や、ふるさと選手の強化活動への参

加に関わる費用等の支援を行う「ふるさと選手

活動支援プロジェクト」を実施します。 

 （２）事業の仕組みにつきましては、記載の

とおりであります。 

 （３）成果指標としましては、男女総合成績

で争う天皇杯順位について、令和９年宮崎国ス

ポで１位を獲得することとしております。 

 事業の期間は、令和７～９年度であります。 

 次に、14ページを御覧ください。 

 改善事業「社会人アスリート等確保事業」で

あります。 

 予算額は2,223万4,000円で、財源は国スポ・

障スポ基金を活用いたします。 

 事業の目的につきましては、宮崎国スポでの

活躍を目指すアスリート等と県内企業等との雇

用マッチング会を実施するとともに、アスリー

ト等が就労しながら競技を継続できる環境を整

えることにより、本県競技力の向上・維持を図

るものであります。 

 事業の概要の（１）事業内容ですが、①無料

職業紹介所の運営といたしまして、社会人アス

リート等への就労支援を行う専門員を配置し、

登録アスリート等とのオンライン面談やＬＩＮ

Ｅ公式アカウントの運用等を実施するものであ

ります。 

 ②社会人アスリート及び指導者の確保といた

しまして、アスリート等確保のための大学など

への訪問や、アスリート等と県内企業等との雇

用マッチング会を実施するものであります。 

 ③アスリート等雇用協力企業等の確保といた

しまして、経済団体・県内企業等への訪問や、

新たにアスリート等を雇用した企業などに対

し、雇用環境整備に関わる費用を支援するとと

もに、アスリートを雇用した企業の事例報告会

を実施するものであります。 

 （２）事業の仕組みにつきましては、記載の

とおりです。 

 （３）成果指標としましては、令和９年宮崎

国スポ時に天皇杯順位を１位、成年種別におけ

る競技得点を1,150点としております。 

 事業の期間は、令和７～９年度であります。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。 

 議案について質疑はございませんか。 

○黒岩委員  資料11ページの「国スポ・障スポ

大会選手団ユニフォーム整備事業」ですが、こ

れは支給ではなくて補助ということですけれど

も、補助率はどれぐらいでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  ユニフォームにつ

きましては定額補助といたしまして、経費につ

きましては全額補助という形で計画しておりま

す。 

○黒岩委員  開会式の入場のときのユニフォー

ムもこのデザインになるのでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  選手団につきまし

ては、おっしゃるとおり、このユニフォームも

着用する予定です。 

○黒岩委員  早く購入すると古くなったりしま
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すから、本番のときにもう一回作り直すとか、

そういうのもありなのでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  本番といいます

と。 

○黒岩委員  入場式とか開会式。 

○横山競技力向上推進課長  今年の滋賀県の国

スポから着用予定ですので、１回だけの補助と

いう形で考えております。 

○黒岩委員  続きまして、資料12ページについ

てです。宮崎ワールドアスリート生の発掘・育

成ですが、現在何人指定されていらっしゃるの

かということと、サーフィンなどいろいろな種

目で活躍されている子供がおりますけれども、

そういった種目も対象にしているのかを教えて

ください。 

○横山競技力向上推進課長  今年度は107名の児

童生徒が在籍しておりました。報道等で御承知

かと思いますが、先週末に修了式を行いまし

て、中学校３年生25名が修了したところです。 

 種目につきましては、黒岩委員が言われる

サーフィン等は入っておりません。 

○黒岩委員  サーフィンとかスケートボードと

かが入っていない理由は何なのでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  この「宮崎ワール

ドアスリートプロジェクト事業」に関しまして

は、国民スポーツ大会の正式競技を対象とした

事業としておりますので、サーフィン等は入っ

ていないということです。 

○黒岩委員  事業名に「ワールド」がついてい

て、対象は国スポだというところがどうなのか

という気はしますが、分かりました。 

 それと、資料14ページですけれども、以前、

天皇杯獲得のために280人ぐらいアスリートが必

要だという説明を聞いたかと思います。現在何

人確保できていて、来年度はどれぐらいの確保

を見込んでおられるのかを教えていただきたい

と思います。 

○横山競技力向上推進課長  280名の獲得を目指

して動いておりますが、現在113名の獲得の確保

の見込みであります。 

 来年度、いよいよ躍進期という時期に入りま

すので、見直し等も含めながら、いろいろな形

で成年選手の確保に向けて加速していきたいと

考えております。 

○黒岩委員  企業がアスリートを雇い入れると

いった場合の人件費についての補助はないよう

ですけれども、今の体制で企業が雇用しようと

いう雰囲気になっているのでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  県内企業は非常に

協力的で、アスリートを確保したいというとこ

ろはありますが、現在の問題として、伸び悩ん

でいる状況もありますので、そこを改善してい

く方向に持っていかなければいけないと考えて

おります。 

○黒岩委員  伸び悩んでいるというのは、企業

は受け入れたいけれども、対象となるアスリー

トがなかなか見つからないという状況というこ

とですね。分かりました。 

○坂本委員  あまりこだわるところではないか

もしれませんが、ユニフォームについてです。

滋賀県の国スポで着用なさるということで準備

されているとのことでした。2027年の本番で

は、新しいものが用意されると理解していいの

でしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  このユニフォーム

を着用するということです。先催県の例を見ま

すと、およそ３年ぐらい前からユニフォームの

デザインとか機能性とかを改善して、県内の選

手団あるいは県民への機運醸成に一役買ってま

いるという形になっておりますので、そういっ
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た形で考えております。 

○坂本委員  資料を拝見していますと、いわゆ

る上下のジャケットを着ていらっしゃいます。

これは当然、陸上とか競技ごとのユニフォーム

も新しいデザインになっていると理解してよろ

しいでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  ユニフォーム等に

ついては、種目ごとのウエアは競技団体で選定

して着用するという形になっておりますので、

ジャージの上下につきましては、県選手団の統

一したユニフォームという捉え方です。 

○坂本委員  最後に、競技力向上推進課とは違

うのかもしれませんが、2027年の宮崎大会のと

きに、ボランティアの方もいらっしゃると思い

ます。その方たちにも統一のユニフォームを用

意すると理解してよろしいでしょうか。 

○長倉総務企画課長  委員が言われたとおり、

様々なボランティアが必要になってきます。ボ

ランティアでも、運営全体のボランティアであ

るとか、案内をされるボランティア、それぞれ

の種別に分けて、分かりやすいような形で、そ

ういう識別ができるようなＴシャツを用意した

いと考えています。 

○黒岩委員  国スポに向けた商品開発であると

か、選手団に似たデザインのＴシャツを売ると

か、マスコットを売るとか、そういった検討は

しているのでしょうか。 

○長倉総務企画課長  募金をしてもらうための

募金グッズ──Ｔシャツやバッジ、タオル、マ

グカップなどを作っておりまして、みやざき物

産館ＫＯＮＮＥや道の駅で販売しているところ

です。 

 歳入確保策も一つの目的でありますので、開

催が近づいてくることからも、新たな商品開発

等も検討しながら、グッズの販売などの対応を

行ってまいりたいと考えています。 

○黒岩委員  ぜひ、そういう点もしっかりとお

願いしまして、歳入確保を図っていただきたい

と思います。 

○山口副委員長  「みやざきの次代を担う少年

競技力育成事業」についてお伺いします。今年

度の当初予算よりも予算が若干上がっているか

と思いますが、これは対象となる人たちが増え

たということなのでしょうか。増えた要因につ

いて教えていただけますか。 

○横山競技力向上推進課長  大枠として、成年

種別と少年種別がありますが、国スポで天皇杯

を目指すためには、特に少年種別の伸び悩みが

課題であると捉えております。 

 そこで、「みやざきの次代を担う少年競技力

育成事業」につきまして、中学校・高校の強化

指定校について、何とか強化のてこ入れをして

いきたいという形で、予算の増額をお願いして

おります。 

 あわせて、強化指定校のうち県外から通えな

い学校で寮がある学校はいいですけれども、民

間下宿をしないと強化指定校に通えない生徒に

つきまして、民間下宿生支援という形も広げて

いっておりますので、予算の増額をお願いして

おります。 

○山口副委員長  事業として改善していない

が、対象が増えたということなのでしょうか。

今の説明だと改善されたかのように聞こえまし

たが、そうではないですよね。そこを確認させ

てください。 

○横山競技力向上推進課長  中学校選手育成事

業と高校選手育成事業で、少年競技力の強化に

取り組んでいきたいと考えております。 

○山口副委員長  事業自体の中身については、

昨年の資料を見れば分かりますが、今年度は恐
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らく6,000万円ぐらいの予算で、来年度が7,500

万円ぐらいの予算が上がっています。1,500万円

増額された要因を教えていただきたいというと

ころです。 

○横山競技力向上推進課長  事業内容はほぼ変

わっておりません。増額のみという形です。 

○山口副委員長  それは知っています。 

○横山競技力向上推進課長  強化指定校につき

まして、強化費を増額したということと、先ほ

ど説明しました民間下宿生が、学年が上がって

いくということで、そこの支援を広げたという

ことです。 

○山口副委員長  昨年の予算審議を見ています

と、改善事業として上がっていて予算は6,000万

円ぐらいですよというところで来ています。

往々にして県の予算は、最初に３か年の事業と

なった場合、予算の極端な増額とかはない印象

を持っていますが、1,500万円が増額されている

ので、何かその要因があったのかなと思って確

認しています。 

強化費を増額しなくてはいけない理由としま

して、物価高騰で何％増額しましたとかだった

ら分かりますが、なぜなのかが分かりません。

増額であれば改善事業ですよねと思ってしまい

ますので、そこを教えてもらえないかと思いま

す。 

○横山競技力向上推進課長  説明が悪くて申し

訳ありません。先ほど課題として少年競技につ

いて申し上げましたが、国スポの正式競技の中

で強化指定校を指定していない競技もありまし

たので、全ての競技を網羅して支援するという

形での増額と考えております。 

○山口副委員長  昨年度は想定していなかった

部活も含めて指定することになったので、増額

ということなのでしょうか。それとも、もとも

と6,000万円、7,000万円、8,000万円のような感

じで段々上がっていく想定の下で組み立てられ

ている事業なのでしょうか。当然、年度がたつ

につれて強化指定校が増えていくので今年度は

増額になりますと、来年度も増額していきます

という話なのかを教えてもらえますか。 

○横山競技力向上推進課長  対象競技を全て網

羅できるような形で、漏れなく支援していこう

という形で、対策本部等々の御意見も賜りまし

た。全ての競技を支援という形で、強化費が増

えたという形の考え方です。 

○山口副委員長  １回休憩してもらえますか。 

○川添委員長  暫時休憩します。 

   午後３時43分休憩 

───────────────────── 

   午後３時46分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

○横山競技力向上推進課長  すいません、増え

た部活動につきましては、自転車競技の女子で

ございますとか、体操競技、馬術競技、ソフト

ボールの女子等々の競技となっております。 

○山口副委員長  いろいろ具体的に教えていた

だいたのは承知しましたが、例えば10想定して

いたのが15になっていて、今後は増えていかな

いのか、それとも増えていくのかっていうとこ

ろも知りたいところであります。 

○横山競技力向上推進課長  今年度が合わせて

73部ですけれども、令和７年度は77部で、４部

増えております。 

 ただ、単純に増えたわけではなくて、強化指

定校の力が基準に達していないところは見直し

て落としたところもあります。 

○山口副委員長  ということは、年度によって

強化指定校になるかどうかは、かなりぶれが生

じる事業なので、予算についても、毎年度多少
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のぶれが生じてくる可能性が高い事業として認

識しておけばよろしいでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  連絡調整会議とい

う形を設けております。そこで、教育委員会、

各体連の代表等と強化指定校に合致しているか

どうかの協議も行い、強化指定校の上げ下げを

していきますので、多少の入替わりは委員がお

っしゃるとおり出てきます。 

○山口副委員長  この予算自体は、本年度のど

こかで強化指定校に認定されて、来年度にこの

予算の通過をもってお金をお渡しするという形

になるので、この予算をもって、現在認定され

ているところは、来年度お金はもらえるし、来

年度中に多少競技団体のぶれがあったとして

も、この予算とは関係のない次年度の予算で反

映されるので問題ありませんということでいい

でしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  新年度の４月末に

強化指定校指定書交付式を行いますので、そこ

で令和７年度の強化指定校を正式に認定という

ことで動いていただく形を取っております。 

○山口副委員長  年度途中での認定は想定でき

ないのでしょうか。競技力を向上させたいので

あれば、年度途中でいい結果を出したところに

頑張ってねという形で上げると。 

予算についても、先ほど77校とおっしゃいま

したが、85校分ぐらいは確保しておいて、その

部分で途中認定も含めてやっていくみたいな形

もあったほうが、競技力向上には資するような

印象を持っていますけれども、そういう事業構

築にはなっていないのでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  委員が言われると

おりですけれども、強化指定校以外の学校が高

校総体や九州総体などで活躍した場合には、ラ

イバル校支援という形で、強化指定校以外の学

校も強化できる予算取りもしております。タイ

ムリーな支援ができるような形で考えておりま

す。 

○山口副委員長  この事業の中に入っていて、

どれぐらいの余裕があるのでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  ライバル校支援に

つきましては250万円弱となります。 

○山口副委員長  例えば昨年度の予算を聞く

と、強化指定校の対象が四十何校から七十何校

に増えたわけですよね。強化指定校だけでも30

部ぐらい増えているということは、ライバル校

については、もっと増える可能性があってもお

かしくない気はします。強化指定校だけでもか

なり伸びているので、お金だけではなくて、対

象となり得る組数とかを多少持っていてもいい

のではないかと思っています。 

予算としてどれくらい見ていらっしゃるので

しょうか。250万円というのはどれぐらいの件数

になるのかを教えてください。 

○横山競技力向上推進課長  強化指定校につき

ましては、令和６年度の73部から77部に増やす

予定です。 

○山口副委員長  ライバル校は。 

○横山競技力向上推進課長  ライバル校の指定

につきましては団体が９、個人が21という実績

です。 

○山口副委員長  整理したいと思いますが、ラ

イバル校については理解しました。多少伸びが

あると思いますが、強化指定校については、今

年度が73部で次年度が77部ということでした。 

 1,500万円増えた理由は何ですかと伺ったとき

に、強化指定校が増えたからと理解したところ

ですが、結局1,500万円の増額要因というところ

が解決していなくて、そこをきちんと説明いた

だきたいと思います。 



令和７年３月 12 日(火) 

 - 123 - 

○横山競技力向上推進課長  下宿生支援につい

て、昨年度は１学年を対象としていましたが、

令和７年度は２学年に増えていきますので、そ

の分の予算の増という形です。 

○山口副委員長  来年度は３学年分に増えるの

で、1,500万円とは言わないかもしれないです

が、それなりの金額が増額されていくという理

解でよろしいということですね。 

○横山競技力向上推進課長  副委員長が言われ

るとおりでございます。 

○山口副委員長  もう一点、「日本のひなた宮

崎国スポ・障スポ開催準備事業」についてです

が、競技用具の準備というものが項目として入

っています。競技力向上推進課のほうにも、競

技用具整備費という形で予算が上がっているか

と思います。 

 それぞれの課による違いというものと、来年

度はそれぞれの課で、どういった団体に対して

整備が行われていくのかという中身の部分につ

いて、大まかなもので結構ですので、教えてい

ただけますか。 

○佐藤競技・式典課長  まず、競技・式典課の

ほうで、来年度購入する競技用具について御説

明させていただきます。 

 私どものほうで購入するものは、令和９年度

の国民スポーツ大会等で使うものを購入するも

のでありまして、令和７年度としましては、ラ

イフル射撃競技の電子標的、水泳の飛び込み競

技の飛び板や飛び込み台といったものの購入を

予定しております。 

○横山競技力向上推進課長  競技力向上推進課

の競技用具整備ですけれども、宮崎国スポに向

けた競技力向上に資する備品の購入や、練習環

境の維持等に必要な備品購入品等の修繕・整備

を予定しております。 

 主なものにつきましては馬術での馬、ヨット

競技でのセーリングを予定しております。 

○山口副委員長  確認したいのですが、競技・

式典課長にお答えいただきましたけれども、説

明資料上だと総務企画課の中に国スポ開催準備

費として予算が上がっていて、競技・式典課に

はそんなに大きな予算ではない形になっていま

すが、あくまで担当するというか、実務を担う

のが競技・式典課なので、佐藤課長が説明され

たという理解でよろしいでしょうか。 

○佐藤競技・式典課長  副委員長が言われると

おりでございます。これは、ポツが８つありま

すけれども、それぞれ所管課が決まっておりま

して、総務企画課のほうで実行委員会に負担金

を出して、実際に予算執行するときにはそれぞ

れの所管課で執行することになっております。 

○川添委員長  委員の皆様にお諮りいたしま

す。本日の日程は午後４時までとなっておりま

すが、このまま継続してよろしいですか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、引き続き委員会を行

います。 

○山口副委員長  競技用具整備については、事

前にいろいろと教えていただきました。準備と

して必要なものだということは理解しています

けれども、当然費用についてはできる限り抑え

ていくといいますか、国スポ・障スポが終わっ

た後にもしっかり使うものか、それとも１回だ

けのものなのかも含めて、買ったら終わりでは

なく、出口も含めてきちんと競技団体と話をし

た上で整備に臨んでいただきたいと思います。 

その点御注意のほどよろしくお願いいたしま

す。意見としていただければと思いますので、

答弁は要りません。 

○丸山委員  去年の国民スポーツ大会では、予
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定では20位になるはずだったのに、残念ながら

32位ということでした。団体種目などがなかな

かふるわなかったり、地方大会から上がれなか

ったといった要因はいろいろとありますが、令

和７年度はどれくらいの目標があるのか、教え

ていただきたいと思います。 

○横山競技力向上推進課長  昨年20位を目標に

取り組んできましたけれども、委員がおっしゃ

るとおり32位という形で、非常に危機感を持っ

ております。 

 宮崎県競技力向上対策本部が天皇杯獲得のた

めに掲げたプランにつきましては、いよいよ令

和７年度が躍進期となります。先催県を見まし

ても、ここから急上昇して天皇杯獲得に向かっ

ていくという形の目標を立てております。令和

７年の滋賀国スポは、10位台を目標に取り組ん

でまいりたいということでの目標を立てており

ます。 

○丸山委員  ぜひ、目標に向かって一丸となっ

て頑張っていただきたいと思います。ターゲッ

トエイジの高校１年生が令和９年には高校３年

生になりますので、今年は非常に重要な年にな

ってくるだろうと思っています。 

 ある県では、指導者が異動すると生徒も転校

するというぐらいで、非常に高い指導力を持た

れる先生の異動によってかなり変わってくると

いうことがありました。宮崎県では教育委員会

としっかり連携しながら、そういったことがな

いようにしてほしいし、教育委員会だけでな

く、私立学校にもしっかりお願いしないといけ

ないと思っています。そのあたりの具体的な話

合いはもちろんされていると思いますが、特に

今年は重要な年になってきますので、こういう

対策をやっているんだというのがあれば、教え

ていただくとありがたいと思います。 

○横山競技力向上推進課長  いよいよターゲッ

トエイジは、委員が言われるとおり高校１年生

に入っていきます。県内で指定しております強

化指定校の先生方の指導力というのが非常に試

されるし、先生方も資質を上げていってもらわ

ないといけないと考えております。 

 また、今年度約700名のそのターゲットエイジ

の選手を指定しました。従来、中学生は中体連

が終わりましたら受験勉強に専念という形で、

練習環境が整備されていませんでしたが、本人

が希望すれば、中体連が終わった後も近隣の高

校で練習できるようにし、中学３年生の空白期

間をなくして高校の練習にスムーズに移ってい

けるというような対策も取っております。そう

いった形で、少年競技力をもっと底上げできる

ように、今後取り組んでいきたいと考えており

ます。 

○丸山委員  「社会人アスリート等確保事業」

もありますが、ここをしっかりと取り組んでい

ただいたり、ふるさと選手の支援にしっかり取

り組む非常に重要な年になってくると思いま

す。しかしながら、何か弱いような気がしてい

るし、団体競技の野球にしてもいいところまで

行くけれども、途中で負けてしまうとか、もう

少しというところだと思います。「社会人アス

リート等確保事業」なども含め、今年、来年が

非常に大きな時期になってまいります。 

 あと、国民スポーツ大会が終わった後も、そ

れぞれの地域に核となる人たちが残ってくれれ

ば競技力が落ちずに、比較的20～30位台で推移

するはずなのに、国民スポーツ大会が終わると

また40位台に落ちるようなことがないように、

社会人確保も含めてやってほしいと思います。 

 やはりレガシーをしっかり残すためにやらな

いと意味がないのだろうと思います。スポーツ
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ランド構想は、全県化・多種目化・通年化とい

うことをやって、施策としてはいいと思ってい

ます。それをやるためには、そういったしっか

りとした形をつくっていかないといけないと思

っていますので、それは３年後で終わりではな

くて、その先がしっかりあるという考えを持ち

ながら、企業とも連携してやっていただきたい

と思っています。 

現状を聞くと、アスリートが宮崎県になかな

か来てくれないという大きな課題というのは、

民間の雇用する力が弱いことなのか、給料が安

いというものなのか等含め、いろいろなことを

教えていただきたいです。我々も提言すること

があるのか、県や市町村がもう少しやらないと

いけないのか、レガシーを残してほしいと思っ

ていますので、大会が終わった後も含めて、意

気込みを改めてお伺いできればと思っておりま

す。 

○横山競技力向上推進課長  国民スポーツ大会

後のレガシーというのは、非常に大きなテーマ

だと思います。例えば、競技力強化推進員につ

きましては、本課が担っている「ひむかアス

リート・ジョブサポートセンター」等で宮崎国

スポが終わった後も企業等とのマッチングを進

め、ふるさと選手も宮崎代表で出場してくれた

ので、令和10年以降も成年選手として活躍でき

るような取組をしていきたいと考えておりま

す。 

 民間につきましては、先ほどアスリートがな

かなかそろわないという意見もありましたが、

我々だけではなくて、大学生のアスリート選手

データを持っている民間にマッチング等も計画

しながら、アスリートの掘り起こしやマッチン

グも進めていきたいと考えております。 

○山下宮崎国スポ・障スポ局長  競技力向上推

進課長が申したとおり、しっかり取り組んでい

きたいと思います。 

 昨年は32位ということで、目標と大きく乖離

してしまい、大変申し訳なく思っております。

これをばねにという形で、先ほどの教育委員会

の話についてはもちろん連携して取り組んでい

きますし、私立学校との連携、それから成年の

ほうのいろいろな企業──前回の宮崎国体で旭

化成の宗兄弟などにも活躍していただきまし

た。そういった企業にもしっかり働きかけて、

宮崎ワンチームという形でしっかり進めていか

ないといけないと思っています。 

 あと県外の成年確保についても、企業のほう

は非常に選手に来てほしいという気持ちがあり

ます。ただ、これはかなりのトップアスリート

をあっせんする事業の形になっていますので、

なかなかその候補の選定は、まだ追いついてい

ませんけれども、この枠組み自体は非常にすば

らしいと思っています。今後の国民スポーツ大

会でもスポーツ人材をしっかり確保していくと

いう意味でもいい事業だと思っておりますの

で、しっかり取り組んでいきたいと思います。 

 いずれにしましても、令和９年に向けて次年

度しっかり取り組んでいきたいと思っておりま

す。 

○丸山委員  あと、使用施設がほぼ固まってき

ましたので、ある程度当初の予算内で収まって

いますというような答弁が以前あったと認識し

ています。選手育成を含めた全体としての当初

予算枠が令和８年度と令和９年度でこのぐらい

必要だというのは、何となく試算しているので

はないかと思っています。令和７年度の当初予

算まで来て、どれくらいの全体枠になっている

か教えていただくとありがたいと思います。 

○長倉総務企画課長  全体に係る経費につきま
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しては、11月議会での見込みを出させていただ

きました。その時点で、ハード整備や運営費等

も含め、合計で約720億円ということで示させて

いただいております。 

 令和元年11月時点では688億円ぐらいになろう

かということでしたので、その時点でも688億円

と720億円ですので、当時より増大しているとい

う状況がございます。 

 ただ、この720億円というのも今後の物価高騰

などを考慮していませんので、そういうのも含

めていくともう少し増えていく感じではいると

ころでございます。 

 11月時点で出した数字というのは、今度の予

算等もある程度考慮した数字ですので、現時点

でもあまり大きく変わらない数字であろうかと

考えております。 

○丸山委員  やはり先ほど言いましたように物

価高騰が非常に効いてきている中で、いろいろ

と買わなくてはいけない備品もたくさんあると

思います。かなり上がってきてしまっているの

ではないかと想定していて、それは仕方ないと

思いつつ、あまりにも増額になると県の財政負

担が心配です。720億円からもう少し増える可能

性はありますが、増えたのであればあるほどレ

ガシーとしてしっかりと残していかないと、何

のために720億円の予算を投じたのか。繰り返し

になりますが、宮崎県のスポーツランド構想の

多種目化・全県化・通年化につながって、宮崎

県全体で観光資源なり含めてお金が回っていっ

てペイするというようなことを描いてほしいと

思っています。それを生かすような投資をした

という形で結果を残していただくようお願いし

ます。 

○黒岩委員  資料10ページの（事項）競技力向

上推進事業を見ますと、「宮崎をテニスの聖地

へテニス競技強化支援事業」があります。テニ

スだけが種目として出てきていて少し違和感が

ありますが、これはどのような内容の事業でし

ょうか。 

○横山競技力向上推進課長  県総合運動公園が

国際基準のハードコート化されることを契機

に、本県のシンボルスポーツとしてのテニスの

普及・振興を図るとともに、スポーツランドみ

やざきをテニスの聖地として広く発信していく

ために、大会の開催や県内を拠点とするトップ

選手の支援を行う事業になります。 

 財源につきましては、企業版ふるさと納

税──民間企業からの寄附による事業になりま

す。 

○黒岩委員  教育委員会のスポーツ振興課もあ

るし、商工観光労働部のスポーツランド推進課

もありますけれども、これは宮崎国スポ・障ス

ポ局でやる事業なのでしょうか。 

○横山競技力向上推進課長  冒頭で私が説明し

たとおり、企業版ふるさと納税を利用しまし

て、テニスの競技力向上をしていこうという事

業になりますので、国民スポーツ大会関連と捉

えております。 

○黒岩委員  もともとのスタートが教育委員会

にあったわけですから、そういうスポーツ振興

課とのすみ分けというか、そのあたりでいろい

ろあったのかなという気もします。 

 先ほどありました「宮崎ワールドアスリート

プロジェクト」につきましても、事業名とか目

的については、オリンピックや国際選手として

いるのに、実際の中身は国民スポーツ大会選手

の強化ということでした。ネーミングを変える

のか、所管課を考えるのか、そういったところ

の整理も必要な事項があるのではないかと思っ

ておりますので、再度検証をお願いしたいと思
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います。 

○横山競技力向上推進課長  今後に向けて検討

していきたいと思います。 

○川添委員長  それでは、次にその他報告事項

に関する説明を求めます。 

○長倉総務企画課長  資料15ページを御覧くだ

さい。 

 令和７年度の組織改正案についてでありま

す。 

 説明に入ります前に、１点資料の訂正をお願

いいたします。デジタル資料は正しいものであ

りますけれども、事前に紙資料としてお配りし

ていた資料についての訂正でございます。 

訂正したものを机上に１枚配付させていただ

いておりますが、組織の対照表の左側の現行の

ところでございます。上の「国スポ・障スポ

局」の下に「課長―次長」とありますが、正し

くは「局長―次長」でございます。大変申し訳

ありませんでした。差し替えをよろしくお願い

します。 

 それでは、組織改正の内容ですが、全体につ

いては総務部が説明していると思いますけれど

も、国スポ・障スポに関する部分について改め

て報告いたします。 

 １点目は、宮崎国スポでの天皇杯獲得に向け

て競技力向上の取組を計画的かつ集中的に強化

することなどを目的として、次長（競技担当）

の職を設置いたします。 

 ２点目は、同じく本県で開催する第26回全国

障害者スポーツ大会に向けて体制をさらに強化

するため、障スポ大会課を設置いたします。 

 このほか表の中ほどになりますが、総務企画

課の担当を再編し、２年後の大会に向けてより

効率的・効果的に開催準備を進めることとして

おります。 

○財部施設調整課長  資料16ページをお開きく

ださい。 

 その他報告事項の②県主要施設のスケジュー

ルについて御説明いたします。 

 まず、（１）の都城市山之口町の県陸上競技

場──ＫＵＲＯＫＩＲＩ ＳＴＡＤＩＵＭです。 

 令和６年12月に完成しており、出席の御案内

を差し上げておりますけれども、４月12日に完

成式典を行う予定です。同日からの供用開始を

予定しているところでございます。 

 次に、（２）の宮崎市の県プール──パーソ

ルアクアパーク宮崎です。令和６年12月に完成

しており、３月15日土曜日に完成式典、４月

１日からの供用開始を予定しております。 

 完成式典に御出席いただく委員におかれまし

ては、休日の御出席になりますが、よろしくお

願いいたします。 

 次に、（３）の延岡市に建設中の県体育

館──アスリートタウン延岡アリーナですが、

先日の常任委員会において、工事請負契約の変

更の特別議案で御説明しましたとおり、完成は

令和８年３月となっており、令和８年４月の供

用開始を予定しております。 

 最後に、（４）県ひなた総合運動公園庭球場

及び管理棟の整備ですが、先行して令和７年10

月に屋外コート12面分が完成して供用開始する

こととしており、全体が完成するのは令和

８年３月の予定です。 

 なお、商工観光労働部が進めている令和

８年３月末頃のテニスの国際大会誘致を目指し

た事業もありますことから、令和８年３月中の

全面供用開始を予定しているところでありま

す。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。 
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 その他報告事項について質疑はございません

か。 

○黒岩委員  資料15ページです。職員数です

が、現行が何人で改正後が何人になるのでしょ

うか。 

 それと、最終的に令和９年度がマックスにな

ろうかと思いますが、何人ぐらいを想定されて

いるのか教えていただきたいと思います。 

○長倉総務企画課長  現行は63名でございま

す。来年度に組織体制を強化いたしますけれど

も、具体的な数字については人員体制がはっき

り分かった段階でしか言えませんが、80名前後

になろうかと思っております。 

 最終年度である令和９年度がやはり一番多い

人数になりますが、先催県等を見てみますと、

100名体制になります。それぐらい年度ごとに体

制を強化していくことになっていくと考えてお

ります。 

○黒岩委員  資料16ページの（１）、（２）、

（４）がネーミングライツによる名称だと思い

ますが、（３）については、これからネーミン

グライツの公募をされる予定でしょうか。これ

がネーミングライツ後の名称なのでしょうか。 

○財部施設調整課長  （３）はネーミングライ

ツ後です。（４）でしょうか。 

○黒岩委員  （４）はネーミングライツによる

ネーミングだと思いますが、（３）アスリート

タウン延岡アリーナです。 

○財部施設調整課長  アスリートタウン延岡ア

リーナについては、ネーミングライツ後の名称

になっております。 

○川添委員長  ほかはよろしいですか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、その他で何かござい

ませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上をもって宮崎国

スポ・障スポ局を終了いたします。 

 執行部の皆様、お疲れさまでした。 

 暫時休憩いたします。 

   午後４時20分休憩 

───────────────────── 

   午後４時22分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 本委員会に付託されました議案について説明

を求めます。 

 なお、委員の質疑は全ての説明が終了した後

にお願いいたします。 

○米良会計管理者  それでは、会計管理局の令

和７年度当初予算について御説明いたします。 

 常任委員会資料３ページを御覧ください。 

 会計管理局の当初予算額は、表の一番下、左

から２列目の令和７年度当初予算額の欄にあり

ますとおり、総額で８億7,679万4,000円をお願

いしております。 

 表の右側、対前年度比較の欄に記載のとお

り、前年度当初予算と比較いたしますと、金額

で２億4,132万2,000円、率にして38％の増とな

っております。 

 続きまして、４ページを御覧ください。 

 債務負担行為の追加であります。表にありま

す会計課の事業につきまして、記載しておりま

す期間及び限度額の範囲において債務負担行為

をお願いするものであります。 

 予算の詳細につきましては、それぞれ担当課

長から御説明いたしますので、よろしくお願い

いたします。 

○坂下会計課長  会計課の令和７年度当初予算

について御説明いたします。 
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 委員会資料５ページを御覧ください。 

 会計課の当初予算額は、表の一番上、左か

ら２列目の欄にありますとおり７億3,892万円で

あります。 

 その主な内容につきまして御説明いたしま

す。 

 ６ページを御覧ください。 

 上から２段目の（事項）出納事務費３億5,349

万7,000円であります。 

 主なものといたしまして、説明及び事業名欄

の１、出納事務執行に要する経費7,641万7,000

円は、公金の振込や収納に要する経費でありま

す。 

 また、３の財務会計システム運営管理費7,830

万4,000円は、職員が使用する財務会計システム

の運営管理などに要する経費であります。 

 次の４の「ｅＬＴＡＸを活用した公金収納デ

ジタル化事業」につきましては、後ほど御説明

いたします。 

 次に、一番下の（事項）証紙収入事務費9,141

万3,000円であります。これは、証紙の売りさば

きに要する経費でありまして、主に売りさばき

人に支払う証紙売りさばき手数料となっており

ます。 

 ７ページを御覧ください。 

 「ｅＬＴＡＸを活用した公金収納デジタル化

事業」であります。 

 まず、事業の目的ですが、全国的な対応とし

て推進されている地方税共通納税システム、い

わゆるｅＬＴＡＸを活用した公金収納事務に対

応し、スマートフォンアプリ納付など、納付手

段の多様化・キャッシュレス化により、納付者

の利便性向上を図るものであります。 

 このｅＬＴＡＸは、既に県税のほうで令和

５年度から運用しておりますが、県税以外の使

用料や手数料などの収納事務において活用する

ため、本事業により財務会計システムを改修す

るものであります。 

 次に、事業の概要ですが、右の図を御覧くだ

さい。 

 この図は総務省のｅＬＴＡＸの説明書になり

ますけれども、右側の地方公共団体から上の黒

い矢印のように、納付書にＱＲコードを印字し

て納付者に郵送します。 

 次に、左側の納付者は、①ｅＬＴＡＸ操作と

して、パソコン等で地方税お支払いサイトにア

クセスし、インターネットバンキングやクレジ

ットカードでの決済、または②のようにＱＲ

コードを読み取ってスマートフォンアプリでの

決済、あるいは③のように納付書を持参すれ

ば、ほぼ全国の金融機関で納付できるものであ

ります。 

 次に、事業スケジュールについてでありま

す。 

 （１）事業内容になりますが、令和７年度の

システム改修及び令和８年度のｅＬＴＡＸとの

連携テスト等を民間事業者に委託しまして、収

納開始予定を令和８年９月としております。 

 全体事業費は、２年間で２億7,498万1,000円

をお願いしておりまして、令和７年度当初算で

１億9,746万7,000円、令和８年度は債務負担行

為で7,751万4,000円をお願いしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○津野物品管理調達課長  物品管理課の令和

７年度当初算につきまして御説明いたします。 

 委員会資料８ページを御覧ください。 

 物品管理調達課の当初算は、表の一番上の

段、左から２列目にありますように１億3,787万

4,000円であります。 

 主な内容について御説明いたします。 
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 ９ページを御覧ください。 

 上から２つ目の（事項）物品管理及び調達事

務費3,551万7,000円であります。これは、物品

調達システムを維持管理するための経費及び物

品調達事務や所属への指導検査に係る経費など

であります。 

 続いて、（事項）車両管理事務費1,181万

5,000円であります。これは、県有車両の維持管

理に要する経費でありますが、公用車の任意保

険料が主なものとなっております。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。 

 議案について質疑はございませんか。 

○丸山委員  ｅＬＴＡＸの利用については、使

用料・手数料において、どれくらいまで広がる

と見ていいのでしょうか。例えば、我々が一番

関係があるものとして、免許証の交付がありま

す。そのほかにも県立芸術劇場を使うときの使

用料など、いろいろとありますが、全て対応で

きると理解してよろしいでしょうか。 

○坂下会計課長  基本的には、納付書で収納を

お願いしているものについて、ｅＬＴＡＸが活

用できるということになります。委員がおっし

ゃっていました免許手数料については、証紙に

なりますので、そちらは別の扱いになります。 

 今回想定しておりますのが、４万3,000件ほど

納付書を発送しておりますので、それがｅＬＴ

ＡＸに替わることによって、これまでは県内の

金融機関とか、県外でしたら宮崎銀行の支店と

かでの納付になっておりましたけれども、それ

が全国でできるようになります。あと、スマホ

の納付アプリについても、現在はＰａｙＰａｙ

とかＰａｙＢでしか使えないですけれども、そ

れをａｕＰａｙとかそういったアプリにも拡大

されるということになります。 

○丸山委員  これは全国的な話かもしれません

けれども、もし広げることが可能であれば検討

していただいたほうが、より県民が利用しやす

い形になると思いますので、お願いします。 

○山口副委員長  証紙売りさばき手数料につい

てお伺いします。証紙収入というもの自体は、

補正予算だと若干落ちているように見受けられ

ますが、売りさばき手数料は昨年度と同様ぐら

いの金額が上がっています。これは、証紙収入

と売りさばき手数料はあまり連動しないという

認識をしておけばよろしいのでしょうけれど

も、仕組みが分からないので教えていただけま

すか。 

○坂下会計課長  証紙売りさばき手数料につい

てです。証紙は証紙売りさばき人を通じて県民

に販売しておりますけれども、売りさばき人が

県税総務事務所等から購入した額の3.3％を手数

料として支払っているものであります。 

 証紙収入は年度できちんと切っておりますけ

れども、証紙の売りさばきについては、年度末

に証紙売りさばき人の方が来年度の分も購入し

とこうといった動きがあると若干ずれます。 

 そのため、大体のところは証紙収入に連動し

ていると思いますけれども、完全に一致するも

のではないと思っております。 

○山口副委員長  今回の予算はどのように算出

されたのでしょうか。 

○坂下会計課長  今年度の予算は、過去５年間

の中で一番売りさばきの金額が多かった令和元

年度実績に3.3％を乗じてお願いしております。 

○川添委員長  ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、その他で何かござい

ませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○川添委員長  それでは、以上をもって会計管

理局を終了いたします。 

 執行部の皆様、お疲れさまでした。 

 暫時休憩いたします。 

   午後４時33分休憩 

───────────────────── 

   午後４時35分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 それでは、本委員会に付託されました議案に

ついて説明を求めます。 

○田村人事委員会事務局長  人事委員会事務局

の令和７年度当初予算につきまして、御説明さ

せていただきます。 

 お手元の歳出予算説明資料の302ページ、タブ

レット資料では308ページを御覧ください。 

 表の左から２列目、当初予算の欄ですが、人

事委員会事務局の当初予算総額は１億6,505万

4,000円をお願いしております。令和６年度の当

初予算総額１億5,280万9,000円と比べますと、

8.0％の増となっております。 

 それでは、その主な内容について御説明いた

します。 

 紙資料では304ページ、タブレット資料では

310ページを御覧ください。 

 まず、１段目の（目）委員会費656万円であり

ますが、その内訳といたしましては、左か

ら３列目の（事項）委員報酬598万2,000円が人

事委員３名に対する報酬であります。 

 また、次の（事項）委員会運営費57万8,000円

は、人事委員会の会議開催等に要する経費であ

ります。 

 次に、２段目の（目）事務局費の１億5,849万

4,000円でありますが、その内訳といたしまし

て、（事項）職員費１億2,679万3,000円が事務

局職員15名の人件費であります。 

 次の（事項）事務局運営費607万8,000円は、

人事委員会事務局運営に要する事務的経費であ

ります。 

 次の（事項）県職員採用試験及び任用研修調

査費2,295万円でありますが、内容といたしまし

て、１の県職員採用試験実施費は、試験案内や

試験問題の作成、会場借上げなどの試験の実施

等に要する事務的経費であります。 

 また、２の任用制度等に関する調査研究費

は、人事行政に関する調査研究等に要する経費

であります。 

 次の（事項）給与その他の勤務条件の調査研

究費161万8,000円でありますが、その内容とし

ましては、１の給与報告及び勧告に必要な調査

研究費は、民間給与の実態調査をはじめ、人事

委員会が行う職員の給与等に関する報告及び勧

告に要する経費であります。 

 また、２の給与その他の勤務条件の調査研究

費は、勤務条件に関する調査や職員に対する給

与支払状況の監理等に要する事務的経費であり

ます。 

 最後に、その下の審査監督費105万5,000円

は、不利益処分に関する審査請求等審査に要す

る経費及び人事委員会が権限を有する労働基準

監督関係業務に要する経費であります。 

 当初予算についての説明は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○川添委員長  執行部の説明が終了いたしまし

た。 

 議案について質疑はございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、その他で何かござい

ませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上をもって人事委
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員会事務局を終了いたします。 

 執行部の皆様、お疲れさまでした。 

 暫時休憩いたします。 

   午後４時39分休憩 

───────────────────── 

   午後４時40分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 それでは、本委員会に付託されました議案に

ついて説明を求めます。 

 委員の質疑は、全ての説明が終了した後にお

願いいたします。 

○坂元監査事務局長  監査事務局でございま

す。 

 まず、令和７年度一般会計当初予算について

御説明をいたします。 

 委員会資料３ページを御覧ください。 

 監査事務局の当初予算額は、表の左から２列

目の欄にありますとおり１億8,871万8,000円を

お願いしております。 

 その主な内容について御説明をいたします。 

 ４ページを御覧ください。 

 左端最上段の（目）一般管理費の1,379万

7,000円についてですが、これはその右横の（事

項）外部監査費でありまして、説明欄にありま

すとおり、包括外部監査人による外部監査に要

する経費であります。 

 次に、２段目の（目）委員費2,005万6,000円

についてであります。 

 その内訳ですが、まずその右横、（事項）委

員報酬1,882万4,000円は、監査委員４名の給与

及び報酬等であります。 

 その下、（事項）運営費123万2,000円は、監

査のための旅費など、監査委員の監査に要する

経費であります。 

 次に、３段目の（目）事務局費１億5,486万

5,000円についてであります。 

 その内訳ですが、まずその右横の（事項）職

員費１億4,217万9,000円は、事務局職員の人件

費であります。 

 その下、（事項）運営費1,268万6,000円は、

事務局職員の監査や事務局の運営に要する経費

であります。 

 当初予算についての説明は以上であります。 

 続きまして、５ページを御覧ください。 

 議案第49号「宮崎県監査委員条例の一部を改

正する条例」についてであります。 

 この条例改正は、１の改正の理由に記載して

おりますとおり、地方公営企業法施行令の一部

改正に伴い、当該条例の内容に条ずれが生じる

ため、関係規定の改正を行うものであります。 

 ２の改正の内容については、表に記載のとお

り、条例で引用しております地方公営企業法施

行令の条項を改正するものであります。 

 施行期日につきましては、３に記載のとお

り、施行令の施行期日に合わせまして、令和

７年４月１日としております。 

 続きまして、６ページを御覧ください。 

 議案第50号「包括外部監査契約の締結につい

て」であります。 

 この議案は、１の提案の理由に記載しており

ますとおり、令和７年度の包括外部監査契約の

締結に当たりまして、地方自治法第252条の36第

１項の規定により、議会の議決に付するもので

あります。 

 包括外部監査制度は、６に記載しております

とおり、監査機能の充実を図り、監査機能に対

する住民の信頼を高めることを目的に導入され

た制度で、外部の専門家による監査を実施する

ものであります。 

 本県では、平成11年度から導入をしておりま



令和７年３月 12 日(火) 

 - 133 - 

して、導入当初から公認会計士と委託契約を締

結しております。 

 契約の目的は、２にありますとおり、包括外

部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関す

る報告を求めるものであります。 

 契約金額は、３にありますように1,379万

3,000円を上限とする額としております。 

 ４の契約の相手方についてであります。地方

自治法で外部監査人として契約できる者は、弁

護士、公認会計士等と規定されておりますが、

包括外部監査は財務監査であることを踏まえ、

令和５年度及び今年度に引き続き公認会計士の

中原義博氏との契約を考えております。 

 契約の期間は、５にありますとおり、令和

７年４月１日～令和８年３月31日でございま

す。 

 議案の説明は以上であります。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

○川添委員長  執行部の説明が終了しました。 

 議案について質疑はございませんか。 

○岩切委員  予算が９％ほど減額となっており

ますが、昨年度の令和６年度予算からすると、

職員数が１名減というところぐらいしか読み取

れないのですが、そのほかに事務局の予算を圧

縮させる要因が何かあるのでしょうか。 

○牛ノ濱監査第一課長  やはり大きなのは人件

費１名減ということと、職員構成が変わるだろ

うということでありまして、ほかの運営につい

ては特に大きな変化はございません。 

○黒岩委員  資料６ページの監査テーマですけ

れども、このテーマは誰が決めるのかというこ

とと、毎年テーマが変わっていますが、県庁の

全ての業務を一回りするのに大体何年かかるの

か教えていただきたいと思います。 

○牛ノ濱監査第一課長  まず監査テーマの決定

でございますが、法制度上、行政側はタッチせ

ず、包括外部監査人が決めることになっており

ます。外部監査人が、そのときの国・県が抱え

る行政課題でありますとか、社会経済の変化等

を踏まえて決定いただいているということでご

ざいます。 

 そして、そういったその時々のテーマは、い

ろいろな諸情勢をにらみながら決めますので、

県の行政のそれぞれの部局を順番にということ

ではございません。そういう意味ではアトラン

ダムに決まっていくという感じでございます。 

○山口副委員長  包括外部監査での監査人の選

び方についてです。よくあるのが、弁護士会か

らの推薦とかが一般的に聞かれるところかと思

いますが、宮崎県の場合はどういう方式で公認

会計士の方を選ばれているのでしょうか。 

○牛ノ濱監査第一課長  副委員長がおっしゃい

ましたとおり、これまでずっと公認会計士から

選任しておりまして、公認会計士の団体・協会

に御推薦いただいております。 

 これまでの経歴等を斟酌していただいて、行

政事務に詳しい方を御推薦いただいているとこ

ろでございます。 

○山口副委員長  確認ですが、再任とか何年続

けてというところについて、恐らく法律上は特

にないとは思いますが、ずっと同じ方となる

と、やはり気になると思います。監査の癖もあ

ると思いますので、今回の方が悪いとかではな

くて、いろいろな方に関わっていただけるよう

な形を模索していただけるよう、今後御検討い

ただければと思います。 

○牛ノ濱監査第一課長  この制度は、やはり行

政からの独立性というものを重視しております

ので制度上、同一の監査人は連続して３年まで

という決まりがございます。知事の任期が４年
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でございますので、最低２人以上の監査人の外

部監査を受けるという趣旨でございます。 

○川添委員長  ほかはよろしいですか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、その他で何かありま

せんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上をもって監査事

務局を終了いたします。 

 執行部の皆様、お疲れさまでした。 

 暫時休憩いたします。 

   午後４時50分休憩 

───────────────────── 

   午後４時51分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 それでは、本委員会に付託されました議案に

ついて説明を求めます。 

○小牧事務局長  県議会事務局の令和７年度当

初予算について御説明いたします。 

 令和７年度歳出予算説明資料２ページを御覧

ください。 

 タブレットでは８ページでございます。 

 県議会事務局の令和７年度当初予算額は、左

から２列目の欄ですが11億8,464万9,000円を計

上しております。 

 令和６年度当初予算額からの増減額について

は、右から２列目の欄ですが322万9,000円、

0.3％の減額となっております。 

 それでは、主な内容について御説明いたしま

す。 

 紙の資料では４ページ、タブレットでは10

ページを御覧ください。 

 まず、左端の列、上段の（目）議会費でござ

いますが７億5,501万3,000円を計上しておりま

す。 

 主なものについて御説明いたします。 

 左から３列目の事項名の欄を御覧ください。 

 まず、一番上の（事項）議員報酬の４億9,599

万9,000円でございます。これは、議員報酬及び

期末手当に要する経費でございます。 

 次に、その３つ下の（事項）議会一般運営

費２億1,259万9,000円でございます。これは、

各種協議会等の負担金や政務活動費交付金等に

要する経費でございます。 

 次に、左端の下段の（目）事務局費でござい

ます。４億2,963万6,000円を計上しておりま

す。 

 主なものについて御説明いたします。 

 左から３列目の事項名の欄を御覧ください。 

 まず、一番上の（事項）職員費２億5,075万

6,000円でございます。これは、事務局職員の給

料、職員手当、共済費に要する経費でございま

す。 

 次に、一番下の（事項）議会一般運営費１億

4,707万5,000円でございます。これは、議会広

報や事務局運営に要する経費でありますが、令

和７年度におきましては、議場等の照明のＬＥ

Ｄ化に係る工事を行いたいと考えております。 

 次に、５ページ、タブレットでは11ページを

御覧ください。 

 上から２段目の（事項）議会史編さん費の

１,027万8,000円でございます。これは、議会史

の編さん事務や印刷製本に要する経費でありま

す。今回は平成23～26年度を第25集とし、令和

７年度に印刷製本することとしております。 

○川添委員長  執行部の説明が終了しました。 

 議案について質疑はございませんか。 

○山口副委員長  議員報酬については、何人の

議員で見ていますか。 

○福島総務課長  定数の39名でございます。 
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○山口副委員長  今は１名減ですよね。公職選

挙法上、選挙が行われる可能性はあまりないと

思います。解散があるからということですか。 

○福島総務課長  そういうことは想定されなく

ても、定数で予算は計上させていただいており

ます。減員ではなく、定数39名で議員報酬の予

算は計上させていただいております。 

 可能性としまして、日向市選挙区でもう１人

欠員が出たとき、宮崎市選挙区でも２人欠員と

なった場合に補欠選挙となります。 

○川添委員長  ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、その他で何かありま

せんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上をもって議会事

務局を終了いたします。 

 執行部の皆様、お疲れさまでした。 

 暫時休憩いたします。 

   午後４時56分休憩 

───────────────────── 

   午後４時58分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、14日に

行いたいと思います。 

 開会時刻は午後１時としたいのですが、よろ

しいでしょうか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのように決定いた

します。 

 その他で何かございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  何もないようでしたら、以上で

本日の委員会を終了いたします。 

お疲れさまでした。 

   午後４時58分散会 
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令和７年３月14日（金曜日） 

───────────────────── 

   午後１時１分再開 

──────────────── 

出席委員（８人） 

  委 員 長   川 添   博 

  副 委 員 長   山 口 俊 樹 

  委      員   丸 山 裕次郎 

  委      員   濵 砂   守 

  委      員   後 藤 哲 朗 

  委      員   坂 本 康 郎 

  委      員   岩 切 達 哉 

  委      員   黒 岩 保 雄 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

──────────────── 

事務局職員出席者 

  議 事 課 主 査   春 田 拓 志 

  議事課主任主事   上 園 祐 也 

───────────────────── 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 委員の皆様へ御連絡です。 

机上配付のとおり、宮崎国スポ・障スポ局競

技力向上推進課から、発言訂正の申出がありま

した。強化指定校の増加数とライバル校指定の

実績数に関するものになりますので、各自御確

認をお願いいたします。  

 また、予算事項別明細書の金額に誤りがあっ

たとのことで、執行部より説明を受けました。

こちらも訂正表を机上に配付しておりますの

で、各自御確認をお願いいたします。 

それでは、議案の採決を行いますが、採決の

前に賛否も含め御意見をお願いいたします。 

 暫時休憩いたします。 

   午後１時２分休憩 

───────────────────── 

   午後１時２分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 採決を行います。採決につきましては、議案

ごとがよろしいでしょうか、一括がよろしいで

しょうか。 

   〔「一括」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  一括がよろしいでしょうか。そ

れでは、一括して採決いたします。 

 議案第１号、議案第２号、議案第３号、議案

第21号、議案第31号、議案第33号、議案第34

号、議案第36号、議案第37号、議案第38号、議

案第39号、議案第40号、議案第49号及び議案第

50号につきましては、原案のとおり可決するこ

とに御異議ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  御異議なしと認めます。よっ

て、議案第１号、議案第２号、議案第３号、議

案第21号、議案第31号、議案第33号、議案第34

号、議案第36号、議案第37号、議案第38号、議

案第39号、議案第40号、議案第49号及び議案第

50号につきましては、原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。 

 次に、請願についてであります。 

 暫時休憩いたします。 

   午後１時４分休憩 

───────────────────── 

   午後１時５分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 請願第13号については、採決を求めるという

御意見がありました。 

 それでは、請願を採決することに御意見ござ

いませんか。 
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   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、採決を行います。 

請願第13号の賛否をお諮りいたします。請願

第13号について採択すべきものとすることに賛

成の方の挙手を求めます。 

   〔賛成者挙手〕 

○川添委員長  挙手少数。よって、請願第13号

は不採択とすることに決定いたしました。 

 次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。 

 委員長報告の項目及び内容について御意見を

お願いいたします。 

 暫時休憩いたします。 

   午後１時６分休憩 

───────────────────── 

   午後１時７分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで、御異議ござい

ませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのようにいたしま

す。 

 次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。総合政策及び行財政対策に関する調査

については継続調査といたしたいと思います

が、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。 

 その他で何かございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  私のほうから一言お礼を申し上

げます。 

 令和６年度の１年間、総務政策常任委員長を

務めさせていただきました。６年度の１年間、

台風や地震等の災害もあり、また宮崎国スポ・

障スポや危機管理で大きなハード面の整備も進

行しました。 

 その中で、日本一挑戦プロジェクト等、大き

な事業の進捗状況や成果等についていろいろな

質疑が行われて、皆様の教えをいただきなが

ら、執行部の方々としっかりしたやり取りがで

きたのではないかと思います。改めて１年間、

本当にありがとうございました。 

 それでは、以上で委員会を閉会いたします。 

委員の皆様、お疲れさまでした。 

   午後１時９分閉会 
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